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第１章 事前調査の概要 

１－１ 調査の背景 

ケニア政府は、独自に策定した「Vision 2030」において、無収水率を全国平均 20%まで削減

することとしているが、2014 年の無収水率は 42%（WASREB インパクト・レポート No.8）と

報告されており、依然として高い無収水率となっている。 

また、「全国水資源マスタープラン 2030」においては、気候変動の予測を踏まえた一人当たり

の持続的利用可能な水資源量は人口増加に伴い不足することが懸念されており、水資源の効率的

な利用が今後の課題として提起されている。 

「Vision 2030」及びその第二次中期計画（2013-2017 年）において、無収水削減は水不足への

対応、及び水の効率的な利用のために重要であると示され、また、高い無収水率は国家財政の損

失でもあるため、国家水道事業戦略（2007-2015）では 2015 年までに無収水率を 30%未満に削

減すべきとされている。 

そのような背景の下、JICA は、2010 年から 2014 年 10 月まで「無収水管理能力向上プロジェ

クト」（以下、前プロジェクト）を実施し、ケニアにおける無収水削減に係るガイドライン、マ

ニュアル、ハンドブックを作成し、水道事業体（Water Service Provider：WSP）が無収水削減計

画の策定をするための全国的基準を定めた。また、同計画策定に必要な技術的な人材育成のため

ケニア水研修所（Kenya Water Institute：KEWI）による無収水対策研修コースの策定も併せて実

施した。なお、同技術協力プロジェクトは、無償資金協力によって上水道施設整備を実施中のサ

イトをパイロットエリアとして選定し、ソフト・ハードの支援を同時並行で実施したことで、当

パイロットエリアにおいて大幅な無収水の削減に貢献した。 

「無収水削減能力向上プロジェクト」は、前プロジェクトの後継案件として位置づけられ、

前プロジェクトの成果を活用しつつ、WSP の無収水削減計画作成及び実施支援を行うことで、

全国の都市 WSP の無収水率の低下を持続的に実現していくことを目指すものである。 

本詳細計画策定調査では、プロジェクトによる協力期間とプロジェクトの妥当な到達目標等

を設定し、ケニア側カウンターパート（Counter Part：C/P）機関とその内容について協議及び合

意することを目的とする。 

１－２ 調査の目的 

  (1) 協力の枠組について実施機関等と協議、合意すること。 

  (2) 本格協力の実施に必要な関連情報の収集・整理を行うこと。 

  (3) 本格協力の実施方法、留意事項等について確認し、計画策定結果に纏めること。 
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１－３ 調査団の構成、調査日程 

 氏名 担当事項 所属 期間 

1 大村 良樹 総括 
独立行政法人国際協力機構 
国際協力専門員 

2015/11/21 
-2015/12/5 

2 山上 啓介 協力企画 
独立行政法人国際協力機構 
地球環境部 水資源グループ 

2015/11/21 
-2015/12/5 

3 森 正蔵 無収水対策 ① 森国際コンサルティング株式会社 
2015/11/14 
-2015/12/5 

4 吉川 孝治 無収水対策 ② 個人コンサルタント 
2015/11/14 
-2015/12/5 

5 手島 直幸 水道事業体分析 地域計画連合 
2015/11/14 
-2015/12/5 

6 杉本 寛子 評価分析 日本開発サービス株式会社 
2015/11/14 
-2015/12/5 

 

１－４ 協力の枠組み 

ケニア側と協議した結果、以下のとおり協力の枠組みを設定することとした。なお、Impact 

Report version 7 では、ケニアの WSP は給水人口に基づき都市部水道事業体（Urban WSP）と村

落部水道事業体（Rural WSP）に分類されているが、ルーラル WSP は給水人口が 3000 人以下と

小規模であり、かつ Urban WSP と比して業務実施体制及び実施能力が低く、プロジェクトの成

果の持続可能性の点で懸念がある。そのため、本プロジェクトでは裨益対象を Urban WSP に対

象を限定している。 

プロジェクトのコンセプト 

本プロジェクトは、前プロジェクトで築いた無収水削減計画の作成に係る体制強化を行うと

ともに、ケニアの Urban WSP が持続的に無収水を削減するための支援体制を構築することを狙

いとしている。各成果の概念は以下のとおりであるが、多様な実施機関との複合的な成果が期待

されている。 

成果１： 

無収水対策ユニットが、住民及びカウンティに対する啓発活動や、水道事業監督本局（Water 

Service Regulatory Authority：WASREB）、KEWI の無収水削減活動をレビューする体制を整備す

る。また、無収水対策関連の活動全体の調整を図る体制を整備することで、無収水対策ユニット

が Urban WSP の無収水削減活動を牽引する仕組みを構築する。これらの活動結果に加え、Urban 

WSP の無収水対策の活動状況や取組み結果を「無収水削減活動に係る年次報告書」として取り

纏め、関係各所に情報共有を図ることで、WSP の所有者である地方政府（以下、カウンティ）

や WASREB・KEWI に対し無収水削減活動の実施促進を図る。 

成果２： 

Urban WSP がより実践的な無収水削減計画を作成するために、成果 4 の活動等から得られた

知見等に基づき、WASREB が管理する無収水削減基準（ガイドライン、マニュアル類）を改訂

する。これにより、Urban WSP の無収水削減状況に応じた段階的なアプローチを中心とした、

統一性のある内容に同基準を改善する。その上で、全国の Urban WSP に対して改訂した無収水
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削減基準の普及・利用促進を図り、パイロット WSP 以外の Urban WSP も、計画的な無収水削減

活動の実施が可能となる基盤を整備する。 

成果３： 

KEWI の講師陣には WSP 等における実務経験者がいないこと、実地研修を行うフィールドを

持たないことから、WSP 技術者にとって魅力的な研修が実施できていない。そのため、無収水

対策の現場での知見を有するリーディング WSP 1と連携した合同研修を実施する体制を整備する

ことで、KEWI の無収水関連コースの研修の内容・実施方法・教材を改善する。合同研修の実施

を通し KEWI 講師の実務に関する知識も向上するため、Urban WSP にとってより実務的で魅力

的な研修が整備され、Urban WSP の技術者の能力向上に貢献することが期待される。 

成果４： 

パイロット WSP が優先して取り組むべき無収水削減における課題を特定し、それに対応する

ための計画を策定する。具体的には、成果 3 で改善された KEWI よる実務研修等を活用しつつ、

特定の課題に対する無収水削減活動を行い、その活動結果を踏まえパイロット WSP が無収水削

減計画を自主的に修正・更新するという流れを、PDCA サイクルに基づきパイロット WSP が習

得することを目指す。 

成果５： 

無収水対策ユニットが主導し、無収水削減活動に係る定期的なセミナーや会合を開催し、成

果 4 における活動から得られた知見をパイロット WSP 以外の Urban WSP に共有する。本セミナ

ーや会合により、パイロット WSP 以外の Urban WSP の無収水削減活動に係るモチベーションが

向上することを目指す。加えて、Urban WSP が実践的に無収水削減を行うための助けとなるよ

う、成果 4 の優良事例集を作成し普及することで、無収水削減活動の活性化を促す。 

                                                        
1 リーディング WSP は、以下の定義に該当する Embu・MeruWSP を指す。本プロジェクトでは、リーディング WSP は 1 パ

イロット WSP として成果 4 に係る活動を行うことに加え、他の WSP に対する技術的助言を行うことも求められている。 
“ Pilot WSPs which have experiences of implementing JICA projects, and capacity and willingness to support other WSPs, namely 

Embu and Meru WSPs. ” 
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第２章 調査結果 

２－１ 協力の背景 

 ２－１－１ 相手国政府政策上の位置づけ 

ケニアの給水セクターにおける無収水率の高さは、同セクターが取り組むべき重要な課題

とされている。国家長期開発計画 Vision 2030 では、無収水率を全国平均 20%まで削減するこ

ととしており、国家水道事業戦略（2007-2015）では、2015 年までに全国平均の無収水率を

30%未満に削減することを目標として挙げている。2015 年 12 月に WASREB が発表した年次

報告書（インパクト・レポート No.8）では、高い無収水率はケニアの給水セクターの持続可

能性における大きな脅威であると明言しており、無収水により 59 億ケニア・シリング（Ksh）

が同報告期間中に失われたと推定されている。財政的損失のみに留まらず、全国水資源マス

タープラン 2030 において、ケニアでは気候変動の予測を踏まえた一人当たりの持続的利用可

能な水資源量が、人口増加に伴い不足することが懸念されており、水資源の効率的な利用が

今後の課題として提議されている。 

インパクト・レポート No.8 による全国平均無収水率は 42%であり、国家水道事業戦略

（2007-2015）で掲げられた、2015 年までの無収水率 30%未満への削減を達成していない。

WASREB が設定している無収水率のベンチマーク（目標値）は 20%であり、現時点でこのベ

ンチマークに達しているのは、Nyeri WSP（19%）のみである。無収水率の高さは、WSP の財

政的な持続可能性に悪影響を及ぼすだけでなく、給水サービス向上に利用されるべき投資が

浪費され、結果的には顧客がそのコストを負担するという結果となる。 

地方自治体である County レベルでも、高い無収水率は大きな課題であり、全 47 の County

の内、無収水率が 50%またはそれ以上の County が 6 カ所ある。これらの County では、販売

された水１リッターに対し、それ（1 リッター）以上の水が失われていることになり、County

の貴重なインフラ開発のために利用されるべき貴重な予算が、非効率な WSP の経営のために

使用されていると、インパクト・レポート No.8 では言及している。 

このような状況下、無収水率の課題に取り組む WSP も増加してきている。71 カ所の WSP

が無収水削減活動を実施するための無収水ユニットを組織内に設立している。先行案件の

「無収水管理プロジェクト」を通して、無収水削減基準が作成され WASREB を通して各

WSP に配布されている。これらの活動を通して、無収水削減計画を作成し、無収水削減を実

施している WSP が多く存在することが、本調査にて確認されている。 

本調査の現地調査では、3 カ所の水道事業体監督地域局（Water Service Board：WSB）と 9

カ所の WSP に対し聞き取り調査を実施し、また 2 カ所で無収水削減に関する問題分析ワーク

ショップを実施することで、先行案件である「無収水管理プロジェクト」以降のケニアの給

水セクターにおける無収水削減に関する情報を収集した。その結果、無収水削減活動の達成

度や実施キャパシティが各 WSP によって大きく異なること、今回訪問した WSP も含めて、

多くの WSP で無収水削減計画の有無にかかわらず、無収水削減活動が実施されていること、
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先行案件実施以降、他ドナーによる無収水削減活動支援も含めた給水セクターへの協力が数

多く実施されていること、加えて水道事業体協会（Water Service Provider Association：

WASPA）などの活動も含めた、WSP 間での情報や知見の共有が行われていることが確認され

た。これらの現状と第 3 章から第 5 章に述べるケニアの無収水削減活動に関する課題を基に、

本プロジェクトの枠組みが計画された。 

 ２－１－２ 我が国の援助との関連性 

2000～2005 年に実施された無償資金協力「メルー市給水計画」において、水道施設の改修

や拡張、及び専門家派遣を通して、Meru WSP の無収水率を当初の 60%程度から 30%以下に

まで削減することに成功した。また、Embu WSP を対象に 2010～2013 年に実施した無償資金

協力「エンブ市及び周辺地域給水システム改善計画」では、エンブ市及び周辺地域における

取水堰を始めとする浄水インフラの構築、給水施設の管理始動に必要なソフトコンポーネン

トを含めた協力を実施した。これらの実績に対し、ケニア政府は Meru や Embu での無収水削

減活動の成果の全国展開を図る目的で、前プロジェクトである「無収水管理プロジェクト」

の実施を我が国に要請した。 

2010～2014 年に実施された同案件では、全国の無収水削減対策の監督、実施、普及体制の

整備と無収水削減能力向上を目指し、パイロット WSP での無収水削減計画の作成、WASREB

による無収水削減基準の作成と配布、KEWI における無収水短期コースの開発などの活動を実

施した。2014 年 4 月に実施された終了時評価では、プロジェクト期間中に目標の完全な達成

は困難と判断されたが、プロジェクトの残り期間で、無収水削減基準とその普及計画が作成

され、関係機関を巻き込んだ普及活動の実施、及び KEWI の無収水削減研修の実施計画の作

成が行われた。これらにより、全国で無収水削減活動を実施するための体制が最低限構築さ

れた。 

同プロジェクト終了後、ケニア政府は、先行案件で達成された成果を活かし、各関係機関

による無収水削減のための実施支援を通して、全国の都市部（Urban）WSP の無収水率の低下

を持続的に実現していくことを目指す「無収水削減能力向上プロジェクト」（以下、本プロジ

ェクト）を我が国に要請し、本調査に至っている。 

 ２－１－３ 他国機関による給水関連事業 

ケニアの水セクターに対する協力は資金協力と技術協力の両面に対し継続的に行われてき

た。水セクターへの投資総額の過半をドナーが担ってきた。無収水の問題に関しても、ケニ

ア水セクターの重要課題という認識で、多くの技術協力、資金協力プロジェクトが実施され

てきた。各国ドナー及び国際機関はそれぞれ独自のアプローチで WSP を支援しているが、今

回訪問調査したドナー等では、日本の技術協力で策定された無収水削減基準を評価するとこ

ろが多く協力的である。プロジェクトの対象を全国の Urban WSP とした場合、既に他ドナー

等が活動しているところがあるが、まだ支援を必要とする Urban WSP は多いため、無収水削

減の活性化という目的に照らして、関係するドナー等と協調していくことは十分可能である。 
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２－２ プロジェクトの概要 

 ２－２－１ プロジェクト名 

プロジェクトの活動内容から鑑みて、要請時の案件名から以下の通りに変更する旨をケニ

ア側と合意した。 

 要請時：無収水率削減プロジェクト 

 変更後：無収水削減能力強化プロジェクト 

 ２－２－２ プロジェクト実施期間 

プロジェクト実施機関は 2016 年から 2021 年の 5 年間を予定している。 

 ２－２－３ プロジェクト実施機関 

プロジェクト実施機関は、水灌漑省（Ministry of Water and Irrigation：MWI）、WASREB 、

KEWI とする。 

 ２－２－４ プロジェクト実施体制 

ケニア側のプロジェクトの実施体制は以下の通り。 

  (1) プロジェクトディレクター 

MWI の給水サービス局の局長が務め、プロジェクトの運営・実施全般における責任を負

うと同時に、合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）の議長を務める。 

  (2) プロジェクトマネージャー 

MWI の給水サービス局 O&M 課の長（副局長）が務め、プロジェクト実施における日々

の調整業務及び、成果 1 と 5 の活動実施の責任を負う。WASREB の CEO は、成果 2 の活

動実施の責任を負う。KEWI の所長は、成果 3 の活動実施の責任を負う。パイロット WSP

の CEO/MD（含む、リーディング WSP（Embu、Meru））は、成果 4 の活動実施の責任を

負う。 

なお、成果 4 の活動実施の責任をパイロット WSP（含む、リーディング WSP（Embu、

Meru））に負担させるため、パイロット WSP 選定完了後、MWI・WSB・County・パイロ

ット WSP 間で、R/D に基づき MOU を締結することとしている。 

 ２－２－５ 投入 

日本側及びケニア側のプロジェクトの投入については以下の通り。 

  (1) 日本側投入 

 専門家派遣：総括/無収水管理、無収水削減管理-1/配水管網[A、B 班]、無収水削減

管理-2/流量・水圧・漏水管理[A、B 班]、顧客管理/料金徴収[A、B 班]、研修管理、

情報/広報管理など 
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 資機材（仮）：プロジェクト車両、携帯型超音波流量計、音聴棒、電子式漏水探知機、

水圧計、顧客用水道メータ、大口径メータ、データロガー、メータ検査試験機（検

査台）、相関式漏水探索機、GPS、ノートパソコン、多機能コピー機、デジタルカメ

ラ、プロジェクターなど） 

 本邦研修または第三国研修 

  (2) ケニア側 

 カウンターパート（C/P） 

 機材・資材・ツール 

 施設・執務スペース 

 活動予算 

２－３ プロジェクトの内容 

下記の２－３－１から２－３－６に本プロジェクトの枠組みを示す。ミニッツ署名当時の英

文の PDM 案及び PO 案については、添付資料 2 の M/M に含まれている。 

 ２－３－１ 上位目標 

「無収水削減に係る支援体制により、Urban WSP の無収水削減活動が活性化する。」 

【指標】 

1. ○カ所の WSP がプロジェクトにより設立された知見共有活動に参加する。 

2. ○カ所のパイロット WSP が、年間無収水削減計画で設定した目標を達成し続ける。 

3. 無収水削減年次報告書が、作成・配布され続ける。 

 ２－３－２ プロジェクト目標 

「Urban WSP が無収水削減活動を実施するための支援体制が確立される。」 

【指標】 

1. ○カ所のパイロット WSP が、年間無収水削減計画で設定した目標を 2 年連続達成する。 

2. 無収水削減活動に関するプラットフォーム（例：オンライン）が確立され、Urban WSP

が参加する。 

※「2.」の指標については、指標として適切ではないため、R/D 協議時に削除検討する。 

 ２－３－３ 成果及び活動 

成果 1 MWI の無収水ユニットによる無収水削減活動の促進・調整機能が強化される。 

【指標】 

1-1 すべての County の代表が無収水削減に関するセミナーに参加する。 

1-2 無収水削減に関するキャンペーンが年 2 回実施される。 

1-3 無収水削減年次報告書が作成される。 
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【活動】 

1.1 MWI の無収水ユニットは、WASREB と協力して、無収水削減に関するデータを含めた

無収水削減年次報告書を作成する。 

1.2 MWI の無収水ユニットは、County に対して無収水削減に関する啓発活動を企画・実施す

る。 

1.3 MWI の無収水ユニットは、無収水削減に関するキャンペーンを企画・実施する。 

1.4 MWI の無収水ユニットは、KEWI の無収水関連コースのレビューを行う。 

1.5 MWI の無収水ユニットは、WASREB の無収水削減関連活動に関するレビューを行う。 

成果 2 Urban WSP による無収水削減基準の使用が、WASREB により促進される。 

【指標】 

2-1 ○年までに、無収水削減基準が改訂される。 

2-2 改訂された無収水削減基準が、全ての Urban WSP にワークショップを通して配布される。 

【活動】 

2.1 WASREB が現無収水削減基準に関する利用状況の調査を行う。 

2.2 利用状況の調査及び成果 4 と 5 の結果を踏まえて、無収水削減基準の改訂を行う。 

2.3 WASREB がワークショップを通して、改定された無収水削減基準の利用を促進する。 

2.4 WASREB が、MWI の無収水ユニットにより実施された無収水削減関連活動に関するレ

ビュー結果を活動に反映する。 

2.5 WASREB は改訂された無収水削減基準の利用についてモニターし、評価する。 

成果 3 KEWI の無収水に関連する研修実施能力が強化される。 

【指標】 

3-1 KEWI が、実務研修を導入し、改定した教材による無収水削減コースを実施する。 

3-2 無収水削減コースの参加者による評価が、教材改定前のコースより高くなる。 

3-3 ○%の無収水削減コースの参加者が、コースで作成したワークプランを実施する。 

【活動】 

3.1 KEWI が、無収水削減コースに関する現状を把握し、課題を抽出する。  

3.2 KEWI が、無収水削減研修に関する戦略とコースの内容を見直す。 

3.3 KEWI が、リーディング WSP 等と共同で、無収水削減実務研修を実施する。 

3.4 KEWI が、無収水削減実務研修の結果を、無収水削減コースの内容や教材に反映する。 

3.5 KEWI が、MWI の無収水ユニットにより実施されたレビューの結果を、無収水削減コー

スの内容に反映する。 

3.6 KEWI が、無収水削減コースに参加した受講生に対し、トレース・スタディーを実施す

る。 

成果 4 Urban WSP の無収水削減計画の策定及び実施能力が向上する。 

【指標】 

4-1 ○カ所以上のパイロット WSP が、前年度の実施のレビューに基づいた年間無収水削減計

画を作成し続ける。 

4-2 ○カ所以上のパイロット WSP が指標 4-1 の年間無収水削減計画を実施し続ける。 
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4-3 ○カ所以上のパイロット WSP が、プロジェクト開始以前に導入できなかった技術や活動

を実施できるようになる。 

4-4 ○カ所以上のパイロット WSP が、無収水削減計画に示されている優先度の高い活動を実

施することができるようになる。 

4-5 ○カ所以上のパイロット WSP が、無収水削減に関係する職員全員をトレーニングする。 

【活動】 

4.1 プロジェクトチームが、パイロット WSP を選定するための、Urban WSP に関する調査を

実施する。 

4.2 各パイロット WSP は、現在の無収水削減活動についての分析を行い、課題を抽出する。 

4.3 各パイロット WSP が、課題解決の方法を特定し、無収水削減計画を策定する。 

4.4 各パイロット WSP が、無収水削減計画に基づく、財務計画を含む年間無収水削減計画を

策定する。 

4.5 各パイロット WSP が、年間無収水削減計画を実施する。 

4.6 各パイロット WSP が、実施結果を評価・分析し、計画を更新する。 

4.7 各パイロット WSP が、無収水削減活動報告書を毎年作成する。 

4.8 各パイロット WSP が、WSP 関係部署が参加する無収水削減に関する会議を定期的に開

催する。 

成果 5 Urban WSP 間で、無収水削減活動に関する知見や情報の共有が行われる。 

【指標】 

5-1 成果 4 や他の無収水削減活動のケーススタディーや知見が収集され、配布される。 

5-2 無収水削減に関する定期会合が、年 3 回開催される。 

【活動】 

5.1 MWI の無収水ユニットが、他機関と共同で無収水関連の定期会合を開催する。 

5.2 WASREB が無収水削減活動に関するケーススタディーや知見を収集する。 

 ２－３－４ 前提条件 

上位目標やプロジェクト目標達成の前提条件として、無収水削減が MWI と WSP の優先課

題であり続けることが挙げられるが、成果別の前提条件は以下の通り。 

成果 1： ケニア側のプロジェクト予算が確保される。MWI の無収水ユニットの人材が確保さ

れる。 

成果 2： 現 WASREB の役割と権限が維持される。 

成果 3： KEWI が無収水短期コースを提供し続ける。C/P のプロジェクト予算が確保される。 

成果 4： 研修を受けた人材が WSP を離職しない。C/P のプロジェクト予算が確保される。 

成果 5： 無収水削減が WSP の優先項目であり続ける。 

 ２－３－５ 外部条件 

プロジェクトの外部条件として、①予期せぬ政治的または社会経済的影響が起こらない、

②ケニアの無収水削減に関する方針に大きな変更がない、③干ばつなどの大きな気候変動が

水資源に影響を及ぼさないことなどが挙げられる。前提条件は特になし。 
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 ２－３－６ 裨益対象及び規模 

プロジェクトの対象地域はケニア全土であり、無収水率が削減されるとケニアの給水サー

ビス受益者が裨益を受ける。プロジェクトの直接受益対象は、プロジェクト成果の対象とな

る組織・団体と職員である。現時点で想定される直接と間接受益者数を以下に示す。 

表 ２－１ プロジェクト裨益者 

受益者 成果別対象裨益グループ 役割 
直接受益者 成果 1： 水灌漑省（MWI） 無収水対策ユニット（職員計 5 名） 政策・戦略策定 

無収水活動の全体

の調整及び促進 

成果 2： WASREB 職員 （職員約 8 名（管理職 2 名、無収水担当者 1 名、インス

ペクター5 名）） 
給水事業の規制・

監督 
成果 3： ケニア水研修所（KEWI）職員（講師約 7～9 名、管理職 2 名） 無収水に関する 

教育・訓練 
成果 4： パイロット WSP の職員（リーディング WSP 無収水関連担当約 20 名） 給水事業実施 

成果 5： 水道事業体協会（WASPA）会員の WSP（WSP 会員 58 団体） 会員間での知見の

共有 

間接受益者 
（パイロッ

ト WSP 最
大 9 カ所の

住民） 

無収水率の削減により、パイロット WSP の顧客への間接的な裨益が期待できる。

現時点で確定しているリーディング WSP の顧客は、 
エンブ WSP：現 WSP サービス受益者 110,153 人、サービス地域全人口 178,910 人 
メルーWSP：現 WSP サービス受益者 78,643 人、サービス地域全人口 133,461 人 

 

出典：WASREB 第 8 報告書及び聞き取り調査 

 ２－３－７ ローカルコンサルタントの活用可能性 

本調査で訪問した MIBP Consulting Engineers は水道施設設計と施工監理を主としているが、

無収水対策に関しても Nakuru、Eldoret 等で実績がある。無収水の専門職を常に多数雇用して

いるわけではなく長年の付き合いから GIS や無収水の技術者をケニア国内、又は海外から契

約社員として呼び寄せて運営している。短期契約で雇用されるため専門的なエンジニアで

20,000 US$/月、技能を持つテクニシャンで 10-15,000 US$/月と高額となっている。また、オ

ランダ水道共同組合（Vitens Evides International：VEI）についても、常時技術者を雇用して

いるわけではなく、オランダ本部で適宜人材を探してケニアに派遣している。そのため、雇

用価格は MIBP と大きく変わらないと考えられる。他、VEI と協力してオランダ開発機関

（Stichting Nederlandse Vrijwilligers：SNV）の PEWAK（28 カ所の WSP を対象としたベンチ

マーキングを通した知見の共有）を実施したオランダ水会社協会（The Association of Dutch 

Water Companies：VEWIN）や Gauff Consultant 等があるが、MIBP の運営とよく似た雇用体

系であると考えられる。よって、無収水対策のための日本人技術者の雇用費用とローカルコ

ンサルタント費用の差は大きくなく、低価格で活用できる可能性は低い。 

尚、前無収水削減計画ではローカルコンサル（個人コンサルタント）として、上級、中級

エンジニア、GIS/AutoCAD 専門家を約 40 万円/月で雇用している。個人コンサルタントの所

在、実績等は不明であるが、活用できる可能性はある。 
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 ２－３－８ プロジェクト実施に必要な資機材 

プロジェクト実施において必要と想定される資機材、その価格及び機材調達に係る輸入許

可制度について以下に説明する。 

  (1) 一般水道資機材 

uPVC、HDPE 管はプラスチックのチップをケニア国内に輸入して製造されているため、

直接工場（Danco Ltd 等）から購入することができる。亜鉛メッキ鋼管はインド等からの

輸入品となる。その他の材料（大口径メータ、仕切弁、空気弁、減圧弁等）はケニア国内

代理店（Ironmongers Wingding Agencies 等）を通した輸入品となる。 

顧客用メータ（φ15mm）は、誤差の少ないマルチジェット型が主流となっている。価格

が安く故障の多い中国製は評判が悪いため、ヨーロッパ製を採用する WSP が多い。価格

は中国製が約 3,000 Ksh であるのに対し、ヨーロッパ製は約 4,000 Ksh であるが、1 年間の

保証がついている場合が多い。また、ケニア国内代理店からバルブ等を発注した場合、納

期まで約 4 週間かかる。工業規格としては、国際標準化機構（International Organization 

for Standardization：ISO）、貸借対照表（Balance Sheet：BS）、SABS、ドイツ工業規格

（Deutsche Industrie Normen：DIN）等があり品質には問題はない。 

主な水道資機材の価格を下表に示す。 

表 ２－２ ケニア国内の水道資機材価格 

 
出典：調査団 

  (2) 無収水削減対策の機材 

M/M に記載された無収水対策用機材の機材名と概算価格を下表に示す。 

 

品名 サイズ 単位 価格(Ksh) 価格(円) 品名 サイズ 単位 価格(Ksh) 価格(円)

水道メータ
ISO

Dia.15mm (multi-jet) 個 4,000 4,800 Dia.25mm 個 7,500 9,000

Dia.50mm 個 36,600 44,000 Dia.50mm 個 15,500 18,600
Dia.75mm 個 44,400 53,300 Dia.32(25)mm m 60 100
Dia.100mm 個 49,900 59,900 Dia.63(50)mm m 228 300
Dia.25mm 個 1,100 1,400 Dia.110(100)mm m 564 700
Dia.50mm 個 3,990 4,800 Dia.160(150)mm m 1,183 1,500
Dia.50mm(Flange) 個 10,000 12,000 Dia 25(20)mm m 78 100
Dia.75mm(Flange) 個 11,500 13,800 Dia 32(25)mm m 121 200
Dia.100mm(Flange) 個 17,700 21,300 Dia 40(32)mm m 189 300
Dia.150mm(Flange) 個 36,600 44,000 Dia 50(40)mm m 293 400
Dia.50mm 個 39,900 47,900 Dia.25mm m 358 500
Dia.75mm 個 129,000 154,800 Dia.50mm m 750 900
Dia.100mm 個 245,000 294,000 Dia.100mm m 2,013 2,500
Dia.150mm 個 485,000 582,000 Dia.150mm m 3,323 4,000

uPVC管 PN16
ISO

HDPE管 PN20
ISO

亜鉛メッキ鋼管
BS

大口径メータ
ISO

仕切弁
ISO

減圧弁
（25bar→1bar)

ISO

空気弁
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表 ２－３ 無収水対策用機材と価格 

 
出典：調査団 
 

上表の機材 1 から 7 は、先行案件である無収水管理プロジェクトにおいても使用されて

いることから、本計画でも使用する可能性が高い。尚、本計画では派遣される専門家が使

用方法を理解している機材を使用することによって、指導時間の短縮が期待できることか

ら無収水対策機材を日本調達とした。 

上表の機材 7-9 は KEWI から要請された機材である。機材 11-14 の各 OA 機材は現地調

達となる。 

また、顧客用水道メータが必要な場合には、ケニア国内代理店を通して購入する。 

  (3) 輸入税 

他国からケニアに輸入する場合は下記の税が掛かる。 

a. 関税（CIF 価格に課税）：25% 

b. 付加価値税（VAT）（CIF 価格＋関税の合計に課税）：16% 

c. 輸入申請書（Import Declaration Form：IDF）手数料（CIF 価格に課税）:2.25% 
 

ケニア国内代理店の話では、水道メータだけは関税が免除されている。しかし、水道メ

ータの部品には関税が掛かる。 

  (4) 輸入許可 

輸出国で船積み前にケニアの基準に適合しているかどうかの検査を経て、基準適合証書

を入手する必要がある。日本からケニアに向けて輸出する場合はケニア基準局から委託を

受けた指定業者から基準適合証書（輸入許可）を取得する。 

価格（円）

日本調達

1 携帯型超音波流量計 1,050,000
2 水圧計 120,000
3 GPS 40,000
4 漏水探知機 550,000
5 大口径メーター　φ100㎜ 360,000
6 データロガー 400,000
7 メーター検査試験機（φ15-50mm） 2,380,000
8 相関式漏水探索機 3,450,000

現地調達

9 漏水探査実習場（KEWI見積概算額） 1,200,000
10 顧客用水道メーター 5,000
11 ノート型パソコン 160,000
12 多機能コピー機 250,000
13 デジタルカメラ 60,000
14 プロジェクター 160,000

輸送費は含んでいない。

機材名
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 ２－３－９ 他ドナーやケニア関係機関との協調 

ケニアの給水セクターには多くのドナーが係わっており、本プロジェクトの効率性の高い

実施のためには、援助協調が必要である。本プロジェクトにおいて連携・協調できる可能性

があるドナー及びケニア国内の関係機関との協調案の概要を以下及び表 ２－４に示す。 

  (1) GIZ（ドイツ国際協力公社） 

GIZ（Deutsche Gesellschaft Für Internationale Zusammenarbeit）は水セクターの組織・制

度改革等を長年支援しており、ドイツ国の開発援助における技術協力を担当している。 

GIZ とは、成果 1（MWI）のための政策・戦略レベルのアドバイザーとしてパートナー

シップや、成果 2（WASREB）の基準改定や経営情報〔水事業規制情報システム（Water 

Regulation Information System：WARIS）〕の利用等の観点からのパートナーシップが望ま

れる。 

  (2) VEI（オランダ水道協同組合）及び WASPA（ケニア水道事業体協会） 

VEI はケニア国内で多くの WSP を対象にした無収水対策支援を行っている。成果 4（パ

イロット WSP への支援）及び成果 5（他の WSP への波及）では、VEI 及び WASPA と連

携し、無収水対策の全国展開を効率的かつ効果的に支援することが望まれる。VEI が無収

水対策支援の対象としている WSP と JICA が直接支援する WSP を合わせると、中規模以

上の計 41 の Urban WSP の半数程度を占めることができる（Nairobi WSP と Mombasa WSP

は含んでいない）。 

  (3) KEWASNET（ケニア水衛生市民協会） 

水衛生に関する市民団体の連合体であり、WASREB と協力関係にある。GIZ と共同で無

収水啓発ツールキットを開発した実績もある。成果 1 の活動である市民への啓発活動等に

おいて連携することが望まれる。 

表 ２－４ 本プロジェクトにおける他ドナー等との連携の可能性 

機関・団体名 活動概要 活用可能性 
ドナー(国際 NGO を含む) 
KfW 
ドイツ復興金融公庫 

Water Service Trust Fund (WSTF)を支援、

Aid on Delivery (AOD)を提供 
△ 金融関連の情報源 

GIZ 
ドイツ国際協力公社 

水セクター改革を包括的に支援、 
無収水対策を含む技術協力を実施中 

○ 政策・戦略アドバイス（成果 1）及

び経営情報分析（成果 2）のパー

トナー 
USAID 
アメリカ国際開発庁 

SUWASA(2010~15)と KIWASH(2016~20)に
て、WSTF と協力し Output Based Aid(OBA)
と AOD での商業銀行融資を促進 

△ 金融関連情報の情報源 

World Bank 
世界銀行 

ISUAWSSUP(2013~15)で貧困対策と OBA、

UCFWS(2013~15)で商業銀行融資推進、 
WASSIP(2007~15)で資金支援と技術協力 

△ 金融関連情報の情報源 

SNV 
オランダ開発機関

(NGO) 

無収水プロジェクト、無収水を含むベンチ

マーキングによる Peer Learning（PEWAK）

○ WASPA を舞台に協調することが可

能（成果 4） 

VEI (Vitens Evides 
International) 
オランダ水道協同組合 

PEWAK で無収水削減マニュアル作成 
オランダの水道技術者動員 

◎ WASPA を舞台にした協調と対象

WSP の分担（成果 4） 
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AfDB 
アフリカ開発銀行 

来年から始まる 4 年間 1 億ドル案件で 5%を

無収水対策に充てる（組織強化と機材） 
△ 広範な地域を対象としているの

で、事前の調整が必要 
AFD 
フランス開発庁 

Nairobi WSP の浄水場整備と技術支援 
Coast WSB に資金支援？ 

× 今回接触せず。詳細不明。 

ケニア国内関連団体 
WASPA 
水道事業体協会 

会員 WSP は 58 カ所と限定的だが、活発に

活動。SNV/VEI、GIZ、KEWI などが支援 
◎ 会員相互の学びあいの場を活用で

きる（成果 4 及び 5） 
KEWASNET 
ケニア水衛生市民協会 

市民団体の連合体、WASREB と協力関係 
GIZ と無収水啓発ツールキットを開発 

◎ 広報活動、市民への啓発活動で連

携可能（成果 1） 
WSTF 
水道サービス信託基金 

貧困者向け上下水道施設の金融を扱う国家

機関、都市水道でも利用可能 
△ 中小規模 WSPs の金融として、連

携の可能性あり（成果 4） 
WUAS 
水道利用者協会 

農村部の上下水道整備プロジェクトに参加 × 民間工事業者の協力を得る必要が

あるときに協力 
MIBP Consulting 
Engineers  
コンサルタント会社 

水道施設設計と施工監理。無収水対策は

Nakuru、Eldoret 等で実績がある 
△ ケニアを知る強みあるが、単価が

高いので限定利用 

◎ 連携協力して事業を実施すべき ○ 状況次第で連携協力を検討すべき 
△ 情報交換にとどまる  × 現時点では連携可能性なし 
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第３章 ケニアの給水セクターの政策・開発計画 

３－１ 無収水削減にかかる国家政策・戦略 

 ３－１－１ Vision 2030 

ケニアの国家長期開発計画であるビジョン 2030 の第 2 期中間報告（2013-2017）では、ケニ

ア全国の無収水率が 45%と依然として高いことを指摘している。都市部の給水サブセクター

の活動として、Nairobi、Mombasa、Kisumu や Nakuru の大都市とその周辺部における給水サ

ービスの向上、County レベルでの給水サービスの統一化、WASREB による水道料金の調整の

強化、特定地域でのフラットレート導入に関する調査などが挙げられている。また、既存の 8 

カ所の WSB を一つに統合することを明示している。 

 ３－１－２ 水法（2002 年） 

ケニアの水セクター改革をけん引した水法 2002 年は、効率性、持続性、アフォーダビリテ

ィを 3 本柱としている。また、政策策定、規制及び給水サービス等の提供の役割と責任を分離

する目的から、セクターの組織変革を誘引している。具体的には、水資源管理と施設開発が、

給水サービスの提供から分離し、当時の MWI の役割が、政策策定、資金誘致、セクターコー

ディネーションとモニタリングに限定された。また、WASREB が給水サービスサブセクター

における規制、WSB が水分野のアセット管理と WSP との契約、Water Resource Management 

Agency（WRMA）が水資源管理を担当することとなった。以下に水法 2002 年施行による水分

野の組織関係図を示す。 

 

図 ３－１ 水法 2002 年施行による水分野の組織関係図 
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 ３－１－３ 国家給水サービス戦略（2007-2015） 

水法 2002 年の施行を受けて、給水サブセクターに関する国家給水サービス戦略が作成され

た。同戦略の中では、無収水の商業的損失と実損失の両方に対応することで、平均無収水率

を 60%から、2015 年を目標に 30%まで削減することが掲げられている。具体的には、都市部

における給水サービスにおいて、全顧客にメータを設置し、水の無駄を避け、正当な水料金

の請求を行うとしている。 

また、水の効率的な利用、メータの使用、請求、効率的な集金、管路ネットワークの修繕

等のデマンド側のマネージメントが、新しい水資源の確保、浄水場や配水池の拡張などのサ

プライ側のマネージメントより優先順位が高い（つまり、現存給水システムの修繕が、給水

施設の拡張よりも優先度が高い）としている。 

３－２ ケニア水セクター改革 

上述の水法 2002 年施行に伴い、2003 年から開始されたケニアの水セクター改革は、10 年以

上プロセスであるが、その過程において 2010 年のケニア新憲法制定、近々に迫った水法の改正

など大きな節目がある。水法 2002 年では、水分野が給水サービスと水資源の 2 分野に分けられ、

給水サービスサブセクターに関連した法律が整備され、規制・監督機関として WASREB が設立

された。また、都市・村落部の貧困層への給水サービスの拡充のための財政援助を目的とした水

道サービス信託基金（Water Service Trust Fund：WSTF）が設立された。 

2010 年ケニア新憲法では、全ての国民に対し一定水準の衛生と清潔かつ安全な水へのアクセ

スを保証している。新憲法の施行に伴い、ケニアの政治行政制度が中央政府と County の 2 層と

なり、これに伴い全国 47 の County が、WSP の設立や村落部への給水の責任を負うことになっ

た。また、新憲法施行によりもたらされた政治行政制度に準ずるため、水法 2002 年の改定が進

められている。また国家給水政策のレビューが 2013-14 年に実施された。水法の改定に関しては、

レビュー時には 2015 年の承認の予定であったが、本調査時点では水法案（2014 年）はケニア国

会上院において審議中であり、2016 年第 1 四半期ごろに承認される見通しとされている。 

新しい水法案の主な改正点として、全国 8 地域に所在していた WSB の水道施設開発局

（Water Works Development Board：WWDB）としての統合が挙げられる。WWDB の主な役割と

しては、国家レベルでの給水セクターにおけるインフラ開発、County レベルでの給水セクター

のインフラ開発のためのキャパシティ・ビルディング、複数の County に及ぶ WSP の設立とイ

ンフラの開発などである。従来 WSB が所有していた給水サービス施設などのアセットが、WSP

が所在する County に移譲される。また、County は、Urban WSP が給水しない、地方村落部にお

ける給水の責任を負う。新しい水法の施行後に、国家給水戦略が策定される予定である。加えて

MWI の無収水ユニットは、無収水削減のための政策案に加え、国家戦略の草案を作成する見通

しであるが、同戦略も新水法の施行後に承認される。水法案（2014 年）で提案されている水分

野の組織関係図を以下に示す。 
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図 ３－２ 水法案（2014 年）で提案されている水分野の組織関係図 

 

給水セクターの政策を 2010 年の新憲法に準ずる過程において、給水セクター移行実施計画

が Transition Authority によって承認されている。同計画は、給水セクターの機能の一部を

County に移すことを目的としている。移行における重要なポイントは、給水サービスが滞ら

ないように移行することであり、そのためには給水サービスによる収益を給水セクターでの

利用に限定すること、County レベルでのキャパシティ・ビルディング、セクターの財政メカ

ニズムの強化、そして中央政府と County の 2 層行政間のモニタリングとコーディネーション

である。この移行期を設けることにより、セクター改革で得た進歩を確固たるものにし、改

革におけるセクターの課題を明確化することを狙いとしている。 
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第４章 無収水削減にかかる関連機関 

４－１ 中央政府関連機関の現状と課題 

 ４－１－１ 水灌漑省（MWI）及びその無収水ユニット 

  (1) MWI の無収水ユニットの位置づけ及び役割 

2015 年 4 月に、ケニア給水分野の担当省庁が、環境・水・天然資源省より分かれ、水灌

漑省として編成された。無収水削減に関連する部署として無収水ユニットが、同省給水サ

ービス局（Department）の運転維持管理（O&M: Operation & Maintenance）課内に設立さ

れた。以下に水灌漑省の組織図を示す。 

 
出典：調査団作成 

図 ４－１ 水灌漑省組織図 
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同ユニットがケニア全土の無収水削減に関する政策・戦略の策定、無収水削減促進活動

などを実施・リードする。その他、County に対する無収水削減の重要性についてのセンシ

タイズも行う。本調査時点では、同ユニットが設立間もない時期であり、ユニットの正式

な役割等について示す Terms of Reference は承認されていない。 

  (2) 無収水ユニットの要員 

現在の MWI の無収水ユニットの職員は、いずれも兼任であり、運転維持管理課の課長

（給水サービス局の副局長）がユニット長となっている。また、その下に 2 名の職員が配

置されている。同ユニットを職員 5 人体制にすることが計画されており、残り 2 名の職員

も近く配属される予定である。5 人体制では、3 名が全国を 3 地域に分けて担当し、1 名が

3 名のコーディネーションを行う。 

  (3) 無収水ユニットの予算 

無収水ユニットが行う活動の費用は、MWI の部署ごとに割り当てられた予算の中から、

後に活動ごとの申請に応じて配分される予算（activity-based budget）により賄われており、

現在は無収水ユニット独自の予算として事前申請しているわけではない。無収水ユニット

が独自の予算を事前申請するためには、ユニットから課に昇格する必要がある。ただし、

財務省に対して、プロジェクト費用の 7〜10%を Counterpart fund として申請することがで

きる。その場合には、まず前年度の 11 月上旬頃までに、MWI 内部の調整のための予算申

請を出す必要がある。 

  (4) 無収水ユニットの課題 

ケニア国が無収水削減活動の全国展開を推し進めるためには、各 WSP における無収水

削減活動及び各 WSB などの支援による WSP 間での知見の共有という地方でのアプローチ

と、主要な中央関係機関である MWI、WASREB 及び KEWI を中心とした中央からのアプ

ローチをバランス良く行う必要がある。無収水管理プロジェクト（前プロジェクト）では、

KEWI が無収水コースを設立し、WASREB が無収水削減基準の普及等を行ったが、それら

の中央関係機関の無収水削減関連活動を継続的に調整する恒久的な組織が無かった。本プ

ロジェクトに先立ち、MWI 内に設立されたこの無収水ユニットが、今後は中央政府関係機

関の無収水削減関連活動を調整するたけでなく、リードできる恒久的な組織として確立さ

れることが重要な課題である。 

また、無収水ユニットは、既に無収水削減のための国レベルの政策案を持っているもの

の、その内容についてさらなる検討が必要である。さらに、全国規模の住民及び County

に対する無収水削減のための啓発活動など無収水対策活動の促進を行うことも、この無収

水ユニットの課題である。例えば、County に対して啓発活動を行うことで、道路工事等の

際に大規模な漏水を引き起こす水道管破損事故の抑制等を行うことができる。 

本調査で判明しなかった事項： 

a) 本調査では、無収水ユニットの役割及び業務内容を明記した文書を入手できていない。

また、無収水対策ユニットの役割（政策策定・無収水削減活動の調整・無収水削減活

動の促進）も現時点では公式には承認されていない。 
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b) 無収水削減政策の素案が作成されているが、同政策の最終化は水法の改定後に予定さ

れており、具体的な承認時期、及び政策の最終版の内容については確認できていない。

また、無収水削減のための国レベルの戦略が、水法改正後に更新される国家給水サー

ビス戦略に取り込まれる必要があるが、その戦略の具体的な内容についても現時点で

は確認できていない。 

c) 過去に MWI が行った無収水、節水などの関連キャンペーンの実績、具体的な活動内容、

予算確保状況は確認できていない。 

 ４－１－２ 水道事業体監督法本局（WASREB） 

  (1) 法的位置づけと役割 

WASREB は、水法 2002 年の施行により 2003 年 3 月に設立された公社であり、給水及び

下水に関する事業の規制・監督機関である。WASREB の現在の主な役割は以下の通り。 

1) Water Service Board (WSB) への上下水道事業ライセンスの発行（WSB が WSP に事

業委託する） 

2) WSB 及び WSP に対する規制及び監督 

3) WSB 及び WSP に対するモニタリング及び評価 

4) 給水サービスに関する基準設定 

5) 料金設定、運転維持管理等に係るガイドラインの設定及び普及 

6) 顧客からの苦情の処理プロセスの設定、WSP の顧客苦情対応へのアドバイス 

上記の内、特に WASREB の無収水に関連する役割について以下に説明する。 

3)のモニタリング及び評価は、主にインパクト・レポートと呼ばれる各 WSP 及び WSB

の実績指標値をまとめた年次報告書の作成・発行により行われている（2008 年以降）。ま

とめられる実績指標値には、各 WSP における無収水率や顧客メータ設置率等の無収水に

関連する指標が含まれている。5)の運転維持管理等に係るガイドラインの設定及び普及に

は、前プロジェクトにおいて策定された無収水削減基準も含まれている。また、この無収

水削減基準の普及や WSB 及び WSP に対する無収水削減についての監督の一環として、

WASREB は、各 WSB を通して、全国の WSP に無収水ユニットの設置と無収水削減計画

の策定・実施を指示している。 

  (2) 組織構造と無収水に係る人員 

本調査時点での WASREB の職員は総裁以下 29 名。以下の組織図に示す技術、法的執行、

顧客・パブリックリレーションズ、コーポレートサービスの 4 部門で構成されている。 
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参考：WASREB HP 

図 ４－２ WASREB の組織図 

 

技術部（Technical Services）の下には、Inspectorate、Economic/Tariff、Regulation の３

つの課があり、Inspectorate 課の下に無収水を担当する Technical Officer が一人いる。この

Technical Officer は、無収水に加えて、WSP の Service Provision Agreement（SPA）に関連

する業務を担当しており、業務時間の 4 分の 1 程度を無収水関連業務に費やしている。 

WASREB では、給水サービスに関する基準設定、インパクト・レポートのために各

WSP 及び各 WSB から提出されるデータの確認、WSP の規制順守状況のモニタリング等の

目的で、WSP を巡回する定期検査を四半期ごとに実施している。この定期検査は、

WASREB 職員に加えて、非常勤の検査員 5 名（内 2 名は無収水に係る経験を持つエンジニ

ア）を外部から雇用することで実施している。無収水については、主に、上述した

Technical Officer と無収水に係る経験を持つ 2 名の非常勤検査員により対応している。直

近のインパクト・レポートでは、非常勤の検査員を活用して、検査内容を拡大する予定を

示唆している。 

  (3) インパクト・レポートの内容とその改善状況 

インパクト・レポートは、給水サービスについての社会への報告ツールとして位置づけ

られており、以下に示す給水サービスに係る 9 つの主要業績指標の値が WSP ごとに公表

されている。これらの業績指標は WSP が毎年 WSB からの事業委託を更新する際に作成す

るパフォーンスコントラクトにおける目標値の設定にも用いられている。 

主要業績指標 

1. 水道普及率 

2. 衛生サービスの普及率 

Technical Officer 

in charge of 

Inspectrate Economic/Tariff Regulation
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3. 無収水率 

4. 水質の基準適合率 

5. 給水時間 

6. 顧客メータ設置率 

7. 水道料金徴収率 

8. O&M コストカバレージ（運転維持管理費収入比率） 

9. 1000 接続当たりの職員数 

下表は 2008 年発行のインパクト・レポート No.1 から直近の 2015 年 12 月 7 日発行の

No.8 におけるデータ提出を行った WSP の数及び提出データの完成度を示している。この

表から、年次を経るにつれ、提出されたデータの完成度が向上していることが分かる。直

近のインパクト・レポート No.8 では、データ提出 WSP 数が減少したが、これはデータ提

出のシステム（WARIS）が、従来のデスクトップシステムからオンラインに更新されたた

め、キャパシティの低い一部の小規模 WSP が対応しきれなかったためである。 

表 ４－１ インパクト・レポートの WSP によるデータ提出数と完成度の変遷 

報告書 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 

データの

年次 
2005/06 2006/07 2007/08

2008/09
2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 2013/14

完全 25 55 72/77 90 100 102 100 91 

不完全 33 13 12/13 6 0 0 0 0 

未提出 33 50 38/34 8 4 1 1 8 

合計 91 118 122/124 104 104 103 101 99 
出典：WASREB インパクト・レポート No.1〜No.8 
 

  (4) 予算 

2013 年度末（ケニアの政府機関の決算周期は 7 月から翌年 6 月まで）の WASREB の監

査報告書によると、主な収入源は 1. 税収（2002 年水法により、顧客へ水道料金の 1%が課

徴金として WASREB に徴収される）、2. ケニア政府による支援、3. ドナーによる支援であ

る。主な支出は、1. 職員給与・福利厚生、2. 事務経費、3. 理事会経費、4. 事務所経費など

である。 

  (5) 無収水に関連する WASREB の課題 

本調査にて訪問した WSP では、前プロジェクトで策定した WASREB の無収水削減基準

の内容を実際に適用することの難しさが指摘されているため、より多くの WSP にとって

利用し易い内容に改善する必要がある。特に、無収水削減基準に含まれるマニュアルの記

述を、WSP の無収水削減状況に応じた段階的なアプローチを中心とした統一性のある内容

に改善する必要がある。 

また、無収水削減への影響が強い、水道メータや水道管についての国内基準・ガイドラ

インの策定を今後 WASREB がどのように進めていくかを明確にする必要がある。2015 年

6 月に、ケニアの水道事業体協会（WASPA）が水道メータについての独自のテクニカル・
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ガイドラインを発行したため、WASREB の発行するガイドラインとの棲み分けを明確にす

る必要があると考えられる。 

本調査で判明しなかった事項： 

a) 水法改正前の現状では、WSB 経由で WSP の活動報告が WASREB に対して行われてい

る。法改正により WSB の役割が見直され、3 つに統合された後、各 WSP の無収水削

減活動に係るモニタリング方法がどのように変更となるのかを確認する必要がある。 

b) また、無収水削減基準を改訂する際に必要になる公的なプロセスや手続きに必要な期

間については、本調査では確認できていない。 

 ４－１－３ ケニア水道研修所 (KEWI) 

  (1) 法的位置づけ 

2001 年にケニア水道研修所（Kenya Water Institute：KEWI）を規定する KEWI Act

（2001 年 No.11）が承認された。KEWI はこの KEWI Act に基づいて設立された国立の水

道及び水資源に関する教育・研修のための半独立法人である。 

  (2) 役割 

商業ベースで直接、又は他の教育機関と協力して、水セクターの人材育成、コンサルテ

ィング、研究開発、訓練計画、セミナーとワークショップを提供する。また、試験を実施

して、合格した生徒に Diploma や Certificate 等の修了書を与える。 

  (3) 戦略計画 

KEWI の戦略計画（2010-2015）を下記に示す。 

ビジョン： 

 水、公衆衛生、灌漑に関連したセクターでのトレーニング、研究及びコンサルティ

ングにおいて世界規模の優秀な機関となる。 

ミッション： 

 持続的開発のため、水、衛生、灌漑とその関連セクターに最大級の訓練、研究、コ

ンサルティング、アウトリーチサービスを提供する。 

目標： 

 活動計画のための資金確保と持続的な実施のため、戦略ビジネス部門（SBU）の設

立を通して KEWI の財政基盤を拡大する。 

 新憲法施行など政策環境の変化により必要とされる移行プロセスに対するキャパシ

ティ・ビルディング、監査機能の強化、緊急時の対応策を通じて経営管理を改善す

る。 

 業務の効率化するために管理システムを改善する。 

 近代的なトレーニング方法や業界の動向を考慮したプログラムの構築や研修の強化

（例、イーラーニング）を行う。 
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 KEWI の使命と目的のため関連するパートナーと協調する。 

 KEWI のインフラとシステムをアップグレードする。 

 人材育成・開発のため、方針、組織構造、作業環境、職務記述書をレビューし、作

業実績管理システム（PMS）を構築する。 

 分野横断的問題への取組（例えば、ジェンダー統合教育、環境・生態系保全、

HIV/AIDS、麻薬や薬物乱用）。 

KEWI 戦略計画（2010-2015）では、無収水削減が重要であるとの記載があるが、特別な

記載はない。次期 KEWI 戦略計画（2016-2020）は 2015 年 12 月頃に完成予定であり、無

収水についての戦略の記載が含まれる予定である。 

  (4) 組織・人員 

KEWI のトップマネジメントは、所長を筆頭に 3 名の副所長と 3 名のマネージャーから

構成される。講師が所属する学術部は、技術面から主に水・排水エンジニアリング課、水

資源・環境管理課、電気機械課、IT マネージメント課の 4 課に分かれている。年 2 回開催

される各短期コースの教鞭は、各課の講師に割り当てられている。KEWI 全体で約 70〜80

名の教師が在籍している。KEWI の組織図を以下に示す。 

 
出典：質問票回答 

図 ４－３ KEWI 組織図 
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KEWI のサテライトキャンパスが Chiakariga、Kitui、Kisumu の 3 カ所に在るが、講師は

ナイロビ本部に在籍しているため、サテライトキャンパスでは活発な活動は行われていな

いとの回答を得た。プロジェクト開始後にサテライトキャンパスでの実情を把握し、無収

水関連コースの開催が可能であるかを検討する必要がある。 

  (5)  無収水に関する KEWI のコース 

2014 年まで実施された前プロジェクトでは、無収水対策研修コースの中で無収水（モジ

ュールⅠとⅡ）と GIS（モジュールⅢ）の両方が採用されていたが、① 講義時間が長くな

るため需要が減少する、② 費用・期間等の負担を少なくするために分離してほしいとの意

見が多かった、③ GIS は特別な IT 技術者の分野である、との理由から無収水と GIS が分

離された。2015 年には、無収水（モジュールⅠとⅡ）だけが実施されていたが、GIS を導

入した WSP が増え始めたため、2016 年から WSP に対する GIS の短期コースが開始される。

尚、長期コースの内容には、未だ GIS が含まれていない。 

本計画では、前プロジェクトと同様に、無収水対策には無収水（モジュールⅠとⅡ）と

GIS（モジュールⅢ）の両方を含む必要があると考えて KEWI の無収水対策研修の内容を

考えていく。ただし、KEWI の考え方に基づき、現在実施されている無収水（モジュール

ⅠとⅡ）は無収水技術者を対象にし、今後再開される GIS（モジュールⅢ）は IT 技術者を

対象にする。 

よって、本計画で対象とするコースは、①長期コースの無収水関連部分、②無収水短期

コース、及び③WSP に対する GIS の短期コースである。 

a) 長期コース 

以下に示すように、KEWI には 5 種類の長期コースがある。 

表 ４－２ KEWI の長期コース 

 
出典：KEWI カタログ 
 

この中で無収水に関するコースは Diploma と Certificate の水エンジニアリングコースで

あり、それぞれ約 100 名/学年と 40 名/学年の生徒が在籍している。学期は年 2 回（8〜12

月、2〜6 月）で、Diploma と Certificate 共に無収水に関連する科目が 1 学期内に週 3 時間、

計 42 時間教えられている。無収水に関する講義内容を下記に示す。 

Course Title Duration
1 Higer Diploma「大学準学士」 Water Engineering 2 years

Water Engineering
Water Resouces Technology & Management
Wastwater Laboratory Technology
Irrigation & Drainage Engineering
Water Engineering
Water Resouces Technology & Management
Water & Wastwater Laboratory Technology
Irrigation & Drainage Engineering
Plumbing and Pipe Fitting 1 year
Water Supply
Meter Reading
Sewerage Operators

5 Bridging Courses Mathematics,Physics,Chemistry/Biology 3months

4 Oparator Courses 1year

2 Diploma「短期大学士」 3 years

3 Certificate「短期大準学士」
2years
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 無収水削減の挑戦と影響（Describe challenges and impact of NRW reduction） 

 配水管理区画（District Metered Area：DMA）内での削減漏水量の推定（Estimate 

water loss reduction in DMAs） 

 実損失及び商業的損失の削減（Reduce physical losses and Reduce commercial 

water losses） 

 水圧管理による無収水の削減（Apply pressure management in NRW reduction） 

 地下漏水探査（Locate non visible leaks） 

 水道メータの選定、設置及び検査（Select, install, and test water meters） 
 

尚、詳細な就職先は不明であるが、上記コースの卒業生の約 80%近くが水関係機関

（WSP、WSB、民間企業等）に就職しているとの回答を KEWI から得ている。 

b) 短期コース 

① 無収水短期コース 

無収水短期コースの講師は短期コース専属ではなく、水・排水エンジニアリング課

の講師 5 人が兼任している。内 1 名は GIS の教鞭が可能で、前プロジェクトにおいて

研修を受けた 2 名の内の 1 名である。講師陣の多くは修士、学士号を持ち、経歴 25 年

等のベテランである。WSP の聞き取り調査から、座学と無収水対策機材の使用方法の

説明に留まり、実務的な研修を実施していないとの回答を受けている。尚、本調査で

無収水短期コースの講義視察は出来なかったため、無収水講義内容（シラバス、教科

書、講義風景（受講者の態度等）、機材の活用状況）については不明である。 

無収水短期コースは、年 2 回（各学期 1 回）の開催が計画されている。新聞、HP 等

で募集しているが、受講応募者の集まりが悪いことから、コース開催予定の 3 カ月前か

ら KEWI は WSP、WSB 等に対して直接応募を募っているのが現状である。何等かの理

由により応募が多くなった場合は、無収水短期コースを学期中に数回実施することも

ある。過去数年間の無収水短期コースの実施状況を下表に示す。 
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表 ４－３ KEWI の無収水短期コース実施状況 

 
出典：質問票回答 
 

直近の 2015 年 11 月 30 日～12 月 4 日までの無収水短期コースでは募集 25 人に対し

応募者が 14 人しか集まっていない。 

コース終了後に受講者からアンケートを取り、学術部でその内容を吟味して、コー

ス改訂の必要性について検討しているとのことであるが、現場での確認はできていな

い。 

KEWI 自身によるマーケティング調査に基づいた、新たな顧客の獲得、各短期コース

の増減、改善等の努力は十分に行われていない。 

② WSP に対する GIS 短期コース 

2015 年 2 月から 5 月までは、SNV の協力により 10 カ所の WSP に対する GIS 出張講

義（WSP 当たり 2 名の KEWI 講師が 2 日間）が実施された。WSP に対する GIS 短期コ

ースは、2016 年 1 月に新規開催される予定である。このコースには、前プロジェクト

で研修を受けた 2 名の講師が配置される（水・排水エンジニアリング課と IT マネージ

メント課から各 1 名）。コンピューター教室には約 30 台の PC があり、Arc GIS ver10

のソフト内にあるデモンストレーション機能を利用して操作方法を教授する計画であ

る。しかし、多くの Urban WSP では GIS による管理を取り入れているものの、その技

術者は各 WSP に 1 名程度であり、需要が多いとは想定できない。プロジェクト開始時

のベースライン調査において、講義内容（受講者数、シラバス、教科書、講義方法、

機材の活用状況など）の詳細調査、受講者のアンケート調査が必要である。WSP に対

する GIS 短期コースの実施計画は下記のとおり。 

Fee(Ksh)
Tuition per person

NRW Module 1&2 25 14 30th/11-4th/12/15 KEWI
28,500(宿泊込)
21,000

NRW Module 1&2
KILIFI,Olakal
ao, & EPZ

25 18 9
th

-13
th

/11/15 KEWI
28,500(宿泊込)
21,000

NRW Module 1&2 LVNWSB 25 22 1
st

-3
rd

/10/15 ELDORET
Per Diem & 35,000 per
day professional fee

NRW Module 1&2 LVNWSB 25 24 28
th

-30
th 

/9/15 ELDORET
Per Diem & 35,000 per
day professional fee

NRW Module 1&2 NCWSC LTD 25 22 14
th

-19
th

 /6/15 KITUI
Per Diem & 35,000 per
day professional fee

NRW Module 1&2 NCWSC LTD 25 6 6
th

 -10
th

 /7/15 KEWI 21,000

NRW Module 1&2 NCWSC LTD 25 22 14
th

 -19
th

 /6/15 KEWI 21,000

NRW Module 1&2 NCWSC LTD 25 8 12
th

-19
th

/5/15 KEWI 21,000

NRW Module 1&2 NCWSC LTD 25 26 24
th

/11/14-5/12/14 KEWI 21,000

NRW Module 1&2 NCWSC LTD 25 30 10
th

 -21
st

/11/14 KEWI 21,000

NRW Module 1&2 NCWSC LTD 25 13 19
th

-23
rd

/5/14 KEWI 21,000

NRW Module 1&2 LVNWSB 25 11 24
th

 -29
th

 /3/14 KAKAMEGA
Per Diem& 35,000 per
day professional fee

NRW Module 1&2 MAWASCO 25 3 10
th

 -14
th

 /3/14 MALINDI
Per Diem & 35,000 per
day professional fee

NRW Module 1&2 CWSB 25 19 3
rd

-7
th

 /10/13 KEWI 21,000

NRW Module 1&2 LVNWSB 25 27 14
th

-19
th

/10/13 KEWI 21,000
KAKAMEGA
/BUSIA

NRW Module 1&2 MOMBASA 25 8 17
th

 -21
st

/8/12 KEWI 21,000

Note:NCWSC LTD is Nairobi City Water and Sewerage Company

：Semester（8-12月） ：Semester（2-6月）

Per Diem & 35,000 per
day professional fee

Course title Target Group Attendance
capacity

Number of
actual

Date Venue

NRW Module 1&2 KAKAMEGA 25 20 26
th

 /8/-1/9/13
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表 ４－４ KEWI の GIS 短期コース実施計画 

 
出典：質問票回答 
 

  (6) 出張講義サービス（Outreach Service）とテーラーメイド研修プログラム（Tailor-made 

Training program） 

KEWI では、表 ４－３に示すように、WSB や WSP の要請で、出張講義サービスを実施

している。基本的な費用は、KEWI 本部への 35,000Ksh/日と各講師に対する約 11,000Ksh/

日/人（講師のレベルにより金額は異なる）の Diem（日当、宿泊費）である。また、機材

の使用方法について講義する場合は各機材に対するレンタル料金が掛かる。 

更に、研修主催者（WSB、WSP 等）がある程度の受講者数を確保できた場合は、講演内

容や期間等をカスタマイズしたテーラーメイド研修プログラムを実施することも可能であ

る。 

  (7) 予算 

KEWI 全体予算の約 25%は政府からの援助で、残りは授業料等で運営されている。また、

ドナーからの財政支援で多少の補てんが期待できるが、それでも赤字となった場合は

MWI に補てんを依頼する。今回、KEWI から詳細な収支報告書が提出されなかったため、

本体開始 3 カ年内で行われるベースライン調査では KEWI が教材改訂の費用、機材購入費

用等を賄えるかの確認が必要である。KEWI 全体の収支だけでなく、無収水、GIS の短期

コースの収支についても調査する必要がある。 

  (8) 経営状況及び財務状況 

KEWI への質問票の回答は以下の通りであった。これによれば、2014 年の収入 109 

Million Ksh に対して支出が 339 Million Ksh となっている。最近の財務諸表の提供を申し

入れたが未入手のため、これらの数字の内訳は不明である。収支差は、政府やドナーから

の資金により補てんされていると考えられる。自主財源は 32%（109/339×100）にすぎな

い。 

Web で入手した「KEWI 戦略計画 2010-2015」により、KEWI の予算要求額の推移をみ

ると、総額は 114 Million Ksh（2010/11）から 397 Million Ksh（2014/15）に増加している。

前述の支出 339Million Ksh（2014/15)））と概数一致する。なお、この戦略計画では部門別

予算も記されており、無収水コースを含む学術部の予算は、33 Million Ksh（2010/11）か

ら 241 Million Ksh（2014/15）に増加している。 

Fee(Ksh)
Tuition per person

Use of GIS for
Utilities management
for WSP

25 18th -23rd/01/16 KEWI 30,000

Date VenueCourse title Target Group Attendance
capacity

Number of
actual
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質問票回答 

表 ４－５ KEWI 全体の財務収支 

      (Million Ksh)
     2012 2013 2014 

Revenue 90.7  103.0  109.0
Expenditure  257.9  275.0  339.0

 

表 ４－６ 無収水コースの財務収支 

    (Ksh)
 2014 2015 

Revenue  475,500 2,550,960
Expenditure   

 

表 ４－７ KEWI の部門別予算見込み（戦略計画） 

Unit/Department 
Fiscal Year (in Million Ksh) 

2010-11 2011-12 2012-13 2013-14 2014-15 TOTAL 
Academic Affairs 32.77 150.77 171.26 212.66 240.86 808.32
Research 38.45 179.90 366.30 318.30 59.0 961.95
Chiakariga Campus 33.30 108.75 115.55 111.65 82.70 451.95
Corporate Services 2.10 7.0 2.10 0.55 3.90 15.65
Human Resources 3.50 7.10 5.50 5.0 5.10 26.20
Finance 3.60 4.80 4.80 5.0 4.40 22.60
Procurement 0.34 0.34 0.34 0.34 0.34 1.70
Audit 0.39 0.34 0.34 0.42 0.42 1.91
TOTAL 114.45 459.0 666.19 653.92 396.72 2,290.28
出典：KEWI 戦略計画 2010-2015 
 

KEWI 戦略計画 2010-2015 によれば、5 年間の合計では、KEWI の財源は、政府（財務

省・水灌漑省）45%、ユネスコなど 11%、授業料・調査料など自己調達 44%となっている。 

  (9) 教材・機材 

a) 教材 

前プロジェクトで共同作成された NRW Reduction for Trainer's Manuals のモジュール Ⅰ、

Ⅱ、Ⅲの内容を以下に示す。 

モジュールⅠ： 無収水の基本概念（Basic concepts of Non-Revenue Water） 

無収水対策の基本（Fundamental measures in NRW management） 

水収支（Water balance） 

実損失（Physical losses） 

漏水の探査と管理（Leak detection and management） 

モジュールⅡ： 商業的損失（Commercial Losses） 

メータの管理（Metering System） 

区画割りの概念（Zoning Concept） 

水圧管理（Water Pressure Management） 

モジュールⅢ： GIS の基本（Basic Geographic Information System） 

費用便益分析（Cost- benefit analysis） 

中長期無収水削減計画（Mid and long term work plan for NRW Reduction） 
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無収水管理における組織・制度及びガバナンスの問題（Institutional and 

Governance Issues in NRW Management） 
 

無収水短期コースでは上記モジュールⅠとⅡを編集した教材を利用している。その内

容について未だ情報を得ていない。また、WSP に対する GIS 短期コースの教材の内容に

ついても未だ情報を得ていないため、プロジェクト開始後 3 カ年内で行われるベースライ

ン調査にて確認が必要である。 

また、無収水についての講義では、前プロジェクトで策定された無収水削減基準（マ

ニュアル、ガイドライン、ハンドブック、事例集等から構成前プロジェクト）を適宜利

用しているとの回答を得ている。 

b) 機材 

前プロジェクトにおいて KEWI に供与された機材は、教材用機材又は WSP への貸出し

機材として利用されている。 

表 ４－８ JICA 供与機材（前プロジェクト） 

 
出典：質問票回答 
 

他ドナーからの供与機材を示す。 

表 ４－９ 他ドナー供与機材 

 
出典：質問票回答 

ITEM
No DESCRIPTION UNIT Q'ty

1 音聴棒（Listening stick） NO 6

2
水圧テストポンプ
（WATER PRESSURE TEST PUMP）

NO 2

11/2” dia NO 2

2” dia NO 2
3”dia NO 2

4 水圧ロガー（PRESSURE DATA LOGGERS） NO 3
5 漏水探知機（WATER LEAK DETECTOR） NO 2

6 非金属探知機
（NON METALLIC PIPE DETECTOR）

NO 2

7 電子式テストメーター
（ELECTRO TYPE WATER TESTER）

NO 3

8 超音波流量計（ULTRA SONIC FLOW METER） NO 2

9
時間積分式探知機
（TIME INTEGRAL LEAK DETECTOR）

NO 1

GPS端末（TRIMBLE GPS TERMINAL） NO 2
GPSインストールパック（GPS Service pack） NO 2

10

3

減圧弁（PRESSURE REDUCING VALVES）

Major equipment, instruments, and materials Number
Purchase

year
Donors

金属管探知機（Metallic Pipe locator） 1 No
非金属管探知機（Non Metallic Pipe locator） 1 No
超音波流量計（Ultrasonic flow meter） 1 No
厚み計測器（Thickness meter） 1 No
漏水探知機（Leak detector） 1 No
簡易メーターテスト器（Meter tester） 1 Set 2006 Surreca

1996 GTZ
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  (10) ドナーによる支援状況 

以前はフランス、ドイツから支援を得ていたが、2009 年からは日本による支援のみであ

る。 

  (11) KEWI の無収水に関する将来計画 

KEWI の無収水担当講師によると、下記の計画を模索しているが実行には至っていない。 

WSB が管内の WSP に呼掛け、WSB を会場として KEWI 講師が出張講義を実施する。2

週間程度の期間で、最後の 3 日は優秀な WSP と共同で実践的な実習を行うという計画。 

  (12) KEWI の実務能力と研修実務における課題 

KEWI は半独立法人であり、上述の通り赤字となった場合でも MWI に補填申請ができ

るため、顧客ニーズに基づいた研修を行うという意識が低い。また、解雇の心配もないた

め、講義に対する意欲が低く、講義内容に創意工夫がない可能性が高い。現地調査先の多

くの WSP から KEWI の研修内容は実務者向けに作られているものの、内容が実用的では

ないとのヒアリング結果が得られたこと、KEWI が需要調査等を行っていないことからも

この事が窺える。なお、KEWI へのヒアリングの結果、無収水コースを担当する講師は、

より実用的な授業内容にするアイディアを持っていることが判明したが、それを実行する

ための行動に至っていないことも課題の一つとして挙げられる。 

本調査で判明しなかった事項： 

a) KEWI 戦略計画（2016-2020）は 2015 年 12 月頃に完成予定であるが、現段階では作

成されていないため、その内容を確認できていない。 

b) 本調査期間には無収水短期コースが開講されていなかったため、(11)に記載した課題

はプロジェクト開始後に改めて検証を行う必要がある。具体的には、KEWI の無収水

関連研修の戦略及び講義内容（シラバス、教科書、講義方法、機材の利用状況）の確

認を行うほか、コース内容や研修実施方法についての課題を確認する必要がある。 

c) 3 つのサテライトキャンパス（Chiakariga、Kitui、Kisumu）における研修実施状況な

ど、サテライトキャンパスの活用可能性は現段階で把握できていない。 

d) WSP に対する GIS 短期コース（漏水探知に関連）は 2016 年 1 月から新たに開催され

るため、現時点ではコース内容（受講者数、シラバス、教科書、講義方法、機材の活

用状況）が不明である。 

e) 調査期間内に財務諸表が提出されなかったため、KEWI 全体の収支、無収水及び GIS

の短期コースの収支について確認ができていない。 

f) ドナーからの援助機材は確認できたが、KEWI 独自で購入した機材の詳細については

確認ができていない。 
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４－２ 国内関係機関 

 ４－２－１ 水道事業体協会（WASPA） 

  (1) 法的位置づけ 

WASPA は、ケニアの水法（2002 年）の下、WSP がその役割を達成するための支援協会

として 2002 年に設立され、ケニアの Societies Act（Cap 108）の下で登録されている。日

本でいう水道協会に近い位置づけの業界団体である。WASPA は、会員制であり、主に参

加 WSP からの会費で予算が賄われいるが、SNV、GIZ などのドナーからの技術、資金援助

も受けている。MWI は、WASPA に対して特に資金援助を行っていない。 

  (2) 役割 

会員の発展と持続性に関する問題を提唱する討論の場を提供することが主な役割である

が、具体的な機能を下記に示す。 

 ケニア国内で、水・衛生サービスを提供するための事業化を促進する。 

 水・衛生インフラの持続的な管理と発展を促進する。 

 ケニア国内での水・衛生サービスの提供、開発、管理における最善の方法と基準を推

進する。 

 国内および国際的なイベントへの参加、スタディツアー、ネットワーキングに関連す

る情報のデータバンクを設立して、情報や経験の共有化を促進する。 

 他の機関と共同で実施する研修についてアドバイスし、各分野に関係する人材の育成

及び開発のための資金獲得について支援する。 

  (3) 戦略計画 

WASPA の戦略計画（2013 – 2017）の概要について下記に示す。 

ビジョン： 

 質の高い上下水道サービスの提供を促進して、世界規模の協会になる。 

ミッション： 

 会員対象のアドボカシー、ネットワーキング、パートナーシップ、キャパシティ・

ビルディングとベストプラクティスの促進を介して、持続可能で、効果的、かつ効

率的な上下水道サービスが達成できる環境を改善する。 

目標： 

 任務を実行するために協会の能力を高める。 

 協会の持続的財政を確保する。 

 会員の発展機会を創出し、会員の利益を促進する。 

 会員が持続的かつ効率的に活動ができるように、環境を改善する。 

  (4) 組織・人員 

WASPA の組織図を以下に示す。 
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出典：質問票回答 

図 ４－４ WASPA の組織図 

 

WASPA の実行委員会は、年次総会で選出された会長、副会長、会計、秘書の 12 名から

構成されている。実行委員会は協会のビジョンと任務の実現のため、効果的かつ効率的な

管理を提供する責任がある。実行委員会の下にキャパシティ・ビルディング委員会、アド

ボカシー・政策委員会、及びビジネス・デベロップメント委員会がある。協会事務局は

MWI の 5 階にあり、4 人の職員が勤務している。 

WASPA の会員は、① WSP 会員（58 団体）、②アソシエート会員（KEWI 他代理店等の

7 組織）、③ 学生会員（興味のある 3 名の学生）に分類されている。会費は WSP 会員の財

政規模により 6 段階に設定されており、年会費は 55,000Ksh/年から 225,000Ksh/年（例え

ば、Nairobi WSP)となっている。 

  (5) 主な活動 

a) 各 WSP のマネージメント層（主に MD）を対象に月 1 回の定例会（1 日）を実施 

無収水に限らず、マネージメント層間の情報共有や意見交換を通して、知見の共有

がなされている。次回の議題と開催場所は会合内で決定される。 

b) WSP の技術者クラスを対象に 6 部門（①無収水管理、②コストリカバリー 、③サー

ビスレベル、④GIS、⑤エネルギー、⑥労働安全衛生）の分科会（2〜3 日）を 4 カ月

毎に開催し、各分野でベンチマーキングや集合的ラーニングを実施 

会場は部門毎に異なる場所で開催され、会場費は WASPA が負担、交通、宿泊等は各

WSP が負担する（2015 年末までは SNV が負担）。 

c) 新しい機材、技術等の紹介のために開かれる講演の開催 

この時は、会員も受講料を負担する。 

a)～c）の会合は、会員関係者以外は参加できないが、同会合での講演者としての参

加は認められている。 

d) 材料、機材等のスタンダード・ガイドラインの作成 

Annual General Meeting 
(AGM)

Executive Committee

Capacity Building 
Committee

Advocacy & Publicity
Committee

Business Development 
Committee

WASPA Secretariat
4名
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公的には承認されていないが、水道メータのテクニカル・ガイドライン（購入、設

置、修理等）などを作成している。今後は、パイプ又はバルブ等のテクニカル・ガイ

ドラインを作成する予定である。違法接続等は、WSP と顧客の問題であり、その対策

も WSP 毎に異なっていることから、それについてガイドライン等を作成する計画はな

い。 

e) WASPA ベンチマーキング結果（61 指標）の作成 

WASPA で作成される資料、例えば WASPA ベンチマーキングの結果（2013-14、

2012-13）や会員リスト等は、会員以外には公表されない。特にベンチマーキングの結

果は WASREB のインパクト・レポートの数値、内容との相違があるため会員以外は利

用できない。 

f) 機材の貸出し 

EU と VEI の支援で下表機材が購入され、会員に対して貸出しが行われている。機材

の使用方法は WASPA 事務局員が指導し、指導料は別料金となる。 

表 ４－１０ WASPA の無収水管理機材の貸出し料金表 

 
出典：質問票回答と WASPA Equipment Hire カタログ 
 

  (6) 予算 

WASPA 戦略計画（2013 – 2017）に記載された予算収支計画を下表に示す。主な収入で

ある会員の年会費で運営することになっているが、講演の開催による収入とドナーからの

補助が多少計上されている。支出には、計画目標達成のための活動費と人件費が含まれて

いる。 

Equipment Number
Purchase

year
Hiring Fee per day

(Ksh)
携帯型メータテスト器 (φ15-20mm)
（Portable Meter Testing Device）

3 2014 1,000

水圧ロガー（Pressure Loggers） 2 2014 1,000
非金属管探知機（Non Metarllic Pipe Locator） 2 2014 1,000
相関式漏水探索機（Leak Noise Correlator） 2 2014 3,000
携帯型超音波流量計
（Portable Ultrasonic Flow Meters）

2 2013 3,000
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表 ４－１１ WASPA の予算収支計画 

 
出典： WASPA Strategic Plan（2013 – 2017） 
 

  (7) ドナー支援状況 

SNV が分野別会合等の活動資金を補助しているが、その支援は 2015 年末に終了する。

GIZ が WASPA 職員の能力向上（WASPA 活動支援、Web 構築等）を支援しており、EU 及

び VEI が無収水対策のための機材貸出し等を支援している。 

  (8) WASPA の活用について 

会員制であるため、非会員は定期会、分科会等への参加、発行資料の入手等に制約を受

ける。しかし、現在 58 の WSP が会員として登録されている。また、65 の Urban WSP の

内、45 の WSP が WASPA の会員（2013 年）となっている。中規模以上の 41 の Urban 

WSP の内、非会員は 2 カ所の WSP（Lodwar WSP 及び Nol Turesh Loitokitok WSP）だけで

ある。よって、この会合を活用して無収水の普及活動を推進することは有効的である。尚、

本調査で選択した 11 カ所のパイロット WSP 候補（添付資料 7 を参照）は全て WASPA 会

員である。 

ただし、非会員も、MD 対象の定例会、技術者クラスを対象にした無収水の分科会（6

部門の内の一つ）において講演することが可能である。また、本プロジェクトの報告書等

を WASPA 内で活用してもらうことで無収水の普及活動を活性化できる。また、WASPA と

の MOU により、開催費の折半等を条件にした期間限定の協力関係を築くことができれば、

WASPA の定例会、分科会に参加でき、知見の共有を図ることができる。 

将来的に、全 Urban WSP が WASPA 会員になる、又は WSB が地域内の WSP を定期的に

招集して、WASPA での活動内容を報告することができれば、無収水普及活動を推進でき

る。 

本調査で判明しなかった事項： 
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a) WASPA との連携を行うために必要な詳細なプロセス 

WASPA は 11 月 30 日に開催された PDM ワークショップに参加しており、本プロジ

ェクトにおいて連携を図る可能性が高いことをその場で了承しているものの、調査内

では WASPA との連携を図る上で必要なプロセス（MOU の締結等）、双方の費用負担に

係る確認まではできていない。 

表 ４－１２ WASPA 会員(2013 年) 

 
出典： WASPA Strategic Plan（2013 – 2017） 
 

 ４－２－２ 国内関係機関（KEWASNET 等) 

  (1) KEWASNET（ケニア水衛生市民協会） 

 2007 年に、水道、下水道、衛生分野の市民社会組織（Civil Society Organization：

CSO）のネットワーク組織として設立された。現在 60 の CSO が会員。 

 活動要綱には以下の 6 項目が含まれる。①会員市民団体の組織強化及び水セクター

改革に影響を与えるため、政策決定と実施のあらゆる段階において市民団体の参画

を図る。②全国的ネットワークを構築し、市民団体の声をくみ取る場を設ける。③

その場において、情報、知識やベストプラクティスの共有を行い、コミュニケーシ

ョンを向上させる。④上下水道サービスの向上における男女平等の実現のため努力

する。⑤上下水道サービス戦略の実現のため技術的支援を行うとともに、市民の権

利の拡充についての政府の約束を監視し、上下水道供給の改革を実現する。⑥上下

Urban WSP 34 0loolaiser Water＆Sewerage Company Limited
1 Nyeri Water＆Sewerage Company Limited 35 South Nyanza Water Services Company Limited
2 Mombasa Water Supply and Sanitation Company Limited 36 Kwale Water＆Sewerage Company Limited
3 Meru Water＆Sewerage Services Company Limited 37 Gatundu South Water＆Sanitation Company Limited
4 Mathira Water＆Sanitation Company Limited 38 Sibo Water＆Sanitation Company Limited
5 Eldoret Water＆Sanitation Company Limited 39 Yatta Water＆Sanitation Company Limited
6 Thika Water＆Sewerage Company Limited 40 Narok Water＆Sanitation Company Limited
7 Kisumu Water＆Sewerage Company Limited 41 Nakuru Rural Water＆Sanitation Company Limited
8 Nyahururu Water and Sanitation Company Limited 42 Karuri Water＆Sanitation Company Limited
9 Nairobi City Water＆SewerageCompany Limited 43 Tavevo Water＆sewerage Company Limited

10 Malindi Water＆Sewerage Company Limited 44 Kitui Water＆Sanitation Company Limited
11 Nanyuki Water＆Sewerage Company Limited 45 Ol’Kalau Water＆Sanitation Company Limited
12 Nzoia Water＆Sewerage Company Limited
13 Kericho Water＆Sanitation Company Limited Rural WSP
14 Isiolo Water＆Sewerage Company Limited 1 Othaya－Mukurwein iWater Services Company Limited
15 Embu Water＆Sanitation Company Limited 2 Imetha Water＆Sanitation Company Limited
16 Kakamega／Busia Water Supply Company Limited 3 Gatamathi Water＆Sanitation Company Limited
17 Nakuru Water＆Sanitation Services Company Limited 4 Nithi Water＆Sanitation Company Limited
18 Naivasha Water，Sewerage＆Sanitation Company Limited 5 Karimenu Water＆Sanitation Company Limited
19 Amatsi Water Service Company Limited 6 Tetu Aberdare Water＆Sanitation Company Limited
20 Kilin－Mariakani Water＆Sewerage Company Limited 7 Murang’a South Water＆Sanitation Company Limited
21 Murang’a Water＆Sanitation Company Limited 8 Githunguri Water＆Sewerage Company Limited
22 Kibwezi Makindu Water＆Sanitation Company Limited 9 Kahuti Water＆Sanitation Company Limited
23 Kikuyu Water Company Limited 10 Nyandarua Water＆sanitation Company Limited
24 Limuru Water＆Sewerage Company Limited 11 Liboi Water＆Sanitation Company Limited
25 Machakos Water＆Sewerage Company Limited
26 Mavoko Water＆Sewerage Company Limited その他

27 Garissa Water＆Sewerage Company Limited 1 Gatanga Community Water Scheme
28 Kiambu Water＆Sewerage Company Limited 2 Kenya Water Institute
29 Nyanas Water＆Sanitation Company Limited 3 Bertha Naliaka [University of Nairobj]
30 Gusii Water＆Sewerage Company Limited 4 Benard Onungaluma〔University of Nairobi〕
31 Kirinyaga Water＆Sanitation Company Limited 5 Losai Management Limited
32 Tilibei Water＆Sanitation Company Limited 6 Wotech Kenya Limited
33 Ruiruluja Water＆Sanitation Company Limited
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水道サービスに関係する気候変動、健康、環境、人権などマルチセクターの課題に

向き合う。 

 KEWASNET の役割、ポジション：①地方や中央の政府諸機関と NGO やコミュニテ

ィー団体を強いネットワークで結びつける。②水サービスの組織効率性及び水セク

ター改革の政策実施を継続的に監視する。③貧困者への水供給が持続的に行われて

いるか、政府の補助金が平等に彼らに渡っているかを監視する。④パートナーと関

係者（NGO、FBO、CBO、WSP など）の協同を促す。⑤会員の CSO が水資源管理

の意思決定過程に参画することができる能力を開発する。⑥ケニア人に情報を提供

する。これによって市民として上下水道セクターの管理に関わり、上下水道サービ

スの公正な供給について提言することができる。⑦水資源にアクセスする権利と購

入可能な上下水道価格を求める権利について市民に気づきを与え、教育する全国的

広報活動を持続的に行う。 

 KEWASNET は現在２つのプロジェクトを行っている。 

① Governance and Transparency Fund Programme 

WaterAid UK を通して UKAid の資金で実施されている。プロジェクトサイトは

Kisumu。ビクトリア湖南地域の市民団体、コミュニティー、貧困者グループのキ

ャパシティを高めることにより、WASH（water, sanitation and hygiene）セクター

のガバナンスを改善することを目指している。 

② Project on Enhancing Governance in WASH Sector in Kajiado County 

County 政府の「水政策」に対して住民団体がクレームを出して問題になり、新聞

でも報道された。このプロジェクトでは、話し合いの場を設けた。 

 Budget Tracking：MoWI と MOU を結んでいる。Ministry of Environment, Water & 

Natural Resources の Annual Water Sector Review 2013-2014 の作成に参画している。 

 Study Circles：メンバーを集めて勉強会を開催する。 

 Learning Forums：パートナーなどを集めて、無収水などトピックについてフォーラ

ムを開催する。 

 なお、KEWASNET は WSP の無収水削減管理を重要な課題と認識しており、無収水の

削減において、地上漏水の通知など地域住民の協力は不可欠であると認識している。 

過去にはモンバサで無収水削減活動に参画した経験を持つほか、WASREB 及び GIZ と協

力して無収水削減ツール（WSP や CSO の啓発と教育のため重要アイテムを数十枚のカー

ドに書いて、ワークショップで使うことができるファシリテーション用ツール）を開発し

ている。本ツールは KEWASNET と GIZ（WASREB）で確認できるとのこと。 

KEWASNET は、今後このツールを用いて CSO や WSP を対象にした無収水管理につい

ての勉強会を開催し、その過程で WASPA、KEWI 及び JICA のプロジェクトと協力したい

意向がある。 
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  (2) MIBP Consulting Engineering（民間コンサルタント） 

 設計と施工監理が主な業務。 

 ケニアで 45 年の経験を持ち、KfW、WB 等の業務を受注している。 

 ドナーからの仕事は新聞等の広告又は営業による情報収集に基づき受注している。

また、WSP の業務は営業に基づき情報を得て入札に参加している。 

 職員募集は広告等により、契約社員ベースで募っている。 

 短期契約の場合、熟練の専門職が 20,000 US$/月程度、テクニシャンが 10-

15,000US$/月程度である。 

 Nyeri WSP とは 1968 年から、Eldoret WSP とは 1970 年からの関係がある（工事や無

収水管理を含む維持管理業務）。 

 本邦企業とも水道分野では Nakuru、Kirgil、Busia、Nairobi 等で、他分野でも Tana

等で過去に連携した経験がある。 

 無収水対策では、DMA、GIS、漏水探査、メータ管理、料金徴収システム、機材供

与（指導含む）などの経験がある。 

 GIS については、QGIS や Google Map 上で GPS 機能を使い顧客メータの位置などの

情報を得るシステムを構築している。詳細なベースマップは Registration Index Map

（土地区画図）を各 County 内の MOL の出先機関で取得できる。 

 下表に、MIBP が把握する主要 WSP におけるドナーの支援状況を示す（過去含む）。 

 

表 ４－１３ MIBP Consulting Engineering が把握している主要 WSP への他ドナー等の支援状況 

Nyeri：GIZ/KfW  Ruiru-Juja：AfDB 過去 GoK、WB Eldoret：WB 過去 MIBP 
Mathira：過去 GoK、WB Thika：過去 AFD/MIBP  Nzoia：KfW 
Muranga：EU、 過去 WB Nakuru ：KfW、過去 JICA/AFD  Kakamega -Busia：KfW 
Kericho：KfW Mombasa: AFD  Machakos：KfW? 
Kisumu ：AFD/EU Olooloraiser：GIZ  Mavoco：過去 MIBP  
Nairobi：AFD/KfW    

 

４－３ 他ドナー 

表 ４－１４ 他ドナー動向（2015 年 12 月現在） 

プロジェクト・ 
プログラム 

期間 概要 

KfW（ドイツ復興金融公庫） 
上下水道施設への

資金協力 
進行中 ・VLSWSB 及び VLNWSB が管轄するケニア西部の WSP と

Nairobi WSP を主な対象として援助を展開している。KfW が現

在ケニアで行っている水道プロジェクトの殆どは無収水対策を

含む TA が付いている。 
①Nairobi WSP では、大口径管路の敷設のための有償資金協

力。 
②LVS WSB 傘下 WSP への有償資金協力：Timbilil（浄水場、
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配水管拡張）、Kericho 、Kisii（下水処理場の改修）、Kegati
（浄水場の改修）、Kisii、Litein、Ugunja（省エネポンプ導

入） 
・貧困対策を主目的にしている WSTF に資金支援している。 
・AOD（Aid on Delivery）という金融スキームは、WSP が施設投

資資金を商業銀行から借りて（20%自己資金、80%ローン）、

KfW が設定した条件（給水人口増加、無収水率減少等）を達成

すれば、ローンの半額（投資額の 40%）をグラントで供与する

というもの。 
GIZ（ドイツ国際協力公社） 
Water Sector 
Reform 
Programme 
(WSRP) 

2014 年～

2016 年 
①Water sector policy and legal framework 
・C/P: MWI, Counties 
・水法改正、移行計画、戦略等のアドバイス、権限移譲プロセス

のアドバイス、WSP の統合についてアドバイス、水セクター

投資計画のアドバイス 
②Regulation and management of water resources 
・C/P: Water Resources Management Authority, Water Resources 

User Associations 
③Regulation of water and sanitation service provision 
・C/P: WASREB 
・政策の実施支援、WSPs の実績集計 (WARIS)、消費者交流

(Water Action Groups) 
④Water and sanitation service provision 
・C/P: Kericho WSP, Oloolaiser WSP, Water Service Providers 

Association (WSPA) 
・水道施設開発計画、維持補修管理、漏水管理、IT (GIS, SMS 

billing, accounting, complaints, HR)、貧困対策室の設立強化。 
⑤Scaling up water and sanitation services to the urban poor 
・C/P: Water Services Trust Fund (WSTF) WSPs 
・Technical standards and procedures for water kiosks, yard taps, 

public and household toilets 
・MajiData online database on 2.000 low-income areas (LIAs) 

USAID （アメリカ国際開発庁） 
SUWASA 
(Sustainable Water 
Sanitation in 
Africa)Program 

2010 年～

2015 年 9
月 

・マーケットアプローチ戦略（Market approach to Water and 
Sanitation challenge） 

・ターゲットエリア：大部分の地方（Rural）と都市地域

（Urban）: Western Kenya (Migori, Nyamira, Kisumu, Siaya, 
Busia，Kakamega), Eastern Kenya (Nairobi, Kitui, Makueni) 

・8 つの WSPs を指導して財務的に融資可能な投資案件を開発

（総額 4.6 百万 US$）うち 3.4 百万 US$が商業銀行からローン

を受けた。 
・WSTF と協力して、Output Based Aid(OBA) と AOD を用いて、

商業銀行を水道施設投資に仕向ける活動をした。 
・3 つの商業銀行 (Family Bank, K-Rep Bank, KCB) と共同で WSP

が水道供給施設開発するための特製金融商品（Tailored products 
for lending to WSPs）を開発した。 

KIWASH (Kenya 
Integrated Water 
Sanitation and 
Hygiene)Project 

2016 年～

2020 年 
SUWASA の後継案件 
WSPs にビジネスプランを作って運営の改善、施設の改善のため銀

行借り入れを勧める。target counties: Busia, Kakamega, Kisumu, 
Kitui, Makueni, Migori, Nairobi, Nyamira, Siaya. 

World Bank (世界銀行) 
Innovation in 2013 年～ WSB: Athi, Coast, LVN 
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Scaling Up Access 
to WSS for Urban 
Poor 
(ISUAWSSUP) 

2015 年 
US$680,0
00 

WSP: Nairobi, Mombasa, Malindi, Eldoret, Mumias 
Component ①都市低所得者地域のマッピング 
Component ②社会的接続（Social Connection Policy） 
Component ③Output Based Aid（OBA）を用いた施設投資の促進 
Component ④革新的メータ読み取りおよび請求システム 

Kenya Urban 
Commercial 
Financing for 
Water and 
Sanitation 
(KUCFWS) 

2013 年 8
月～2015
年 6 月 
US$1.18M 

All 47 counties 
都市貧困者のため上下水道サービスへの商業銀行融資を増進させ

る。 
Component ① WSP の金融技術向上 
Component ② 商業銀行のための水セクター融資ガイドラインの策

定と教育 
Component ③ 中央政府(MOF, MWI, WASREB)に対して商業銀行

融資の説明 
Water and 
Sanitation Service 
Improvement 
Project (WASSIP) 

2007 年

12 月～

2015 年

12 月 
US$ 450M 
Co-
finance: 
AFD 

WSB: Athi, Coast, LVN 
Counties: Bungoma, Busia, Elgeyo Marakwet, Garissa, Kajiado, 
Kakamega, Kiambu, Kilifi, Kawale, Lamu, Machakos, Makueni, 
Mombasa, Nairobi, part of Muranga, Nandi, Taita Taveta, Tana 
River, Trans Nzoia, Uasin Gishu, Vihiga 
①上下水道サービスの拡張および補修のサポート 
②WSB,WSP に対して技術支援(TA)と必要機材の提供 

Netherlands Development Organisation (SNV) 
無収水プロジェク

ト Addressing 
Non-Revenue 
Water in Kenya 

2014 年～

2015 年

12 月まで 

10 WSPs (Muranga, Thika, Machakos, Oloolaiser, Nakuru Rural, 
Malindi, Kakamega-Busia, Gusii, Nzoia, Sibo) を対象に KEWI と
協力して 2 週間の無収水コース（GIS, DMA, Leak Detection 等）を

実施。成果を”Roadmap to NRW Reduction / Management” にまとめ

た。 
Total investment: € 800,000 to SNV、Donor: DGIS 
Partner: Vitens Evides International (VEI), KEWI 

無収水プロジェク

ト（II） 
2016 年～

2020 年 
「Addressing Non-Revenue Water in Kenya」の継続プロジェクトで

ある。対象 WSP は 10 County の 10 WSP であるが、現時点ではい

く つ か が 入 れ 替 わ る 。Muranga, Machakos, Nakuru Rural, 
Malindi, Kakamega-Busia, Gusii, Kikuyu, Bomei, Karicho, Matira

Partnership 
Performance 
Enhancement of 
Water & Sanitation 
Utilities in Kenya 
(PEWAK) 

2012 年～

2015 年

12 月まで 

Benchmarking & Collective Learning (currently reaching 28 WSPs) 
Total investment: € 1,2 million  
Donor: EU 
Partners: VEI, VEWIN, WASREB, WASPA 

PEWAK II 2016 年か

ら 2020 年

まで 

今年で終わるプロジェクトの成果である 8 つのパイロットを指導

的水道事業体等によるベンチマーキング継続プロジェクトであ

る。 
①無収水チーム（Nyeri）（Oloolaiser, Isiolo）、②GIS（Kericho, 
KEWI）、③債務管理（Nairobi, Nakuru）、④革新的技術の紹介：

スマートフォン使用のメータ読み取り（Nairobi, Meru, Kericho）
E-billing（Embu）、No cash in office policy (Kitale)、⑤省エネ技

術（Thika）、 
⑥顧客の電子登録と顧客からのクレームへの迅速な対応

（Meru）、⑦貧困対策として未給水世帯への水供給（Kisumu, 
Nakuru, Mombasa, Nairobi）、 ⑧ 商 業 銀 行 か ら の 借 り 入 れ

（Muranga, Embu, Meru） 
・ ド ナ ー は EU、 元 請 ：SNV、 パ ー ト ナ ー ：VEI, VEWIN, 

WASREB, WASPA 
投資額 100,000 ユーロ、これまではソフトだけであったが、こ
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れからはハード（投資）も行う。投資の場合 55%が WSP、45%
がドナー資金（グラント）となる。 

Capacity Building 
in Sustainable 
Development and 
Maintenance of 
Water 
Infrastructure  

2012 年～

2015 年

12 月まで 

Water Operator Partnership in Kisumu and Nakuru 
Total investment: € 1,3 million  
Donor: EU  
Partners: VEI, SANA International 

Stronger Service 
Providers, Better 
services for All in 
Naivasha 

2016 年 5
月まで 

Water Operators Partnership in Naivasha 
Total investment: € 5,1 million (€ 514,000 SNV) 
Donor: EKN  
Partners: VEI, WSUP 

AfDB（アフリカ開発銀行） 
Water Supply and 
Sanitation Project 
in Kenya 

2016 年ま

で 
・プロジェクトはケニア全域を対象にしている。ただしほかのド

ナーが入っている Coast（世銀, 仏）と LVN（世銀, 独）は除

く。 
・Nairobi 下水道プログラムでは 2016 年までに普及率を 40%から

60%まであげることを計画している。小集落プロジェクトでは

ケニアの 7 つの町の上下水道へのアクセスを改善する。 
Small and Medium 
Town Water 
Supply and 
Sanitation Project, 
Phase 2 

2016 年～

2019 年ま

で 

・総事業費（4 年間で約 100 百万ドル）の約 5%を無収水対策の予

算として計上予定である。これらの予算は、組織強化

（Institutional Support to enhance efficiency and sustainability）
はおよび機器の購入に充てられる。来年 9 月頃の開始を予定。 

・プロジェクトの対象都市については、ケニア政府からの候補都

市の提示を待っている。 
・JICA の支援で作成した無収水スタンダードを活用していく方針

AFD（フランス開発庁） 
The Nairobi Water 
Project 

2014 年～

2017 年 
Nairobi WSP の浄水場拡張整備 100M EUR。キャパビル TA がつい

ている。 
パイロットエリア（3 つの DMA）で実施。その規模は、Nairobi 給
水エリアの 1/20 程度。 
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第５章 水道事業体における現状と課題 

現時点では、水道事業のライセンスを持っている 8 カ所の WSB が、水道の運転維持管理の殆

どを全国に 100 カ所程度存在する WSP に委託している。以下では、WSB の役割等について述べ

た上で、WSP の無収水に係る現状と課題を分析する。なお、本プロジェクトで直接的な支援の

対象とするパイロット WSP の候補選定結果については添付資料 7 に、また本体プロジェクトの

開始時に行うパイロット WSP の最終選定及び先行支援対象 WSP の選択については、６－１－

２に記述している。 

５－１ 水道事業体監督地域局（WSB） 

 ５－１－１ WSB の法的位置づけと役割 

  (1) 現状 

2002 年の水法制定後、これまでに 8 カ所の WSB が、上下水道事業のライセンスを

WASREB から取得している。各 WSB はそれぞれが管轄する地域内の WSP と SPA と呼ば

れる上下水道サービスの提供についての委託契約を結んでいる。2010 年の憲法改正に伴い、

County への地方分権が進んだが、現在も WSB が各 County 内でサービスを提供している

WSP と直接 SPA を結んでいる。下図に、County の境界図上に示した各 WSB の管轄地域の

境界線を示す。また、各 WSB の管轄内の County 及び WSP のリストを下表に示す。各

WSB は、WSP の能力強化のための支援、給水・サニテーション関連施設の計画・整備、

及び資産の保有・管理も担っている。ただし、WSP の内、特に O&M コストカバレージが

特に高い WSP では、WSB もしくは County からの援助に依存せず、自ら施設投資や本格的

な無収水削減活動等を展開している。 

  (2) 水法の改正後の変化 

水法改正の予定が 2016 年 3 月までとなっているものの、現段階では確定情報はない。以

下、MWI 等へのヒアリングに基づく情報を記載する。 

水法の改正後は WSB が WWDB として統合されるため、WASREB が直接 WSP に上下水

道事業のライセンスを与えることになる。水法の改正後、WASREB と WSP のやり取りは、

County にも通知される。現在、WSB が持っている機能の内、関連施設の計画・整備及び

資産の所有・管理は、水法の改正により、基本的には County が担うことになっている。

しかし、関連施設が複数の County に跨る場合には、改正後の水法に基づいて設立される

WWDB が、それらの施設の計画、整備、所有及び資産管理を行う。水法の改正後、8 カ所

の既存 WSB の内、1～3 カ所が WWDB として残であろうとの情報があったが、これにつ

いては水法改正後に決定される。 

WASREB は、2015 年に各 WSP に対する無収水ユニット設立、及び無収水削減計画策定

の指示を WSB 経由で出した。また、WSB は WSP が無収水削減活動を実施できるように、

計画策定や能力開発を支援している。このように、WSB は WSP の無収水削減活動の管理
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及び支援を行うにあたり重要な役割を担っているが、水法が改訂された後、現在 WSB が

担っている役割をどの組織が引き継ぐか、現段階では明確になっていない。 

 

図 ５－１ 各 County の境界と各 WSB が管轄する地域の境界 
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表 ５－１ 各 WSB 管轄内の County 及び WSP 

WSB（管轄 WSP 平

均無収水率(%)） 
各 WSB 管轄内の County（County 内の各 WSP の名前 
及び 2013/14 年度の O&M コストカバレージ(%)） 

Tana WSB 
(51%) 

Nyeri County（Nyeri WSP:134%, Mathira WSP: 120%, Othaya Mukurweini 
WSP: 87%, Tetu Aberdare WSP: 108%）、Murang'a CountyのGatanga地区以
外（Gatamathi WSP: 88%, Kahuti WSP: 105%, Murang’a South WSP: 83%, 
Murang’a WSP: 99%, Rukanga WSP:100%)、Kirinyaga County（Kirinyaga 
WSP: 108%）、Embu（Embe WSP: 50%, Embu WSP: 167%, Ngandori
Nginda WSP:139%, Kyeni WSP: 183%, Ngagaka WSP: 115%）、Meru County
（Imetha WSP: 81%, Meru WSP: 113%, Tuuru WSP: 125%, Kathita Kiirua 
WSP: データ無し, Ruiri Thau WSP: データ無し, Muthambi 4K WSP: データ
無し）及び Tharaka Nithi County（Nithi WSP: 115%, Murugi Mugumango 
WSP: データ無し） 

Athi WSB 
(59%) 

Nairobi County（Nairobi WSP:105%, Runda WSP: 129%）、Kiambu County
（Gatundu South WSP: 116%, Kikuyu WSP: 83%, Ruiru-Juja WSP: 113%, 
Thika WSP: 98%, Kiambu WSP: 85%, Githunguri WSP: 77%, Karimenu 
WSP: 162%, Karuri WSP:62%, Limuru WSP: 104%, Kiamumbi WSP: 139%）
及び Murang'a County内Gatanga地区（Gatanga WSP: 110%） 

Lake Victoria North 
(LVN) WSB 

(37%) 

Kakamega County（Kakamega-Busia WSP:124%）、Busia County（同左）、
Vihiga County（Amatsi WSP: 91%） 、Bungoma County（Nzoia 
WSP:92%）、Trans Nzoia County（同左）、Uasin Gishu County（Eldoret 
WSP:107%）、Nandi County内Nandi North地 区 （Kapsabet Nandi WSP: 
94%）及び Elgeyo Marakwet内Marakwet地区（Iten Tambach WSP:25%） 

Lake Victoria South 
(LVS) WSB 

(45%) 

Siaya County（Sibo WSP: 50%）、Kisumu County（Kisumu WSP: 103%）、
Migori County（Mikutra WSP: 55%, Nyasare WSP: データ無し）、Homabay 
County（South Nyanza:49%）、Kisii County（Gusii WSP:73%）、Nyamira 
County（同左）、Bomet County（Bomet WSP：データ無し）、Kericho 
County（Kericho WSP:100%, Tililbei WSP:48%, Tachasis WSP: 101%）及び
Nandi County内Nandi South地区（Nyanas WSP：データ無し） 

Rift Valley (RV) WSB
(44%) 

Nakuru County（Naivasha WSP: 100%, Nakuru WSP: 96%, Nakuru Rural 
WSP: 81%）、Baringo County（Eldama Ravine WSP:22%）、Narok County
（Narok WSP:90%）、West Pokot County（Kapenguria WSP: 45%）、
Turkana County（Lodwar WSP: 85%）、Nyandarua County （Engineer WSP: 
データ無し, Nyandarua WSP: 46%, Olkalou WSP: 86%, Upper Chania WSP: 
データ無し, Kinja WSP: データ無し, Tia Wira WSP: データ無し, Gitei 
WSP: データ無し, Ndaragwa WSP: 94%、Mawingo WSP: 69%）及び
Elgeyo Marakwet County内Keiyo地区 

Northern WSB 
(40%) 

Isiolo County（Isiolo WSP:90%）、Laikipia County（Nanyuki WSP: 114%、
Nyahururu WSP: 152%、Rumuruti WSP: 57%）、Samburu County（Maralal 
WSP: 31%）、Marsabit County（Moyale WSP: データ無し）、Garissa County
（Garissa WSP: 93%）、Wajir County（Wajir WSP: データ無し）及び
Mandera County（Mandera WSP: データ無し） 

Tanati WSB 
(51%) 

Kitui County（Kiambere- Mwingi WSP: 54%, Kitui WSP: 55%）、Machakos 
County（Machakos WSP: 91%, Mavoko WSP: 104%, Matungulu Kangundo 
WSP: 108%, Mwala WSP:77%, Yatta WSP: 29%, Kathiani WSP: 72%）、
Makueni County（Wote WSP: 76%, Kibwezi Makindu WSP: 75%）及び
Kajiado County（Oloolaiser WSP: 95%, Olkejuado WSP: 39%, Nolturesh-
Loitoktok WSP: 51%, Namanga WSP:96%） 

Coast WSB 
(42%) 

Kwale County（Kwale WSP:77%）、Taita-Taveta County（Tavevo WSP: 
73%）、Kilifi County（Kilifi-Mariakani WSP: 87%, Malindi WSP: 102%）、
Mombasa County（Mombasa WSP: 92%） 、Lamu County（Lamu 
WSP:85%）及び Tana River County（Hola Tana River WSP: データ無し） 

参考: WASREB インパクト・レポート No.8 
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 ５－１－２ WSB の無収水対策に係る組織体制、予算等  

本調査では、8 カ所の WSB の内、3 カ所の WSB に対して聞き取り調査を行った。その結果、

各 WSB による管轄下 WSP での無収水削減活動に対する支援体制及び支援内容は以下に示す

ように様々であることが分かった。 

  (1) LVSWSB での聞き取り結果 

ビクトリア湖南水道事業体監督地域局（Lake Victoria South Water Service Board：

LVSWSB）には、WSP からの求めに応じて無収水削減に係る何等かのアドバイスができる

職員が現在 8 名ほどいるが、WSP との定期的な会合を開くなどの組織的な対応は、外部か

らの資金援助がないと実施できないとの説明があった。最近では一部のドナー等が無収水

削減のためのソフトコンポーネントを施設投資プロジェクトに組み入れるように求めてい

るため、LVSWSB としても無収水対策について能力向上を図る必要がある。新しい水法下

で、WSB の後継組織となる WWDB は、WSP に対するモニタリングや監督業務を行わない。

しかし、County の境界を越えた規模の施設投資や WSP への技術支援の機能は、WWDB が

引き継ぐ予定であると説明があった。 

  (2) LVNWSB での聞き取り結果 

ビクトリア湖北水道事業体監督地域局（Lake Victoria North Water Service Board：

LVNWSB）には 2 名の職員による無収水チームがあり、現在は 2 人のインターンが無収水

チームを手伝っている。また、WSP に対するレーニングを行う場合には、調達やトレーニ

ング等に関連する他の部署からの支援を受けている。この無収水チームは、以下の組織図

において赤枠で示されている Water Service Provision 課の下部組織である。 

 

出典:  LVNWSB, The Five Year Strategic Plan of the Board: 2012 - 2017 

図 ５－２ LVNWSB の組織図と無収水チームの位置づけ 

 

NRW Team
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LVNWSB は、世界銀行（World Bank：WB）のプログラムによる財政支援を受け、2015

年 9 月に、WSP に対する無収水対策トレーニングを主催した。その内容は、管轄下の

WSP の無収水 ユニットの職員（合計 55 名程度）を 2 グループに分け、それぞれのグルー

プに対して、KEWI 講師による 3 日間のトレーニングを Eldoret で実施した（2015 年 9 月

28 日〜30 日と 10 月 1 日〜3 日）。LVNWSB はその際、KEWI への研修費と会場費の支払を

WB からの資金で行っており、各 WSP は宿泊費用を負担した。WB のプログラムの終了後、

LVNWSB による WSP の無収水削減活動に対する支援が困難になった。 

  (3) Tana WSB での聞き取り結果 

Tana WSB には、3 名からなる無収水ユニットがあり、内 2 名は専属のエンジニアである。

Tana WSP に対してインタビューを実施した際、漏水探知機、ポータブル流量計等の合計

７機器を管轄下の WSP に無料で貸し出していた。 

  (4) 各 WSB の投資額 

下表に示すように 2013/14 年度における各 WSB の投資額は合計 19.48 Billion Ksh であ

り、前年から 2.76 Billion Ksh の増加であった。この投資額は水セクターの開発投資額全体

（Annual Water Sector Review 2013-2014 によれば 26.8 Billion Ksh）の 73%を占める。 

表 ５－２ 各 WSB の投資実績（2013/2014 年度） 

 LVS LVN
North-

ern 
Rift 

Valley
Tan- 
athi

Athi Tana Coast TOTAL

Investment 
(Million Ksh) 

WSPs 5,758 45 2,817 1,844 1,309 530 332 29 12,665

Rural 
Networks 

- - 113 63 - - - - 176

Rural Point 
Sources 

- 5,685 - 950 -
 

- 
 

- 
- 6,635

TOTAL 5,758 5,730 2,931 2,857 1,309 530 332 29 19,476

出典：WASREB インパクト・レポート No.8 
 

各 WSB は 10 カ年施設投資計画（10-year Capital Works Plan）に基づき WASREB からラ

イセンスが与えられている。したがって WSB はこの計画を実現するため関係者の参画を

得る必要がある。 

水法改正後、County の境界を跨がない WSP の資産については、WSB から County に移

り、施設投資計画は County の仕事になる。自主財源で無収水対策費用ないし施設投資資

金を調達できない WSP は、County に依存することになる。 
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５－２ 水道事業体（WSP） 

 ５－２－１ WSP の法的位置づけ、役割及び予算 

  (1) WSP の法的位置づけ 

５－１－１において述べたように、各 WSP はその地域を管轄する WSB と上下水道サー

ビスの提供についての委託契約（SPA）を結んでいる。WSP は、5 年に一度、彼らの業務

全体に係る中期戦略計画書を作成している。また毎年 WSB とパフォーマンス・コントラ

クトを結ぶことで、サービス改善のための各種目標値や WSB から得る支援の内容等を明

確にしている。水法の改正後は、WASREB が直接 WSP に上下水道事業のライセンスを与

える。 

  (2) WSP の役割と水道料金設定の関係 

WSP の役割は、基本的には上水道施設もしくは上下水道施設の運転・維持管理による給

水及びサニテーション・サービスの提供である。しかし、WASREB は、2013/2014 年度の

O&M コストカバレージが 100%を超えた 31 の WSP に対しては、過去の施設投資等のため

抱えた WSP 及び WSB レベルの負債の返済（減価償却費の回収等）を求めている。また、

O&M コストカバレージが 150%を超えた 4 カ所の WSP（Embu、Nyahururu、Karimeru 及

び Nyeri）に対しては、これまで WSB が主に行ってきた将来の施設投資のための資金確保

も求めている。これらの施設投資に係る責任は、上下水道料金を改定する際に、料金収入

により、何のための資金まで回収するかを決定した時点で明確化されるようである。 

  (3) WSP と County の関係（財政支援、意思決定、無収水対策に関して） 

2010 年の憲法改正後、全国 47 の County による地方自治が行われており、その内容は給

水事業にも及んでいる。ケニアでの給水事業は、WSP として公社化されていないコミュニ

ティー等の小規模水道供給者（Small Service Provider：SSP）によっても行われており、そ

れら SSP に対する施設整備等の支援は、WSB だけでなく、County も多く行っている。

County は WSP に対する支援も行っており、Urban WSP に比べて、地域コミュニティーと

の関わりが強い Rural WSP に対する支援を積極的に行っている傾向がある。ただし、本調

査において訪問した Kapsabet Nandi WSP のように、維持管理費の全てを水道料金等の収入

により賄うことができない Urban WSP に対しては、County が補助金を出している場合が

ある。 

WSP の理事会（Board of Directors）のメンバーの内、通常 2 名は County から選出され

ており、County の意向が WSP の方針や予算決定等に反映されるようになっている。また、

County が委託した道路工事などにより水道管が破損し、大規模な漏水が発生することがあ

るため、County の水担当者等やマネージメント層が、無収水への理解を深めることは重要

である。水法の改正後も、County は WSP の理事会のメンバーとして、WSP の運営に係り

続けることになる。水法の改正後、さらに County は、水道施設等の資産のオーナーとな

り、また WSB が担ってきた施設投資の責任も持つことになるため、WSP は County との連

携をさらに強める必要がある。 
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また、ケニアでは、今後 WSP の統合を進めることで、最終的には各 County に WSP が

1 つだけ存在する体制に移行することを目指している。 

 ５－２－２ WSP の種類と規模別のマーケットのシェア 

  (1) WSP の種類と規模による分類 

2015 年 12 月に公開された WASREB のインパクト・レポート No.8 によれば、

2013/2014 年度時点での WSP の合計数は 99 であり（現在は 98）、WSP の合併吸収により

前年度の合計数より 2 つ少なくなっている。99 の WSP の内、約 3 割程度の WSP が上水道

に加え、既に下水道の運転維持管理も行っている。 

2012/2013 年度分までのインパクト・レポート（No.4〜No.7）では、全 WSP を Urban 

WSP と Rural WSP に分類し、分類ごとに 9 つの主要業績指標の値に基づいた WSP の順位

付け等を行っている。WASREB の無収水担当職員によれば、この分類は 2010 年に実施さ

れたセンサスにおける都市部と村落部の分類に基づいている。Rural WSP の中には、接続

数がとても多い WSP も含まれているが、その多くは 2002 年の水法制定に伴い、多数の

SSP が合併してできた WSP であり、小規模分散型の水道施設を持つ。 

最新のインパクト・レポート No.8 では、Urban WSP と Rural WSP の分類が行われなく

なった。ケニア側からの要請書（添付資料 1 を参照）等を考慮し、本プロジェクトの主な

支援対象を Urban WSP とするため、本調査では 2012/2013 年度版のインパクト・レポート

（No.7）での分類に基づいて Urban WSP を特定した。結果、99 の WSP の内、Urban WSP

の数は 64 であり、Rural WSP の数は 35 である。WSP の規模カテゴリーごとの Urban 

WSP 数を下表に示す。2 社の民間 WSP が小規模 Urban WSP の数に含まれている。  

表 ５－３ 規模カテゴリー別の Urban WSP の数（2013/2014 年度時点） 

WSP の規模 
カテゴリー 

上下水道の合計接

続数の範囲 
Urban WSP

の数 
備考 

Very Large 
（特大） 

≥ 35,000 7 
31 

この中から、本プロジェクトにお

いて JICA 専門家による直接的な

支援対象とするパイロット WSP
を選択する。 

Large（大） 10,000 - 34,999 19 

Medium（中） 5,000 - 9,999 15 

Small（小） < 5,000 23 内 2 社は民間 
合計 64  

参照： WASREB インパクト・レポート No.7 及び No.8 
 

  (2) WSP の規模別のマーケットシェア 

水道企業体も一般の企業同様、企業規模が持続性と深い相関関係にある。下図及び下表

に示すように、特大規模ないし大規模の WSP は、中・小規模の WSP に比べて存続しやす

い(viable)のみならず、マーケットシェアにおいても圧倒的である。数の上で全 WSP の

36%に過ぎない特大・大規模が 8 割近いマーケットを占めている（全売上高の 89%、全水

生産量の 87%、全給水人口の 78%） 
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出典：WASREB インパクト・レポート No.8 
 

図 ５－３ WSP 規模別マーケットシェア（売上、水生産量、給水人口、接続数、従業員数） 

 

表 ５－４ 規模別 WSP マーケットシェア 

Size category 
No. of 

utilities 
Turnover in 

Ksh 
Production in 

M3 
People served

Num. of 
connections

Num. of staff 

Very Large 7 10,036 263,918,258 4,991,752 858,197 4,300

Large 26 3,881 107,095,429 3,160,043 481,937 2,757

Medium 23 1,274 39,387,420 1,740,437 174,659 1,274

Small 35 539 15,367,659 603,873 68,767 773

Total 91 15,729 425,768,766 10,496,105 1,583,560 9,104
出典：WASREB インパクト・レポート No.8 
 

 ５－２－３ WSP における無収水率の低下状況と経営力 

  (1) ケニア全体の WSP における無収水削減の状況 

ケニア全体の WSP の接続数による加重平均無収水率は、下表に示すように 8 年前から 5

年前まで、47%程度であったが、4 年前から年間 2%程度ずつ減少し、一昨年度には 42%ま

で減少している。しかしながら、WASREB の WSP に対する無収水率の基準値の 1 つであ

る許容できる上限値 25%には程遠い状況にある（20%未満を良、20〜25%を許容可、25%

超を許容不可としている）。 

表 ５－５ ケニア全国の WSP における無収水率の移行 

 各年度における平均無収水率 (%) 
2007/08  2008/09 2009/10 2010/11 2011/12  2012/13  2013/14 

Urban WSP - - 45 45 44 42 40

Rural WSP - - 61 63 51 55 53

全WSP 47  49 47 48 45 44  42 
参照: WASREB インパクト・レポート No.3〜No.8 
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次の表では、Urban WSP と Rural WSP を区別せず、規模別に過去 2 年度分の平均無収水

率の実績を示す。この表に示されているように、売り上げベースで、マーケットの 89%を

占めている特大規模 WSP と大規模 WSP は、それぞれ依然として高い無収水率 39% と 

47%を記録している。 

表 ５－６ WSP 規模別に無収水率の実績 

 特大規模 大規模 中規模 小規模 全国 
2012/13 39% 50% 50% 42% 43% 
2013/14 39% 47% 53% 39% 42% 
出典：WASREB インパクト・レポート No.8 
 

一昨年度から昨年度にかけて、前プロジェクトで作成した無収水削減基準が全国の

WSP に配布され、合計 71 の WSP において無収水ユニットが設立された。このような状況

から、昨年度以降、多くの WSP において無収水削減活動が活発化しており、ケニア全国

における無収水率の削減がさらに加速していると考えられる。しかしながら、昨年度の

WSP の無収水率（インパクト・レポート No.9 への記載予定）は、まだ公開されていない

ため、それらの効果は確認できていない。 

  (2) 無収水にかかる財務分析 

無収水率は水量の比率であって金額の比率ではない。水量に水道料金と原価を絡ませる

と金額として無収水の経済的な影響を把握することができる。 

水請求単価（unit cost of water billed）と水製造単価（unit cost of production）の比較に

より水道事業体の経営効率を測ることができる。一方、水請求単価と水道料金（average 

tariff）の比較により水道事業体の持続性を測ることができる。 

2013/14 年度の全国平均の水製造単価は 37 Ksh/㎥、水請求単価は 60 Ksh/㎥、水道料金

表単価は 64 Ksh/㎥である。水製造単価 37 Ksh/㎥と水請求単価 60 Ksh/㎥の差は経営の効

率性に起因しており、無収水率 42%という指標にその非効率性が表れている（仮に無収水

率が WASREB の定める良の基準値 20%であれば、消費者に請求する単価は 46 Ksh/㎥で済

むはずである）。なお、今回訪問調査した Mavoko WSP の分析結果は添付資料 8 の(7)に記

載した。 

  (3) WSP の経営力の現状 

WSP 間の経営力の格差は大きい。全国の WSP の経営状況は、WASREB の発行するイン

パクト・レポートにて見ることができる。このレポートでは、表 ５－７に示すように、無

収水率を含む 9 つの主要業績指標の基準値との比較により、配点と規模カテゴリーごと及

び全体における順位付けを行っている。この表には、中規模以上の各 WSP の業務指標値

を示しており、大規模 WSP の Nyeri WSP がベストワンでスコアが 172（200 満点）である

のに対して、ワーストワンの小規模 WSP の Olkejuado WSP のスコアは 12 である。スコア

100 以上はわずか 22WSPs にすぎず、大半が 99 点以下の経営力である。 

表 ５－７及び表 ５－８に示すように、無収水率については基準を達成していない（不

可：25%超）の WSP の割合が 99%と非常に高く（Nyeri WSP のみ良）、大規模及び中規模
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の WSP の中にも、無収水率が 60%を超えている WSP が多く存在する。また、表 ５－８に

示すように、無収水率に次いで、水道普及率の基準未達成率（不可の割合）が 92%と高く、

多くの WSP では、経営において、限られた資金及び人員を用いて、水道普及率と無収水

率の改善をどう両立するかが重要なテーマとなっている。 
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表 ５－７ WSP の業務実績ランキング（中規模以上）2013/2014 

 
出典：WASREB、インパクト・レポート No.8 
注: WASREB が設定した評価基準に従い、良（緑色）、可（黄色）、不可（赤色）の 3 種類に分類されている。 
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表 ５－８ 業績指標ごとの基準値達成 WSP の比率 

 

出典：WASREB インパクト・レポート No.8 
 

 ５－２－４ WSP の無収水対策に影響する業務指標 

WSP の無収水対策の実施優先度に特に影響していると考えられる無収水率以外の指標値に

ついて、表 ５－７を参照しつつ、以下に分析する。 

  (1) 水道普及率 

ランキング上位の WSP でも水道普及率が基準値 80%に達していないところがある。特

大 規 模 で は Eldoret (70%)、Kisumu (63%)、Nairobi (80%)、Kakamega Busia (72%)、

Mombasa (57%)。大規模では Meru (59%)、Ruiru Juja (66%)、Embu (62%)などである。こ

れらの WSPs では配水管網の拡張のための投資が無収水削減のための投資に優先する可能

性が強い。 

  (2) O&M コストカバレージ（運転維持管理費収入比率） 

基準値である 100%に達していない WSP には、特大規模 WSP の Thika (99%)、Nakuru 

(96%)、Mombasa (92%)や、大規模 WSP の Nzoia (92%)、Othaya Mukurweni (87%)などが

ある。これらの WSP では、赤字補てんを WSB ないし County に頼らなくてはならず、施

設投資資金だけでなく、基本的な無収水対策を含む施設維持管理のための費用の調達にも

困難を生ずる可能性が高い。一方、WASREB では、WSP が運転維持管理費のみならず、

債務費用や投資費用も負担することができる財務状態の目安として、O&M コストカバレ

ージ 150%を用いている。表 ５－７に示されているように、O&M コストカバレージが

150%以上で、無収水対策の一環として、老朽管の布設替え等の施設投資を自己資金により

行うことができる可能性がある程度高い WSP は、特大規模の WSP には存在しない。しか

し、大規模 WSP と中規模 WSP の中には、それぞれ 2 カ所ずつ存在する（Embu 及び

Nyahururu と Karimeru 及び Kyeni）。表 ５－９に 2012/13 年度及び 2013/14 年度における

WSP の平均 O&M コストカバレージを規模別に示す。この表から WSP の規模が大きいほ

ど O&M コストカバレージが高くなる傾向があることが分かる。 

 サービス品質 経済効率性 運営持続性 

主要業績指標 ①水道普
及率 ②水質

③給水

時間

④O&M
ｺｽﾄｶﾊﾞﾚ

ｰｼﾞ 

⑤料金徴
収率

⑥人件費
比率 

⑦職員
生産性

⑧無収
水率 

⑨メータ
設置率 

良 7 23 43 4 32 28 22 1 29 

可 0 15 22 28 43 19 30 0 12 

不可 84 53 26 59 16 44 39 90 50 

指標値を提出した WSP
の合計数 

91 91 91 91 91 91 91 91 91 

不可の WSPs の比率 92% 58% 29% 65% 18% 48% 43% 99% 55% 
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表 ５－９ WSP 規模別の O&M コストカバレージの実績 

 特大規模 大規模 中規模 小規模 全国 
2012/13 121% 107% 96% 85% 113% 
2013/14 103% 100% 86% 70% 100% 
出典：WASREB インパクト・レポート No.8 
 

上表において、2012/13 年度から 2013/14 年度にかけて O&M コストカバレージの全国平

均値が 13%も減少した原因は、インフレのため維持管理費が 15.6%増加したのに対し、料

金改定がままならず収入が 2.5%しか伸びなかったためである。2013/14 年度の維持管理費

の内訳は、下表に示すように、全国平均で人件費が 39%、水道施設賃貸料等の WSB など

への支払いが 12%、電力費が 7%、薬品費が 2%、その他が 40%となっている。 

本プロジェクトにおいて、無収水を削減することにより、料金収入が増えれば、O&M

コストリカバリーが改善し、無収水対策のために使用できる資金が増加するという好循環

を作り出すことができる。 

表 ５－１０ 全 WSP の維持管理費の平均構成 

 
注）Others: 一般管理費、維持補修費、役員報酬など 
 

  (3) 休止接続比率（Ratio of Dormant Connections） 

切断された接続あるいは 3 カ年以上給水のなかった接続の全体の接続数に対する比率を

休止接続比率と呼ぶ。この比率の高いところでは不法接続/盗水が起こりがちであり、無収

水量と相関がある。WSP は休止接続数を減らす必要がある。 

表 ５－１１ WSP の規模別休止接続比率 

 特大規模 大規模 中規模 小規模 全国 
2012/13 10% 28% 30% 23% 17% 
2013/14 12% 27% 31% 27% 21% 
出典：WASREB, インパクト・レポート No.8 
 

  (4) メータ設置率 

顧客メータの設置率が基準値である 95%に達していない特大規模 WSP には、Kisumu 

(94%)、 Nairobi (94%)、Kakamega-Busia (75%)、Mombasa (55%)が、大規模 WSP には

Ruiru Juja (91%)、Nanyuki (90%)、Ngandori Nginda (53%)、Gatundu South (79%)が含まれ

る。メータ設置率の低いところで無収水対策を行う場合、まずメータ設置のための投資資

金が必要になる。 

Ksh.Million % Ksh.Million % 
Personnel Expenditure 5,889 43% 6,123 39%
Levies and fees 1,826 13% 1,819 12%
Electricity 1,162 9% 1,114 7%
Chemicals 521 4% 342 2%
Others 4,239 31% 6,246 40%
Total 13,637 100% 15,644 100%

2012/13 2013/14
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  (5) 給水時間 

ランキング上位の WSP では総じて基準値をクリアしているが、Mombasa（6 時間）、

Eldoret（16 時間）などが基準値に達していない。給水時間の向上は、水道料金の支払い意

思の向上につながる。また、漏水への対処が十分に行えていない WSP では、漏水量を減

らすため給水時間を短くする場合がある。逆に、漏水量が多いために、配水量が足らなく

なり、給水時間を制限する場合もある。給水時間が特に短い WSP では、水源が著しく不

足している可能性が高い。 

  (6) コーポレート・ガバナンス 

WASREB は Corporate Governance Guideline に基づいて、コーポレート・ガバナンスを

測る 6 指標（リーダーシップ、情報管理、財務管理、顧客管理、人事管理及び苦情管理）

を設定し、特大規模及び大規模の WSP の中から選んだ 9 カ所の WSP に対して試行調査を

行った。その結果をインパクト・レポートの業績指標スコアと比較した結果、ガバナンス

の良い WSP は概して主要な業績指標（無収水率を含む）も良いことが分かった。 

 ５－２－５ WSP における無収水削減活動に係る課題 

ここでは、本調査で行った訪問調査の結果を参考に、ケニアの WSP 全体における無収水削

減活動の課題をまとめる。 

下記の(1)では、MWI、WASREB、WSB 及び WSP への訪問調査の結果に基づく、ケニアの

WSP 全体の WSP における課題を記述する。 

(2)では、様々な規模の WSP を管轄する WSB が認識しているその他の WSP の無収水削減活

動に係る課題について説明する。また無収水削減活動に係る課題は、WSP の規模によって異

なる傾向があるため、(3)では先進的に無収水削減に取り組んでいる大規模 WSP における課題、

(4)では特大規模の WSP における課題、(5)では中規模の WSP における課題、(6)では小規模の

WSP における課題についてそれぞれれ訪問調査をした WSP を例に説明する。 

  (1) ケニア全体の WSP の課題 

   1) 中長期的な視野を持ちかつ現実的な無収水削減計画の策定とその実施管理の必要性 

以下に示すように、訪問した WSP における既存の無収水削減計画は、10 カ年計画から

3 週間単位の目標設定まで様々であるが、いずれも体系だった無収水削減活動に繋がって

いない。これは、無収水率に関わらずすべての規模の WSP に共通する状況である。この

ような状況の分析から、1) 段階的な中長期無収水削減計画の策定、2) 中長期計画に基づ

いた現実的な年間無収水削減計画の策定、及び 3) 年間計画に基づいた年次及び月次の無

収水削減活動の実施、4)実施結果に基づく計画のレビューを行う意識が低いことが、多く

の WSP に共通する最大の課題と判断した。 

例えば、前プロジェクトの対象であった Narok WSP には、JICA 専門家の指導により作

成された 2013 年版の中長期無収水削減計画があり、その中のアクションプランを毎年改

訂している。Kapsabet-Nandi WSP にも JICA 専門家の指導により作成された 10 年に渡る

無収水削減計画があり、それを表面的に更新している。しかし、この無収水削減計画は、
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無収水対策のための大幅な増員と County からの多くの補助金を前提として作成しており、

現実的な内容になっていないため、この計画に沿った無収水削減活動は行われていない。 

リーディング WSP である Meru WSP の場合、今後 5 年間で、無収水率を 15%まで下げ

ることを目標としているが、無収水削減に特化した中長期計画を作成しておらず、年間

無収水削減計画のみに基づいて活動している。これは、使用できるリソースが限られて

おり、1 年を超えて無収水削減活動を計画することに抵抗を感じているためである。他の

業務に時間がとられたために、昨年完了できなかった活動については今年度の年間計画

に持ち越されている。Embu WSP においても、中長期的な無収水削減計画を作成しておら

ず、年間計画に基づいて実施している。Nakuru WSP の場合、2014 年は無収水削減計画を

作成したが、2015 年の計画書はなく、一人の技術者の頭の中にある計画に基づき活動し

ている。 

Kisume WSP では、上述した VEI の協力により作成した無収水削減計画を使用せず、主

に彼らが以前から使用している日単位の 2 カ月分程度のバーチャートを用いて、無収水削

減活動の実施管理を行っている。Kisum WSP の無収水ユニットは独自の予算がなく、比

較的費用を必要としない活動を中心に行っている。Kakamega-Busia WSP についても、昨

年、無収水削減基準のガイドラインを参考に無収水削減計画を作成した。しかし、現実

的な内容となっていなかったため、現在、各活動の進捗状況や効果の発現状況を考慮し

て、活動の優先順位の見直しと新たな活動の追加を行っている。Mavoko WSP では、以前

Tanati WSB の協力により、無収水削減計画を作成したが、実際には少数の活動のみを集

中的に行っており、無収水削減計画の更新は行っていない。彼らは、3 週間先程度を目標

としたサービス改善の一環として無収水削減活動に取り組んでいる。 

   2) 財務関連能力の不足 

多くの WSP は資金不足により、老朽化した送配水管の交換等のハード面に係る活動を

十分に行うことができていない。近年、水セクターでは民間からの資金導入も見られ、

活用可能な資金リソースは整備されつつあるものの、その活用に必要な WSP 自身の財務

能力が不足していることが課題となっている。具体的には、ソフトコンポーネントによ

る無収水削減活動では削減できる無収水率に限界があるため、漏水対策を実施するため

に必要な資金調達を行う必要があるが、出金時補助型援助（Aid on Delivery：AOD）や成

果対応型援助（Output-Based Aid：OBA）などを使った資金借り入れの申請に必要な

WSP 財務担当者の計画立案能力などが不足している。このような状況から、無収水削減

計画を策定する際に必要な自己財源の確保、WSB（County）への資金援助申請、民間資

金などの調達計画の策定及び投資能力などの財務能力の強化も欠かせないと言える。 

KfW などによる前述した AOD という金融スキームでは、商業銀行からの民間資金が導

入されている。まだ Embu WSP しか利用実績がないが、貸付可能（Credit Worthy）な

WSP が出てきていることがケニア国内で注目されている。 

商業銀行が WSP に融資を検討する場合、その判断基準の 1 つになるのが信用力格付け

（Credit Rating）である。WASREB は世界銀行と協力して Financing Urban Water Services 
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in Kenya: Utility Shadow Credit Ratings を出した（2011 年 11 月）。これによれば、評価対

象とした 43 WSP の内、14 WSP が No rating とされたものの、貸付適格とされる A は 1

社(Nyeri)、BBB は 12 社であり、それに続く BB は 16 社となっている（表 ５－１２を参

照）。AOD を使って商業銀行から借り入れが可能なのは A、BBB、BB に限られると考え

られる。間もなく発行される予定である Credit Ratings レポートの最新版では、多くの

WSP の信用力が向上していると思われるが、その信用力の設定根拠は確認を要する。 

表 ５－１２ WSP の信用力格付け (2011 年 11 月) 

Creditworthy Creditworthy Potentially 
No Rating 

A BBB BB 

WSP 
Name 

Score WSP Name Score 
WSP 
Name 

Score 
WSP 
Name 

Score 

Nyeri 61% Meru 53% Embu 44% Mombasa 34% 

  Malindi 52% Limuru 43% Sibo 34% 

  Nairobi 49% Kiambu 43% Isiolo 33% 

  Kisumu 49% Nakuru Rural 43% Western 33% 

  Nyahururu 49% Gusii 42% Lodwar 31% 

  Muranga 48% Kericho 42% Muranga South 31% 

  Thika 47% Nzoia 42% Nyandarua 29% 

  Eldoret 47% Kilifi Maraikani 40% Olkalou 29% 

  Nanyuki 46% Nithi 40% Machakos 28% 

  Garissa 46% Mathira 39% Kitui 28% 

  Ruiru Juja 46% Mavoko 39% Kwale 27% 

  Nakuru 45% Narok 39% Noi Turesh 26% 

    Kahuti 38% Eldama Ravine 25% 

    Kikuyu 38% Amatsi 24% 

    Oloolaiser 37%   

    Kirinyaga 36%   

出典：WASREB, Financing Urban Water Services in Kenya: Utility Shadow Credit Ratings 
   

  (2) WSB が認識しているその他の WSP の課題（LVSWSB 及び LVNWSB への聞き取り結

果） 

LVSWSB 管轄下の WSP では、漏水に比べ理解することが難しい商業的損失についての

認識が低いために無収水の削減が進んでいない場合があり、商業的損失についての認識を

高める必要があると認識されている。つまり、漏水対策の前段階の商業的損失を削減する

ための比較的容易な活動を十分に行えば 30%程度まで無収水率を下げることができるもの

の、それらの比較的容易な活動の実施が不十分であることが課題である。また、多くの

WSP において、敷設から 60 年ほど経過している古い管路からの漏水が問題となっている。

老朽管の接続部では、発見が難しい小規模な漏水が多く発生している。そのため、地下漏

水探査のスキルがない、もしくはそのスキルが低いことが、多くの WSP において、漏水

削減の障害になっている。 
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また、LVNWSB 管轄の WSP では、WSP 職員の盗水及び漏水に対する低い意識が無収水

削減の障害になっていると説明があった。例えば、WSP の職員が賄賂を受け取り、料金未

払いのために切断された接続を違法接続していることがある。そのため、LVNWSB では無

収水削減の重要性について、WSP 内の部署を超えて（水道メータの検針員を含めて）、幅

広く職員の意識を改善する必要があると考えている。また、道路整備時に水道管の破損に

よる漏水が起きているため、County や施工業者等に対しても啓発活動が必要であると考え

ている。 

更に、正確に無収水率を把握することも重要な課題の一つとして挙げられた。LVNWSB

の管轄下には、各配水区域への流入量を把握するためのバルクメータが十分に設置されて

いない WSP が多くある。一方で、無収水率等を把握するために設置する DMA の規模が小

さ過ぎる場合、DMA 間の隠れたインターコネクションを見逃し水理的分離に失敗すると

の指摘があった。 

  (3) 先進的な大規模 Urban WSP の課題（Nyeri、Embu 及び Meru での聞き取り結果） 

無収水対策をリードする存在である Nyeri WSP、Embu WSP 及び Meru WSP では、漏水

探査、水道メータの精度管理、盗水対策等の基本的な無収水対策は既に行われているが、

Embu 及び Meru WSP では特定分野に係る課題が存する。 

Nyeri WSP においては無収水率が 20%を下回っている。GIS 整備、減圧弁等による配水

圧管理、そして DMA の小規模化も進んでおり大きな課題はない。 

Embu WSP においては、GIS 整備については先進的であるものの、配水圧管理の検討に

必要な水理解析については十分なキャパシティがないことが判明した。そのため、Embu 

WSP では、外部からの協力を得て、モデルを用いた水理解析ができるようになることが課

題の 1 つとして挙げられている。 

Meru WSP では、既に 2 人の職員が GIS についての基礎的なトレーニングを受けている

が、GIS スキルをさらに向上させ、整備中の GIS を改善することが課題となっている。ま

た、水理解析モデルや水圧ロガーを用いて配水圧管理の検討を行うための能力向上も必要

である。Meru WSP では、Nyeri WSP のように DMA を小規模化し、さらに周辺 WSP にメ

ータのテスト及びキャリブレーション・サービスを提供できるようになりたいと考えてい

る。 

  (4) 特大規模 Urban WSP の課題（Kisumu、Nakuru、Kakamega-Busia での聞き取り結果） 

本調査において訪問した Kismu WSP 及び Nakuru WSP は、上述の先進的な大規模 Urban 

WSP に比べて、さらに規模が大きく、配水システムが複雑な網状になっている。また、

Kakamega-Busia WSP は、多数の地域をカバーするため、その水道システムが、11 系統に

分離している。これらの難点もあり、上記の先進的な WSP に比べて、無収水削減活動に

多くの課題を抱えている。 

Kisumu WSP では、配水網が整理できていないため、配水システム全体を 2 つに分離す

ることも難しい状況にある。また、自力では直径 4 インチの管までしか切断できないため、
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限られた数の異常に小規模な DMA（200 接続程度）しか構築することができず、また、あ

る程度の無収水削減活動の後それらの DMA を放置したことも問題となっている。加えて、

Kisumu WSP では、優秀な人材の確保も深刻な課題となっている。現在、40 名程度の配管

工がいるが、十分な技能を持っている配管工は数人程度である。既に、無償の QGIS を用

いて GIS 整備に取り組んでいるが、CAD 図面の GIS データへの変換が難しいことなどに

苦労している。また、地下漏水の探査方法や HDPE 管の導入についての知識も十分でない。 

Kakamega-busia WSP では、水不足、低い検針の精度、金属製メータの盗難などの課題

に直面している。また、参考にできる既存の図面が不十分である、配水圧管理等のための

水理解析の習得状況が十分でないことが課題として挙げられている。さらに、水道施設は

11 系統に分かれているため、無収水削減活動の効率化が重要な課題となっている。 

  (5) 中規模 Urban WSP の課題（Mavoko での聞き取り結果） 

本調査では 15 カ所ある中規模 Urban WSP の内、Mavoko WSP のみを訪問し、インタビ

ューを実施した。一般的に、中規模 Urban WSP は、これまで多くのドナーが係わってきた

大・特大規模の Urban WSP に比べ、無収水削減活動の経験が浅い。しかし、VEI が 2012

年から始めた無収水削減のための技術支援では、多くの大規模 Urban WSP に加えて、3 カ

所の中規模 Urban WSP も支援対象としている。また、前プロジェクトでの無収水削減基準

の普及や WSP における無収水ユニットの設立などにより、多くの中小規模 Urban WSP に

おいても、今後無収水削減活動が活発化していると考えられる。 

Mavoko WSP では、昨年から本格的な無収水削減活動を開始しており、既に商業的損失

の削減について成果を出している。しかし、Mavoko WSP には、地下漏水探査のための機

器及びスキルが無く、多くの配水管の敷設位置を古くからの職員の記憶に頼っている状況

である。 

  (6) 小規模 Urban WSP の課題（Narok、Kapsabet-Nandi での聞き取り結果） 

小規模 Urban WSP である Narok WSP と Kapsabet-Nandi WSP は、前プロジェクトの支援

対象であったにもかかわらず、現在無収水削減活動を専任している職員がいない。また、

前プロジェクトで供与された漏水探査機器等の機材があまり利用されていない状態である。 

Narok WSP では、住民等への啓発活動がほぼ実施されておらず、他の公共事業（道路や

ケーブルの敷設）などによる水道管の破損が多くの漏水を引き起こしている。また、

Narok では、法令が十分に整備されておらず、盗水が犯罪にならないといった問題もある。 

Kapsabet-Nandi WSP では、資金不足のため新規の顧客への水道メータの設置すら行われ

ていない。地上漏水については定期的なパトロールもできていない状況であり、地下漏水

探査に再び取り組める状態にない。また、GIS 整備を進めるための支援を必要としている。

Nandi 側の水道システムでは、水源と配水池にバルクメータが設定されておらず、老朽管

からの漏水も問題となっている。 
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本調査で判明しなかった事項： 

本調査では、主にパイロット WSP 候補の選定基準作成のため、聞き取り調査による簡

易的な無収水に係るキャパシティ・アセスメントを実施したものの、プロジェクト開始後

のパイロット選定の際により詳細なキャパシティ・アセスメントを行う必要がある。調査

項目や選定の観点（案）については第 6 章に示す。 
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第６章 プロジェクト実施にあたっての留意事項 

本プロジェクトは、M/M（XI. Project Framework）に記載された事項をはじめ、プロジェクト

の詳細を検討する上での確認事項が存在する。以下の通り、プロジェクトの全体方針に関わる点

で、早急に（プロジェクト開始後三カ年以内に）確認すべき事項は６－１に、その他プロジェク

ト実施中に確認・モニタリングすべき点は６－２に整理している。また、６－３にはプロジェク

トを実施する際の留意事項についてまとめた。 

６－１ プロジェクト開始三カ年以内に確認・検討すべき事項 

 ６－１－１ 無収水対策ユニットに係る事項 

  (1) 公式承認された無収水対策ユニットの役割 

本調査では、無収水ユニットの役割及び業務内容を明記した文書を入手できていない他、

無収水対策ユニットの役割（政策策定・無収水削減活動の調整・無収水削減活動の促進）

も公式には承認されていない。そのため、プロジェクト開始時に承認された文書もしくは

そのドラフトを入手する必要がある。 

  (2) 無収水対策ユニットによる政策及び戦略の内容等 

無収水削減政策の素案が作成されているが、同政策の最終化は水法の改定後に予定され

ており、具体的な承認時期、及び政策の最終版の内容については確認できていない。また、

無収水削減のための国レベルの戦略が、水法改正後に更新される国家給水サービス戦略に

取り込まれる必要があるが、その戦略の具体的な内容についても現時点では確認できてい

ない。以上より、プロジェクト開始時に政策及び戦略に係る上記事項について確認する必

要がある。 

  (3) 水灌漑省の無収水関連活動の実績の確認 

現段階では、過去に MWI が行った無収水、節水などの関連キャンペーンの実績や具体

的な内容、予算確保状況は確認できていない。本プロジェクトにおいて実施する County

及び住民への無収水削減のための啓発活動のため、それらの過去の実績についてプロジェ

クト開始時に情報収集が必要である。 

 ６－１－２ 水道事業体（パイロット WSP）に係る事項 

  (1) パイロット WSP の選定 

現段階でパイロット WSP は Embu と Meru の 2 カ所を選定しているが、その他に Tana 

WSB 以外の 7 カ所の WSB 管轄域から WSP を選定する必要がある。具体的な手順は以下

の通り。 

   1) 全ての Urban WSP のうちから、候補選定基準（パイロット WSP 候補選定の前提条件）

に基づきショートリストを作成する。 
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   2) ショートリストに記載された Urban WSP について、現地踏査を通しキャパシティ・

アセスメント等を行う。 

   3) 現地調査の結果から、MWI と協議し残りのパイロット WSP（7 カ所）を選定する。 

   4) 先行支援対象となる 6 カ所（既に決定している Embu と Meru 含む）を決定する。 
 

以上の流れを踏まえ、2)のプロセスを行うにあたり参考とすべき調査項目、3)のプロセ

スを行うにあたり参考にすべき主な選定項目、4)のプロセスを行う際に考慮すべき観点を

以下の通り記載する。 

ア）2)のプロセスに係る調査項目： 
 他ドナー支援との部分的な重複があるか否か 

 組織及び人員体制 

 中長期又は年間の無収水削減計画の有無 

 顧客管理状況 

 メータ設置状況 

 財務収支状況 

 図面管理状況 

 無収水削減活動の状況（DMA 管理、水圧管理、漏水探査等） 

 無収水対策用機材の状況 

 WSB 及び County との関係 

 MD のリーダーシップ 

 担当職員の能力 

 

イ）3)のプロセスに係る評価項目（案）： 
主な 4 つの選定項目を下記に示す。なお、あくまで一案に過ぎないため、この他

ないしはこの評価項目とは異なる合理的な観点から評価することも必要と考える。

評価の際は、各評価項目を点数化し、透明性のある説明をケニア側に対して行うこ

とが肝要である。 

選定項目 1： 他ドナーとの詳細な調整 
選定項目 2： WSP による予算確保の確実性（O&M コストリカバリーに加えて、

無収水対策に係る過去の支出状況を調べる） 
選定項目 3： コーポレート･ガバナンスの状況 
選定項目 4： 要支援分野及び担当職員の理解力 
 
選定項目 1： 他ドナーとの詳細な調整 

添付資料 7 に示すように、11 カ所のパイロット WSP 候補から 7 カ所のパイロ

ット WSP を選択する際、他ドナーが本格的な無収水対策支援の対象としている

WSP については、パイロット WSP 候補から除外している。しかし、11 カ所のパ

イロット WSP 候補には、他ドナーの援助において部分的に無収水対策に係る技

術支援も受けている WSP が含まれている。特に、SNV の PEWAK（WSP 間の相

互支援事業）では VEI が無収水に係る支援をある程度提供しているため、VEI
との業務の重複がないように、より詳細な調整が必要である。他ドナーとの支援
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内容の重複する場合は、パイロット候補から除外する旨を検討する。 

選定項目 2： WSP による予算確保の確実性 
パイロット WSP の選定基準の設定の際、ケニア側の強い意向に基づき

「O&M コストリカバリー 80%以上」を選定条件の 1 つとした。即ち、選定した

パイロット WSP 候補の中には、運転維持管理費を部分的に County などからの

補助金によって賄う必要がある WSP が含まれる可能性がある。そのような

WSP では、無収水対策のための支出を積極的に行うことが難しいと考えられる

ため、過去に無収水対策に係る支出がどの程度行われているかを詳しく確認し、

プロジェクト期間中、無収水削減活動のための予算を円滑に確保できるか否か調

べる必要がある。なお、予算確保が難しいと判断される場合にはソフトコンポー

ネントでの対応を検討する必要があるが、その予算も含め確保が難しい場合、プ

ロジェクトの成果が十分に得られなくなる可能性が高いため、パイロット WSP
から除外する必要がある。 

選定項目 3： コーポレート･ガバナンスの状況 
本プロジェクトでは、無収水対策に係る個別の技術についての支援以上に、

様々な無収水削減活動のマネージメントを含めた総合的な取組に対する支援を重

視する。そのため、無収水対策との関係が強い WSP 内の規律やリーダーシップ

などのコーポレート･ガバナンスの状況についてもある程度事前に把握する必要

がある。なお、コーポレート・ガバナンスの状況が著しく悪い場合には、プロジ

ェクトの実施において問題が起こる可能性が高いため、パイロット WSP から除

外する必要がある。 

選定項目 4： 要支援分野及び担当職員の能力 
無収水削減活動には、様々な分野の技術（漏水探査、啓発活動、水道料金徴収

システム等の改善、GIS 整備、配水圧管理のための水理解析、管路等の施工品質

の改善等）が必要とされるため、最終選定時までに、各パイロット WSP 候補が

支援を必要としている分野及び担当職員の能力をある程度把握し、支援対象とし

ての適合性を見極める必要がある。各パイロット WSP が支援を必要とする分野

に対し、十分な経験・能力を持つ専門家を十分な期間投入できない場合には、成

果４の達成が困難になるリスクがあるため、各パイロット WSP が必要とする支

援を考慮して、専門家の人員配置又は補強人員をプロジェクト開始後の早い段階

で再整理することも視野に入れる必要がある。 

 

ウ）4)のプロセス実施に係る評価項目（案） 
先行支援する 6 カ所を MWI との協議により選定する際、以下の 2 つの視点につ

いて特に考慮する。なお、上記イ）同様あくまで案に過ぎないため、他の評価項目

を適宜追加するなどの対応も必要と考える。 

先行支援対象選択の視点 1： 
ケニア側との協議の結果、万が一パイロット WSP 候補の選定からやり直しが

発生した場合、再選定に時間を要するため、当該 WSB 地域については後発支援

対象とする。 

先行支援対象選択の視点 2： 
アクセスが特に悪い WSP については、後発支援対象とする。 

プロジェクト前半では、先行支援対象とする 4 カ所のパイロット WSP への支

援に加え、2 カ所のリーディング WSP に対しても技術的な助言を行う必要があ
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り、効率的なプロジェクト実施が求められる。専門家が効率的にパイロット

WSP を巡回するために、アクセスの悪い地域については後発支援対象とする必

要がある。特に、ナイロビから遠方にある Coast WSB 地域のパイロット WSP を

後発支援対象とすることが適切であると考えられる。 

 

 ６－１－３ 想定される本邦研修と研修先の検討 

本プロジェクトでは Leading WSP とその他のパイロット WSP の技術交流を想定しているが、

ケニア国内での技術交流ではカバーしきれない技術については、本邦研修で学ぶことが有用

と考えられる（第三国研修の実施は想定していない）。特に、外国人受け入れ体制を持つ日本

の自治体での無収水削減計画の策定・実施、新しい漏水探査技術、給水管や顧客メータの設

置に係る品質管理、配水圧管理、GIS の応用等についての研修、漏水探査機器や HDPE 管のメ

ーカー等への訪問が効果的であると想定される。 

プロジェクト開始後に現地側の課題及びニーズ、国内リソース等の確認を行い、研修対象

者・研修内容・研修先等の概要を検討する。 

６－２ その他、本体プロジェクト実施中に確認する事項 

 ６－２－１ WASREB に係る事項（成果 2） 

  (1) 水法改正後の WASREB のモニタリング方法（水法改正時点で確認） 

水法改正前の現状では、WSB 経由で WSP の活動報告が WASREB に対して行われてい

る。法改正により WSB の役割が見直され、3 つに統合された後、各 WSP の無収水削減活

動に係るモニタリング方法がどのように変更となるのかを確認する必要がある。 

  (2) 無収水削減基準に係る承認プロセス及び期間（1 年次 12 月まで） 

無収水削減基準を改訂する際に必要になる公的なプロセスについては、本調査では確認

していない。そのため、本プロジェクトの開始後に、無収水削減基準の改訂手順や改訂に

必要な期間等を確認する必要がある。 

 ６－２－２ KEWI に係る調査項目（成果 3） 

  (1) KEWI 内の無収水に係る研修戦略の確認 

KEWI 戦略計画(2016-2020)は 12 月頃の完成予定であるものの、現段階では入手できて

いないため、無収水に係る記載内容を確認し、必要に応じプロジェクトにおける支援の方

向性を検討する。 

  (2) 無収水講義内容の確認 

無収水短期コースを視察して、無収水講義内容（シラバス、教科書、講義方法、機材の

利用状況）の確認をして、コース内容の課題を抽出する。 
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  (3) GIS 短期コース内容の確認 

GIS 短期コースは 2016 年 1 月から開催される。講義内容（受講者数、シラバス、教科書、

講義方法、機材の活用状況）の詳細及び受講者へのアンケート結果を確認して、コース内

容の課題を抽出する。 

  (4) サテライトキャンパスの活用の可能性 

3 つのサテライトキャンパス（Chiakariga、Kitui 及び Kisumu）における研修実施状況及

び施設を確認・把握し、無収水短期コースの開催が可能であるか否かを調査する。 

  (5) 財務状況の確認 

KEWI の財務諸表は本調査内では確認することができなかった。そのため、財務諸表を

確認し、KEWI の予算面における政府への依存度合いを確認する必要がある。 

  (6) KEWI 独自で購入した機材等の確認 

KEWI 独自で必要な機材の講義における活用状況を確認する。 

  (7) 活動 3.3 の Diem（日当、宿泊費）費用負担の再確認 

活動 3.3 の KEWI の無収水講師に対するリーディング WSP での実務研修（約 1 週間）に

掛かる Diem 費用は KEWI 側で負担することになっている。開始年の 12 月に KEWI の予算

計画案が作成されるため、その Diem 費用が計上されているかを確認し、計上されていな

い場合は、KEWI と協議する。 

  (8) 無収水削減実務研修を実施するための MOU の締結 

活動 3.3 では KEWI が、リーディング WSP と共同で、無収水削減実務研修（無収水と

GIS）を実施する。KEWI はリーディング WSP と、実務研修派遣計画及び WSP スタッフ

等に掛かる経費について明確にした MOU を締結する。 

  (9) トレース・スタディーの実施状況（内容、頻度）の確認 

KEWI でトレース・スタディーを実施していると聞いているが、その内容、頻度等につ

いては不明であるため、トレース・スタディーの実施内容を調査分析し、研修教材等の反

映検討を行う必要がある。 

 ６－２－３ WASPA に係る事項（成果 5） 

活動 5.1 では MWI の無収水ユニットが、他機関と共同で無収水関連の定期会合を開催する

こととしている。この定期会合の開催を会員制である WASPA と協力して行う可能性について、

確認する必要がある。具体的には、WASPA の月例会（MD クラス）、年 3 回の無収水及び GIS

の分科会（技術者クラス）の有効的な活用（資料提供、講演者としての参加など）について

検討する。また、WASPA との MOU の締結を通して、本プロジェクトのために特別な協力

（例えば、WSPA の会合の開催費を折半することで、会合のメンバーとなることができるか等）

を得られるかについて WASPA と協議する。 
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６－３ 本体プロジェクト実施上の主な留意点 

 ６－３－１ 予算計画作成のタイミング 

本プロジェクトでは、各関係機関の活動にかかる人件費に加えて、機材購入費等について

も可能な限りケニア側の負担として考えているため、現地側の予算要求のタイミングを最大

限考慮したプロジェクト運営が必要となる。具体的には、ケニアでは 12 月頃各機関内の各部

で予算案が作成され 1 月に機関全体の予算計画案の作成と申請が行われるため、各 C/P 機関が

毎年 12 月までに年間活動計画とその予算案を作成するように、徹底した進捗管理が必要とな

る。 

 ６－３－２ 水法改正に基づく柔軟な体制変更 

ケニアでは水法改正が 2016 年 3 月までに予定されているものの、現段階では確定情報はな

い。水法の改定後、WSB の統合（WWDB として 3 カ所に統合予定）や County への資産移譲

のための移行期間が設けられると考えられるが、WWDB の WSP に対する具体的な権限や移

行期間については不明である。また、中央政府と County の具体的な役割分担についても水法

改正作業が完了しない限りは明確にはならない。 

現段階では、水法改正の有無に関わらず WSP が活動を行う上で、現 WSB 及び County の資

金的協力は不可欠であるため、本プロジェクトでは、現在の体制を鑑み MWI、WSB、County、

WSP 間で MOU を締結し、パイロット WSP での活動に対する WSB 及び County の協力を確保

することとしている。ただし、水法改正など状況の変化に応じて、MOU を更新し、実施機関

や活動を追加変更するなどの柔軟な対応が求められる点について、活動する専門家は留意し

て業務にあたる必要がある。 

 ６－３－３ 他ドナーやケニア関係機関との協調 

ケニアの給水セクターでは多くのドナーが活動をしており、本プロジェクトの効率性の高

い実施のためには、他ドナーとの援助協調が必須である。また、成果 5 の知見共有に関しては

WASPA を活用することが期待されており、WASPA 側も本プロジェクトに協力する意向を示

している。特に本プロジェクトにおいて連携・協調できる可能性があるドナー及びケニア国

内の関係機関の概要は以下の通り。 

  (1) GIZ（ドイツ国際協力公社） 

GIZ は、ケニアの水セクターの組織・制度改革に対して長年支援しており、成果 1 のた

めの政策・戦略レベルのアドバイスを行う際には GIZ のパートナーシップを得ることが望

まれる。また、成果 2 で無収水削減基準改訂を行う際にも、水セクターの上流の支援を行

っていることから、GIZ のアドバイスを得つつ進めることが望ましい。 

  (2) VEI （Vitens Evides International）及び WASPA（ケニア水道事業体協会) 

VEI はケニア国内で多くの WSP を対象にした無収水対策支援（技術協力）を行っている。

本プロジェクトが対象とする地域は広域に跨るため、成果 4（パイロット WSP への支援）
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及び成果 5（他の WSP への波及）の活動を行う際は、VEI 及び WASPA と連携し、効率的

にプロジェクトを実施することが望まれる。 

  (3) KEWASNET（ケニア水衛生市民協会） 

水衛生に関する市民団体の連合体であり、WASREB と協力関係にある。GIZ と共同で無

収水啓発ツールキットを開発した実績もあり、成果 1 の活動である市民への啓発活動等に

おいて連携することが望まれる。 

 ６－３－４ 供与機材の決定のタイミング 

本プロジェクトでは KEWI（成果 3）及びパイロット WSP（成果 4）に対して資機材の供与

を行う予定である。その資機材について、当初の R/D では決定できない内容が存在し、特に

成果 4 に係る活動の投入機材はパイロットサイト及び具体的な活動が決定した後に詳細が固ま

るため、ミニッツ上で整理しているような「プロジェクト開始後 3 カ月以内」に決定すること

は難しい。具体的な決定の時期の目安としては、先行する 4 カ所のパイロット WSP と 2 カ所

のリーディング WSP については１年次半ば（2016 年 12 月）までに、後発の 3 カ所のパイロ

ット WSP については 4 年次半ばまでに、KEWI へ供与を検討する一部資機材（相関式漏水探

索機、漏水探査実習場、メータ検査試験機）については、KEWI の研修戦略や計画、及び資機

材の維持管理能力を把握できた段階で、数量を含め確定することが望ましい。 

 ６－３－５ カウンターパートのイニシアチブの醸成 

前プロジェクトの終了時評価で指摘されている通り、ケニア側がイニシアチブを持って本

プロジェクトを進める必要性が高い。特に、成果 3 及び４について、KEWI とパイロット

WSP 自身が優先して取り組むべき課題に気づき、それに対してどのようにアプローチを行う

べきか C/P 自身で検討を行う必要がある。専門家はその気づき及びアプローチに係るノウハ

を伝授することが期待されている。 

 ６－３－６ 地方自治体の知見の活用 

成果 3 の KEWI への研修支援や成果 4 で求められる料金徴収等の特定分野に係る支援に関

して、日本の地方自治体に実践的なノウハウがあると思われる。そのため、自治体ないしは

関連企業に協力を促進する等、必要とされる専門性と英語力を兼ね備えた人材の調達可能性

と合わせて十分に検討する必要がある。加えて、本プロジェクトで本邦研修を行うこととな

った場合、地方自治体の参加は欠かせない。 

 ６－３－７ 無収水対策ユニットの体制の確認（成果 1） 

設立したばかりである MWI の無収水ユニットは、現在は他業務と兼任している職員 3 名に

より構成されているものの、その具体的な役割は公式承認前である。予定されている 5 人体制

とならない、また、無収水ユニットの活動のための現地側予算が十分に確保されない、役割

が日本側の想定していた内容と異なる場合には、成果 1 の活動だけでなく活動 5.1（無収水関

連の定期会合の開催）も遅延する、もしくは成果自体が限定される可能性があるため、無収
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水対策ユニットの実施体制が十分でない場合は、プロジェクト開始時に活動内容を変更する

など柔軟な対応を行う必要がある。 

 ６－３－８ 既存キャンペーン等と連携した無収水削減住民啓発活動（成果 1） 

成果 1 の活動では、無収水削減のための住民啓発活動の企画・実施に対する支援を行う。し

かし、無収水削減のみをテーマとしたキャンペーン予算の確保は容易ではないと考えられる

ため、MWI が実施する既往のキャンペーン活動の中の一つのコンポーネントとして、啓発活

動を行うことが望ましい。例えば、既に予算が確保されている可能性があり、かつ水省内で

協力が得られ易いと考えられる節水キャンペーンと合わせて実施検討をする等が考えられる。 

 ６－３－９ 無収水に係る政策及び戦略の策定支援について（成果 1） 

成果 1 には、無収水削減政策・戦略に基づく活動として、無収水削減年次報告書の作成と

WASREB・KEWI の無収水関連活動のレビューが含まれている。この政策・戦略の策定に関し、

PDM 上に明記はされていないが、MWI 側からは無収水対策の観点から政策・戦略に係るアド

バイスをプロジェクトに対し求められている。政策・戦略立案の方法論等に係るアドバイス

は本プロジェクトでは対応しないものの、技術的観点からのアドバイスについては実施を合

意しているため、MWI に配置される専門家は本合意事項を念頭に置いて業務にあたる必要が

ある。 

 ６－３－１０ 事例集及び無収水削減基準の位置づけの整理（成果 2、5） 

本プロジェクトの活動 5.2 では、特に成果 4 の結果を踏まえ、WSP の無収水削減に係るグ

ッドプラクティスを取り纏めた事例集を作成する。前プロジェクトで作成した無収水削減ハ

ンドブックには、サンプル数は少ないものの WSP におけるケーススタディーが既に含まれて

いることから、前プロジェクトの成果品である事例集の内容も活用しつつ、プロジェクトで

得られた知見を積極的に反映することで、事例集を改訂することが望ましい。 

また、WASPA は独自に WSP 向けのガイドラインを発行しているが、そのガイドラインと

WASREB の発行する無収水削減基準の一部の記載項目（テーマ）が重複する可能性がある。

テーマが同一であるものの仮に記載内容が異なる場合、利用者である WSP はどちらに従うべ

きか判断できない可能性があるため、無収水削減基準を改訂する際は、事前に WASPA の作成

するガイドラインを確認した上で WASPA と調整しつつ作業にあたる必要がある。 

 ６－３－１１ 治安とアクセスを考慮したパイロット先(先行支援対象)の選択（成果 4） 

治安の悪い WSP は既に候補から除外しているが、今後治安の影響で現地に入り活動できな

くなる可能性がある地域が存在する（特に Coast 地域等）。また、アクセスが難しい Coast 

WSB 地域や Northern WSB 地域の中には、既に JICA により活動が制限されている地域がある。

そのため、治安及びアクセスの最新状況を確認した上で、プロジェクトの安全かつ効率的な

運営に懸念があると判断した場合、その WSP については後発支援対象とすることを検討すべ

き。 
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 ６－３－１２ 後発パイロット WSP への支援に係る判断基準（成果 4） 

本プロジェクトの M/M では、第 3 年次内に後発となる 3 カ所のパイロット WSP に対する

支援をどのようにして行うか否か検討を行う。そのため、プロジェクト開始後可能な限り早

い段階で以下の内容について決定する必要がある。 

   1) 先発パイロット WSP の幾つかが、目標を達成できないなどの問題を抱えた場合の後

発パイロット先の扱い（後発パイロット WSP への支援の一部を遅らせる、もしくは

簡素化する（例えば、本邦研修のみにする）など） 

   2) 後発パイロット先への支援段階における、先行パイロット先のフォローアップ方法 
 

 ６－３－１３ WSP の課題等に沿った無収水削減対策の実施（成果 4） 

ケニアの WSP における無収水の状況、及び課題は WSP ごとに異なる。そのため、成果 4

の活動を行う際は、各パイロット WSP の状況及び課題、並びに要望に沿って支援の内容をカ

スタマイズする必要がある。前プロジェクトである「無収水管理プロジェクト」では、3 カ所

のパイロット WSP に対してパイロット DMA 内での無収水削減活動を行ったが、Embu 以外の

WSP ではプロジェクト終了後、無収水削減活動を展開できていない。そのため、均一的に

DMA 内での無収水削減活動を行うのではなく、先方の実施能力と課題を十分に把握した上で、

個別具体的なアプローチのもと支援を行うことが重要である。この際、日本における経験に

囚われることなく、オランダなど他ドナーによるケニアでの無収水対策支援の取組み内容や、

無収水率を著しく削減した Nyeri WSP などケニアにおける無収水削減の成功例も参考にアプ

ローチを検討すること。 

 ６－３－１４ 専門家不在期間の遠隔操作の必要性（成果 4） 

本プロジェクトでは、専門家は各パイロット WSP を巡回指導するため、活動 4.5 の無収水

削減対策を実施する際、1 つのパイロット WSP に常駐することは難しい。そのため、専門家

が当地を訪問できない期間は、インターネットを利用したメディアなどを活用して遠隔で

WSP が直面する課題に対するアドバイスを行うなどの工夫が必要である。このような工夫に

より、専門家不在期間についてもパイロット WSP が円滑かつ積極的に活動を継続し、その主

体性と活動の持続性を高めることが期待される。 

 ６－３－１５ ケニア国内 WSP 間の技術交流（成果 4） 

本プロジェクトでは、過去に JICA が無収水削減のための協力を行ったアジア等の水道事業

体の見学も一案として考えられるものの、SNV が支援した WASPA の活動を通して、ケニア

国内の WSP 間の技術交流が非常に活発になってきているため、第三国研修の必要性は低いと

考える。6 年程度の間に無収水率を 48%から 19%まで下げたケニアの Nyeri WSP や、本プロ

ジェクトのリーディング WSP（Embu・Meru）からも、ケニア国内の他の WSP が学べること

は多く、これらの WSP を存分に活用してパイロット WSP の技術力を向上させることが期待

される。 
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第７章 プロジェクト評価 

７－１ 妥当性 

妥当性は高いといえる。 

  (1) 政策との整合性（無収水削減目標） 

ケニアの国家長期開発計画ビジョン 2030 の中間報告では、無収水率の高さ（45%）がセ

クターの重要な課題として指摘されている。加えて国家給水サービス戦略（2007-2015）で

は、実損失及び商業的損失からなる無収水の率を 60%から 2015 年に 30%までに削減する

目標が掲げたが、現調査時点での無収水率は 42%であり、本年度（2015 年）中に無収水率

30%を達成できない。同戦略では都市部（Urban）WSP の無収水率を削減するために全て

の顧客にメータを設置し、漏水や盗水を減らし、正当な水料金を請求することを戦略とし

て掲げている。また、無収水率削減を給水セクターにおける優先度の高い課題としており、

無収水率が目標に達するまで、この傾向は持続すると思われる。 

MWI は給水サービス局の O&M 課内に無収水ユニットを設置し、国家レベルでの無収水

対策に積極的に取り組む姿勢を示している。同ユニットにおける聞き取り調査によると、

配属されたユニット長と 2 名の職員は、無収水対策に関する経験を有しており、JICA の先

行案件に関与した職員もいる。今後、国家レベルでの無収水対策は同ユニットがリードす

ることと思われるが、設置間もないユニットであり、今だその正式な役割も承認されてい

ない。プロジェクトでは、成果 1 の活動を通して、同ユニットのケニアにおける無収水対

策に占める役割を明確にし、そのキャパシティを強化することで、同ユニットがケニアに

おける無収水活動の中心的存在になることを目指す。 

  (2) 対象団体のニーズへの対応 

無収水率は WASREB の 9 主要業務指標の１指標であり、各 WSP は WASREB とのライ

センス契約において無収水率を削減することが義務付けられていることから、無収水率削

減は各 WSP にとって取り組むべき火急の課題であるといえる。第 8 インパクト・レポー

トでも、71%の WSP が、無収水削減ユニットを設置しており、聞き取り調査においても無

収水削減計画を作成している、無収水削減活動を実施している WSP が多く確認されてい

る。プロジェクトでは、活動開始直後にパイロット WSP の選択のための調査を実施する

が、その際に対象となる WSP の無収水活動の現状を把握し、 各 WSP が抱える課題やキャ

パシティに合った WSP の無収水削減活動を計画することになっていることから、プロジ

ェクトで実施される活動や目標設定は、対象 WSP のニーズを反映したものであるといえ

る。 

  (3) 日本の協力との整合性 

我が国の平成 24 年度の対ケニア援助方針では、ケニアのビジョン 2030 を踏まえ、近年

深刻化する気候変動への対応として、給水、水資源管理、森林保全及び災害対策を支援す

るとしている。本プロジェクトは、気候変動の影響を受ける給水及び水資源管理の分野へ
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の協力として、位置づけられている。2000～2005 年に実施された無償資金協力「Meru 市

給水計画」の実施で、無収水率を当初の 60%程度から 30%以下にまで削減することに成功

した。その成果を全国展開させるために、先行案件「無収水管理プロジェクト」（2010～

2014）の実施を通じて、全国を対象に無収水対策の監督、実施、普及を図るための体制整

備を行った。本プロジェクトでは、先行案件で整備された、無収水削減基準などのツール

を生かしながら、各 WSP の現状に沿った無収水削減を実施することで、無収水率の削減

を目指す。そのため、本プロジェクトは、我が国のケニアの給水セクターへの一連の協力

と合致しているといえる。 

７－２ 有効性 

有効性は、比較的高いといえる。 

本プロジェクトは、成果 4 で WSP が無収水削減計画を策定・実施し、その結果の分析・評価

を基に、翌年の計画策定・実施を行うことで、パイロット WSP が自ら無収水削減に関する目標

を確実に達成し、無収水率の削減につなげていく。この試みを繰り返すことで、計画的に無収水

削減を実施するための能力の向上を目指す。成果 1～3 では、無収水削減活動に必要な、戦略・

計画、研修、基準等に関係する組織の役割を強化することで、WSP の活動を側面からサポート

する。成果 5 では、成果 4 の結果や他の成功事例の紹介及び知見の共有を通して、実践に基づい

た無収水削減活動を促進するための WSP 間の普及メカニズムを構築する。これらの活動を通し

て、プロジェクト目標である「Urban WSP が無収水削減活動を実施するためのサポート体制の

確立」を目指す。これらの成果は包括的であり、実施から普及までのプロセスがすべて組み込

まれているため、全成果の達成によるサポート体制の確立が見込まれる。 

WSP が現状に合った無収水削減のための目標設定を自らし、目標を達成することで、次のス

テップに進むというプロセスが確実に実施されるとプロジェクト目標の指標１が達成される。指

標 2 では、パイロット WSP を含む全 Urban WSP を、知見の共有を促すためのシステムづくりの

参加対象としている。なお、現時点では、指標 2 は少し具体性に欠けるため削除検討すべき。指

標 1 と 2 の両指標が達成することでサポート体制の確立という目標が達成されるという論理構成

にしているが、プロジェクト開始後に指標の見直しを行う必要がある。 

７－３ 効率性 

効率性は比較的高いと予測される。 

本プロジェクトには、プロジェクト目標である「Urban WSP への無収水削減活動を実施する

ためのサポート体制の確立」に関与する機関の活動が組み込まれている。WASREB や KEWI 等

の各支援対象機関の現在の無収水関連活動の状況を基に、専門家が強化すべき活動について側面

から支援する。 

C/P 機関の既存の組織体制やシステムを活かすプロジェクトである。また、過去の JICA のプ

ロジェクトにて無収水の削減に成功している Embu WSP や Meru WSP をリーディング WSP とし

ている。本プロジェクトでは、同 WSP の成功例等から学べる知見を他の WSP に広めていくこ

とで、ケニア国内の既存リソースを積極的に活用することから、効率性が高いといえる。 
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例えば、成果 5 の「無収水削減活動に関する知見や情報の共有」では、既に定例化している

WASPA の定期会合など、既存のシステムを活用することで、WSP への普及を進めていく。 

成果 4 のパイロット WSP の選定については、プロジェクト開始時にパイロット WSP 候補に

おける無収水削減活動の状況を十分に把握した上で行うことが期待される。また、プロジェクト

のリソースと見合わせた上で、効果的な活動内容を実施することが期待される。 

効率性における留意点として、本プロジェクトの対象地域がケニア全土であることから、パ

イロット WSP の選定においては、専門家の配置やパイロット WSP へのアクセスを考慮に入れ

る必要がある。また、先行案件では、プロジェクト実施のモニタリングを目的とした委員会が機

能しなかったことが、同案件の終了時評価調査で報告されている。そのため、プロジェクト開始

時に、各 C/P 機関等と十分に議論を重ね、モニタリング報告書など、書面による報告書の導入

なども考慮に入れながら、実現可能なモニタリングを行い、その結果をプロジェクトの実施に反

映させるような仕組み作りをすることに留意する必要がある。 

本調査にて、多くのドナーがケニアの給水サービスセクターへの支援を行っていることが明

確になった。本プロジェクトのパイロット WSP 候補には、既に他ドナーが支援している WSP

が含まれている。他ドナーとの活動の重複を避ける必要はあるが、他ドナーによる支援との相乗

効果が見込まれる場合も考慮に入れて、パイロット WSP を最終選定すべきである。 

７－４ インパクト（予測） 

インパクトは比較的高いと予測される。 

プロジェクトの波及効果として、プロジェクト目標が達成され、WSP の無収水削減活動への

サポート体制が確立されると、普及の仕組みを通して知見の共有がさらに活発化することが予想

される。本調査時の WSP への聞き取り調査では、無収水削減活動に成功している WSP を他

WSP が訪問するなど、知見や情報の共有が既に行われていることが確認された。例えば、Embu 

WSP は、ケニアで初めて水道料金の請求に携帯電話の SMS（Short Message Services）を導入し

たが、後にこの試みを Nairobi WSP を含め、Embu WSP を訪問した多くの WSP が取り入れてい

る。本プロジェクトでは、無収水削減活動の成功例や知見の共有を、WASPA の定期会合などの

場を利用して、促進する仕組を構築する。この仕組により、パイロット WSP 以外の WSP にも、

本プロジェクトの無収水削減活動が拡大することが期待される。 

７－５ 持続性 

持続性は高いと予測される。 

  (1) 政策的側面 

無収水削減に関する政策は、継続することが見込まれる。無収水率を 2030 年までに

25%に削減するというビジョン 2030 があり、その中間報告において進捗状況が評価される。

また水法の改正後に策定される新たな国家給水サービス戦略に、無収水削減の戦略が記述

される予定である。ビジョン 2030 の目標値達成に向けて、今後、政策・制度の整備が進

むことが期待されることから、政策面での持続性はあると思われる。 
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  (2) 組織的側面 

MWI 内に設置された無収水ユニットが、今後国家レベルでの無収水削減活動を推進して

いくリーダー的な存在になることが期待されているが、本調査時点ではユニットの役割や

活動内容が明文化されていなかった。しかしながら、同ユニットには既にユニット長を含

め 3 名の職員が配置されており、残り 2 名職員の選考も進んでいることから、近日中にユ

ニットとしての体制が整うことが期待される。プロジェクトの成果 1 の無収水削減に関す

る啓発活動等を実施する中で、同ユニットの位置づけをより明確にし、無収水削減活動の

促進のために必要な能力を強化することで、持続性を高める。 

本調査の聞き取り調査で、KEWI の無収水コースの集客率の低さなどの課題が指摘され

ている。その理由として、コースの内容が座学中心で実践的でないことが挙げられた。成

果 3 では、KEWI がリーディング WSP と共同で、無収水削減実務研修を実施することで、

KEWI の無収水関連の講師が WSP の現状を反映した実務的な研修を実施できるようになる

ための能力強化を行う。この能力強化により、KEWI が実務的な無収水関連の研修を提供

できるようになれば、無収水関連コースへの集客率が向上し、人材育成の持続可能性が確

保される。 

  (3) 財政的側面 

無収水率の削減が WSP の収益向上につながることは、WSP が無収水削減活動を推進す

る動機づけとなり得る。本プロジェクトで確立される普及メカニズムを通して、無収水率

削減に関する成功事例を広く WSP 間に普及させることで、削減活動を実施する WSP が増

加することが見込まれる。無収水率が全国で最も低い Nyeri WSP での聞き取り調査による

と、無収水を削減することで、既存給水区域内の給水量が減少したため、その余剰水によ

り新たな地域への給水が可能になり、更なる WSP の収益増加につながっている。 

また本調査では、一部の Urban WSP において、無収水削減にも関連するインフラ整備の

資金を、ドナーや市中銀行から借り入れている事例が見られた。例えば、KfW の AOD と

いう金融スキームでは、WSP がインフラ整備の資金の 80%を商業銀行から借り、事前に

WSTF が設定した特定の条件（給水人口増加、無収水率削減等）を達成すれば、WSTF が

借入額の半額（投資額の 40%）無償で供与する。このような金融スキームを、今後より多

くの WSP が利用することで、無収水削減活動の実施に必要なメータの購入や水道管の布

設替え等の投資が進むことが予測される。 

７－６ 貧困・ジェンダー・環境への配慮 

現時点では、本プロジェクトの実施による貧困、ジェンダー及び環境への特別な影響は予測

されていない。 

７－７ 過去の類似案件からの教訓 

インドネシア国「河川流域機関実践的水資源管理能力向上プログラム」（2008～2011） 

統合的な水資源管理への取り組みを進めるため、河川流域機関（RBO）を設置したインドネ

シア政府は、RBO の水資源管理能力向上及び組織強化のため、このサポートを行う機関として
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水資源管理技術普及ユニット（DUWRMT）を設置する計画を立案し、日本側にその要請を行っ

た。プロジェクトの終了時評価では、水資源管理分野において進んだノウハウを有する水資源公

社のプロジェクトへの関与が弱かった要因の一つとして、同組織に期待する任務や役割が明確に

なっていなかったことが挙げられており、多くの機関が関係機関として従事するプロジェクトで

はそれらの機関との間に MOU をプロジェクト開始時に締結し、任務や役割を明確にする必要が

あるとされている。 

CP が多く、またカウンティや WSB と WSP との関係も流動的である本プロジェクトでも、プ

ロジェクト開始時には、CP 機関や協力組織の任務や役割を書面で明確にすることで、プロジェ

クト実施を効率よく進めることができるであろう。 

セネガル国「タンバクンダ、ケドゥグ、マタム州村落衛生改善プロジェクト」（2013～2016） 

本案件は、セネガルでも特に村落衛生分野での進捗の遅れている 3 州を対象に、対象住民の衛

生行動変容と改良型衛生施設建設に関するプロジェクトである。プロジェクト地は、対象地域が

首都ダカールより陸路 7 時間、対象州間も陸路数時間というアクセスの困難な地域である。加え

て、少数の専門家、実施 CP 機関の多さ、対象地域での他ドナーの介入の多いなどの課題があっ

た。これに対し、4 半期ごとに進捗モニタリングシートを共有やプロジェクトの進捗を伝えるニ

ュースレターの発行、首都での JCC 開催後に対象地 CP に対し JCC に関するブリーフィングを

行うなど、CP やプロジェクト関係者にプロジェクト進捗報告を綿密に行うことで、CP のプロジ

ェクトへのオーナーシップを高めることに成功している。同プロジェクト実施で用いられたモニ

タリングやコミュニケーション手段は、設定がよく似た本プロジェクトにも生かすことができる

であろう。 
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第８章 団長所感 

1. 本案件は個々の水道事業体(WSP)の無収水対策を実施する能力を高めながら、その活動の全

国展開を志向するという難しい案件である。前回の協力ではエンブ、ナロック、およびカプ

サベットの 3 事業体を一つ一つつぶしていくという手法を取り、全国展開についてはマニュ

アル類の作成を行う程度にとどまった。個々の日本人専門家は、事業体の NRW 対策実施能

力育成という課題に対しては十分な能力と実績があり、案件実施に不安はない。しかし全国

展開については相手国中央政府の政治的な判断や利害関係者の多さ、予算不足といった問題

が絡み、専門家チームの努力だけでは簡単に達成できるものではない。 

 

 WSP の中には自発的に先進 WSP からその経験を学ぼうとするところもある。全国展開を

行うには、そのような意識のある WSP を案件の対象に選ぶ必要がある。 

 

 また、当国では、さまざまなドナーが活動しており、対象とする事業体については、やは

り成績の良いところを「取り合い」する状態である。そのような状況下では、全く手が入っ

ていない事業体を求めることは難しく、逆に他ドナーと補完的な関係を作っていくような案

件運営が望ましいのではないか。今後派遣する専門家チームにはその旨を頭に入れて行動し

てもらうべきである。 

 

2. MWI の Deputy Director 段階では取り敢えず M/M の内容がまとまったと思われた。しかしそ

の上の Director から次のような注文が付いた。対象 WPS の数が少ないこと、Physical loss へ

の対策を積極的に入れて欲しい（この点については明確に聞き取れないまま、後段では課題

として取り上げられなかった）、予算が限られているので、JICA 側でも費用を分担して欲し

い、という点である。 

 

 第一点は、対象 WSP を第一期に 4WSPs＋[Meru＋Embu]とし、できるだけ支援内容に濃淡

を付け、専門家チームへの負担を軽くする。先進 WSP である Meru と Embu からの協力も期

待できる。第三点の費用負担については、協力終了後の持続性を養うという観点から、でき

るだけケニア側で予算を準備して欲しい、JICA も一部の費用たとえばセミナー会場費を折半

できる、といった回答をした。 

 

3. 技プロの経験では、協力期間終了二年前くらいまで KEWI は、当時の所長が評価団の表敬訪

問に対しても、面会しないなど、全く協力的ではなかった。この時期に所長の交代（後任は、

正確には acting）があり、技プロに対する態度が好転した。現在の所長はその当時の Acting 

Director がそのまま務めている。12 月 2 日に調査団全員で同所を訪問し、本案件の説明と意

見交換を行った。 

 

 KEWI は本案件において、重要な研修機関であるとの認識を示し、協力したい旨の発言が

あった。KEWI として関心を示したのは、研修（KEWI 講師を対象とする ToT および WSP を



－82－ 

対象とする、いわば通常の研修の双方）に関わる費用を誰が負担するのかという点と、供与

機材であった。前者は一応、KEWI あるいは WSP の負担になると説明し、KEWI 講師が現場

経験を積むために、Meru や Embu へ赴く場合の費用も全て KEWI 負担とする旨を伝えた。こ

れに対し、MWI と相談するとの回答を得た。後者に関し、希望する品目には、PC やコピー

機の他に、漏水探知研修ヤード設置や水道メータ検査設備が含まれていた。 

 

 漏水探知研修ヤードは、あるに越したことはない。しかし設置予定場所には十分な広さは

あるものの、どのような研修を行いたいのかは明らかではないし、水をどう確保し、どう排

水するのか、ポンプの騒音対策という技術的課題の詰めや費用見積もりが非常に甘いと思わ

れるので、時期尚早と考える。（エジプトの協力では相手側が必要と判断し、自主的に設置し

た事業体もある。ダマスカスでも自主的に設置した。）また水道メータ検査設備は操作が難し

い訳ではなく、わざわざ研修目的だけで設置するほどの意味はない。（M/M には要望項目と

して記載済みであるが） 

 

 KEWI は、NRW 対策短期コースに受講者が増えないと嘆いている。今回の調査によると、

同コースは、WSP にとってあまり実用的ではない、とされている。KEWI のコースは座学中

心であり、しかも「本を読めば、解る」程度の内容であれば、高い受講料（KSh30,000）を払

ってまで、参加する価値はない、というのが WSP の意見であった。それが一般的な評価であ

るなら、今後も受講しようという者はなかなか現れないだろうし、座学だけで NRW 対策を

教えるのは効果があるとは思えない。しかし、案件終了後、日本人専門家の帰国後、NRW 対

策技術を伝えるのは、公的機関として KEWI 以外にないと思われるためやや不安を感じるが、

この機関を強化する他ないと思われる。 

（以上） 
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Leader, Coordinator NRW 1 Water Supply Business NRW 2 Evaluation PFA Representative 

1. Mr.Yoshiki OMURA /
 2. Keisuke YAMAGAMI

3. Mr. Shozo
MORI

4. Mr. Naoyuki
TESHIMA

5. Mr. Koji
YOSHIKAWA

6. Ms. Hiroko
SUGIMOTO

7. Mr. Masanobu
MAYUSUMI

8. Mr. Masahito
MIYAGAWA

15-Nov Sun Arriving in Nairobi

14:00-16:00 Meeting
with WASREB

14:00-16:00 Meeting
with WASREB

14:00-16:00
Meeting with

14:00-16:00 Meeting
with WASREB

(Team 1)
Nairobi→Kisumu

(Team 2)
Nairobi→Nakuru

(Team 1) (Team 2)

Kisumu→Kakamega Nakuru→Narok
9:30 Site Survey at Kakamega-Busia 11:00 Site Survey at Narok (NARWASSCO)
(LVNWSB, Kakamega-Busia WS) Narok→Nairobi
Kakamega→Kapsabet
9:00 Site Survey at Kapsabet (KNWSC)

Kapsabet→Kisumu→Nairobi
10:00 Site Survey at Mavoco (MAVWASCO) Nairobi→Nyeri Nairobi→Mombasa (8:30-9:30)KQ 602

11:00 Site Survey at Nyeri (TWSB, NYEWASCO

Nyeri→Nairobi
Tokyo→Doha Internal Meeting, Report Preparation

22-Nov Sun oha→Nairobi, Internal MeetinInternal Meeting Nairobi
7:30-8:30   Meeting
with GIZ @ MWI

7:30-8:30   Meeting
with GIZ @ MWI

14:30  Courtesy call to Director, MWI
Nairobi→Meru（7:30～
11:00）

9:00– 11:30：SNV

11:20–12:20 AfDB 11:20–12:20 AfDB
Meru→Embu 15:00– 16:00 USAID 15:00– 16:00 USAID

25-Nov Wed 9:00 Site Survey at Embu as a leading WSP (EWAS9:00–10:00：KEWASN10:00–12:30：KEWI 9:00–10:00：KEWASN
11:00–12:00 WB 14:30–16:00：WASPA 11:00–12:00 WB

Embu→Nairobi 14:30–16:00：
26-Nov Thu Embu
27-Nov Fri Internal Meeting, MM Drafting, Preparation for PDM Workshop Nairobi
28-Nov Sat Internal Meeting, MM Drafting, Preparation for PDM Workshop Nairobi
29-Nov Sun Internal Meeting, MM Drafting, Preparation for PDM Workshop Nairobi

30-Nov Mon Nairobi
8:30-9:30 Meeting
with WASREB

14:00-16:00 Discussion
about MM with MWI

14:00-16:00
Discussion about MM

14:00–15:10 KfW

8:00-9:00 Discussion about
MM with MWI

3-Dec Thu
7:30 Meeting with MWI
11:00-17:00 Meeting with
MWI

Nairobi

12:00 Report to JICA
PM：Nairobi→Doha

5-Dec Sat Doha→Tokyo

：首都ナイロビにおける情報収集
：サイト調査①
：サイト調査②

無収水率削減プロジェクト詳細計画策定調査 日程表

Nairobi

Nairobi

Internal Meeting, MM Drafting
7:30 Meeting with MWI
11:00-17:00 Meeting with MWI
Finalization of MM

9:00  Meeting with JICA Kenya Office
10:00-12:00  Meeting with MWI

14:00-16:00 Meeting with KEWI

Nairobi→Meru9:00– 11:30：SNV

AM：Meeting with JICA Kenya Office
10:00-14:00  Kick off Meeting and Workshop with MWI, WASREB, KEWI

7:30-8:30   Meeting with GIZ @ MWI

Team 1 Team 2

17-Nov Tue
Kisumu3
/Nakuru311:30 Site Survey at Kisumu

 (LVSWSB, KIWSCO)

PM：Nairobi→Doha 12:00 Report to JICA

Nairobi10:30–12:30 MIBP 8:00-9:00 Discussion about MM with MWI

7:30 Meeting with MWI
9:30  Signing of MM

11:30  Site Survey at Meru as a leading
Meru→Embu

9:00 Site Survey at Embu as a leading

Embu→Nairobi
Internal Meeting, MM Drafting, Preparation for PDM Workshop

JICA Consultants JICA

10:30 Site Survey at Nakuru (RVWSB,
NAWASSCO, NARUWASCO, Naivasha)

11:00 Site Survey at Mombasa
(CWSB, MOWASCO)

20-Nov Fri
Nairobi2/

Nyeri3

19-Nov Thu
Kisumu3
/Nairobi2

9:50–11:30 Wingding Agencies
14:00–14:30 Nairobi WSP
14:30–15:30 Ironmongers

Nairobi16-Nov Mon

18-Nov Wed
Kapsabet3
/Nairobi2

23-Nov Mon Nairobi

21-Nov Sat Mombasa→Nairobi (1010-1110) KQ 603 Nairobi

4-Dec Fri Nairobi

11:30  Site Survey at Meru as a leading WSP
24-Nov Tue

10:00-13:00  Log Frame (PDM) Workshop with MWI, WASREB, KEWI etc.

14:00-17:00 Meeting with KEWI

10:00–11:30 VEI (Vitens Evides International)
8:30-9:30 Meeting with WASREB

2-Dec Wed

14:00–15:10 KfW
1-Dec Tue

11:00 Report to EOJ
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添付資料 4： 主要面談者リスト 

 

 

No Institution Name Position 

1 Ministry of Water and 

Irrigation 
Fred H.K. Segor Principal Secretary 

2 Ministry of Water and 

Irrigation 
Lawrence N. Simitu Director 

3 Ministry of Water and 

Irrigation 
Mr.SAO Alima 
 

Deputy Director 

 

4 Ministry of Water and 

Irrigation 

David・N・Mabonga MWI staff  

(NRW unit member) 

5 Kenya Water Institute Gaottoey Magondu Lecturer 

6 Kenya Water Institute Waltetr・Mo・Moseti Lecturer 

7 Water Services Regulatory 

Board 

Robert N. Gakubia CEO 

8 Water Services Regulatory 

Board 

Peter Njaggah Staff 

9 Embu Water Service Provider Hamilton Karugendo Managing Director 

10 Embu Water Service Provider Mr.Joseph・I・Maina Manager of NRW dept 

11 Embu Water Service Provider Christopher Kamuruana Technical Manager 

12 Meru Water Service Provider Victor H NJERO Acting Director: 

13 Meru Water Service Provider Nteere Matthen General manager 

14 Meru Water Service Provider Silas Ndatho Staff of Non-Revenue 

water 

15 ドイツ国際協力公社（GIZ） Dirk Schaefer Programme Manager 

16 在ケニア日本大使館 Tatsushi Terada Ambassador 
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水道事業体分析関連収集資料
KfW

KfW-1 The Republic of Kenya PDF ＊ KfW JR･CR(   )･SC
KfW-2 Kenya: Malindi Water Supply Project PDF ＊ KfW JR･CR(   )･SC
KfW-3 Kenya The driving economic power in East Africa Word ＊ KfW JR･CR(   )･SC
KfW-4 KFW funds projects of LVSWSB Word ＊ KfW JR･CR(   )･SC
KfW-5 Germany to finance Energy & Water Projects in Kenya Word ＊ KfW JR･CR(   )･SC

GIZ
GIZ-1 Development of the Planning Software (WaSBIT) PDF ＊ GIZ JR･CR(   )･SC
GIZ-2 Good governance in the Kenyan water sector PDF ＊ GIZ JR･CR(   )･SC
GIZ-3 GIZ Water Sector Reform Programme 2014-2016 PP ＊ GIZ JR･CR(   )･SC
GIZ-4 Kenyan-German development corporation in the water sector PDF ＊ GIZ JR･CR(   )･SC
GIZ-5 Water Sector Reform Word ＊ GIZ JR･CR(   )･SC
GIZ-6 Integrity Management Toolbox for Water Service Providers PDF ＊ GIZ JR･CR(   )･SC
GIZ-7 Integrity Management Toolbox for WSPs Manual PDF ＊ GIZ JR･CR(   )･SC

USAID
US-1 Water and Development Strategy PDF ＊ USAID JR･CR(   )･SC
US-2 Water Strategy Word ＊ USAID JR･CR(   )･SC
US-3 Development Credit Authority 2014 portfolio PDF ＊ USAID JR･CR(   )･SC
US-4 Kenya DCA 2006 and 2010 Guarantees evaluation PDF ＊ USAID JR･CR(   )･SC
US-5 Mission Forecast 1Q FY2015 PDF ＊ USAID JR･CR(   )･SC
US-6 KIWASH Word ＊ USAID JR･CR(   )･SC
US-7 KIWASH Word ＊ DAI JR･CR(   )･SC
US-8 Logframe and CDCS Results Framework PDF ＊ USAID JR･CR(   )･SC
US-9 American people support water distribution project in Embu County Word ＊ USAID JR･CR(   )･SC

World Bank
WB-1 World Bank Water Project in Kenya Word ＊ World Bank JR･CR(   )･SC
WB-2 Water and Sanitation service improvement project PDF ＊ World Bank JR･CR(   )･SC
WB-3 Kenya Urban Water and Sanitation OBA Fund Appraisal PDF ＊ World Bank JR･CR(   )･SC
WB-4 Kenya Urban Water and Sanitation OBA Fund Outline PDF ＊ World Bank JR･CR(   )･SC
WB-5 Water and Sanitation Service Improvement Project (WaSSIP) PDF ＊ World Bank JR･CR(   )･SC
WB-6 WASSIP-Additional Financing (WASSIP-AF). PDF ＊ World Bank JR･CR(   )･SC
WB-7 WSP - Innovateive Tools for Sanitation Capacity Mapping.. Kenya PDF ＊ World Bank JR･CR(   )･SC
WB-8 WSP - Leveraging Water Global Practice Knowledge and Lending PDF ＊ World Bank JR･CR(   )･SC
WB-9 WSP - Managing Public Water Service in Medium-sized African Citi PDF ＊ World Bank JR･CR(   )･SC
WB-10 WSP Reserch Brief - Government Don't Have to GO it Alone PDF ＊ World Bank JR･CR(   )･SC
WB-11 World Bank -Funded Projects in Counties PDF ＊ World Bank JR･CR(   )･SC

AfDB

AB-1
Building Partnerships for Sustainable Water and Sanitation Services in
Africa

PDF ＊ AfDB JR･CR(   )･SC

AB-2 Water Supply and Sanitation Project in Kenya Word ＊ AfDB JR･CR(   )･SC
AB-3 Policy for integrated water resources management PDF ＊ AfDB JR･CR(   )･SC
AB-4 AfDB Water Supply & Sanitation Sector Word ＊ AfDB JR･CR(   )･SC
AB-5 Rift Valley Water and sanitation Project Appraisal PDF ＊ AfDB JR･CR(   )･SC
AB-6 Nakuru Rural NRW Presentation PP ＊ AfDB JR･CR(   )･SC

VEI JR･CR(   )･SC
VEI-1 VITENS EVIDES  NRW Monitor Sept 2013 PDF ＊ VEI JR･CR(   )･SC
VEI-2 VITENS EVIDES  Peer-to-Peer Learning - Gaining Traction PDF ＊ VEI JR･CR(   )･SC
VEI-3 VITENS EVIDES - Roadmap to NRW Reduction Management PDF ＊ VEI JR･CR(   )･SC
VEI-4 tendering_non_water_revenue_projects_by_manila_water PDF ＊ VEI JR･CR(   )･SC
VEI-5 potential_funding_options_water_sector_kenya_by_johan_kruger PDF ＊ VEI JR･CR(   )･SC

VEI-6
performance_based_contracts_for_non_revenue_water_by_joel_horovitz
_business_dev._director_emea

PDF ＊ VEI JR･CR(   )･SC

VEI-7 conference_programme PDF ＊ VEI JR･CR(   )･SC
SNV

SNV-1 事前調査SNV_議事録 Jun2015 Word ＊ JICA JR･CR(   )･SC
SNV-2 事前調査SNV_議事録Sep2015 Word ＊ JICA JR･CR(   )･SC
SNV-3 snv_kenya_wash_fact_sheet_jan_2012 PDF ＊ SNV JR･CR(   )･SC
SNV-4 snv広報誌_connect_2015_0 PDF ＊ SNV JR･CR(   )･SC
SNV-5 SNV in Urban WASH (NRW Meeting at MWI) PDF ＊ SNV JR･CR(   )･SC

AFD
AFD-1 More Water for the capital city of Nairobi Word ＊ SNV JR･CR(   )･SC

KEWASNET
KNT-1 2030 Water Resources in Kenya - Closing the Gap 2015 PDF ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC
KNT-2 KEWASNET 2015 - 2019 PDF ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC
KNT-3 KEWASNET Agenda of Nov. 23 2015 Meeting PDF ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC
KNT-4 KEWASNET CSO Annual Water Sector Performance in Kenya 2013- PDF ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC
KNT-5 KEWASNET - Human Right to Water Training Manual Module 1 PDF ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC
KNT-6 WSP-Toolbox-Manual_WEB PDF ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC
KNT-7 WSP-Integrity-Instruments_WEB PDF ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC
KNT-8 BROCHURE KEWASNET PDF ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC
KNT-9 JICA 質問票回答 - KEWASNET Word ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC
KNT-10 Enhancing Governance in WASH sector in Kajiado County Word ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC

WSTF
WTF-1 County Baseline Survey Consultancy Services  2015-2016. PDF ＊ WSTF JR･CR(   )･SC
WTF-2 WSTF Expression of Demand Kenya OBA Fund - Final Version Word ＊ WSTF JR･CR(   )･SC
WTF-3 WSTF URBAN PROGRAMMES Word ＊ WSTF JR･CR(   )･SC
WTF-4 Water Services Trust Fund Word ＊ WSTF JR･CR(   )･SC
WTF-5 WSTF BRIEF Word ＊ WSTF JR･CR(   )･SC
WTF-6 ESMF_P132979_Kenya_OBA_Fund_July 2013final for disclosure PDF ＊ WSTF JR･CR(   )･SC

MWI
MWI-1 (MWI-1) MEWNR Non-Revenue Water Policy  2015(draft document) PDF ＊ MWI JR･CR(   )･SC

WASREB
WRB-1 WASREB_Impact_Report1 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-2 WASREB_Impact_Report2 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-3 WASREB_Impact_Report3 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-4 WASREB_Impact_Report4 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-5 WASREB_Impact_Report5 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-6 WASREB_Impact_Report6 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-7 WASREB_Impact_Report7 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-8 WASREB_Impact_Report8 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-9 WSP-Financing-Urban-Water-Services-Shadow-Ratings-Kenya PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-10 Service Provision Agreement, Category 1 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-11 MWI収集資料_水道料金_L PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-12 Tariff Guidelines PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-13 Corporate Governance Guideline PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-14 Water Service Regulations PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-15 SPA I Service Provision Agreement PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
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KEWI
KW-1 KEWI NRW Presentation PDF ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
KW-2 KEWIshortcoursecalender PDF ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
KW-3 ict strategic plan 2010-2015 PDF ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
KW-4 kewi_quality_manual__uncontrolled_2013 PDF ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
KW-5 Mainstreaming Sustainable Urban Water Management PDF ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
KW-6 shortcoursecalender PDF ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
KW-7 kewiact2001 PDF ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
KW-8 KEWIプロファイル Word ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
KW-9 KEWI NRW SYLLABUS REVISED Word ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
KW-10 NRW TIMETABLES REVISED Word ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
KW-11 Summary of Regular Course in Non Revenue Water Reduction Word ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
KW-12 DDAA Organo-chart Word ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
KW-13 KEWI strategic_plan_final-2010-2015 PDF ＊ KEWI JR･CR(   )･SC

LVNWSB
LVN-1 LVNWSB- KAKAMEGA KEWI NRW TRAINING PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
LVN-2 APPROVAL OF LVNWSB 2015-16 ANNUAL BUDGET- LVNWSB PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-3 LVNWSB - Strategic Plan 2012 PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-4 LVNWSB nrw reduction plan Word ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-5 KENYA SUPPLEMENT NO. 116 PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-6 2015-16 Performance Contract for the Board of Directors of LVNWSB PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-7 reviews for your agent- Nzowasco PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-8 County brirfs PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-9 KEWI LVNWSB NRW Reduction Manual for WSPs in Kenya 2015 PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC

Kismu WSP
KIW-1 KIWASCO_About us slide LVNWSB PRESENTATION PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC

Kakamega Busia WSP
KKB-1 PROGRAMME New Directors Iinduction  - KKBWS PDF ＊ KKB WSP JR･CR(   )･SC
KKB-2 Corporate Governance To Kakamega Busia supply Nov 2015 PP ＊ KKB WSP JR･CR(   )･SC
KKB-3 Presentation during Induction new committee members PP ＊ KKB WSP JR･CR(   )･SC
KKB-4 Draft Joint committee of KKB & Nandi County PDF ＊ KKB WSP JR･CR(   )･SC

LVSWSB
LVS-1 2014 Annual Lake Victoria South Water Services Board Report PDF ＊ LVSWSB JR･CR(   )･SC
LVS-2 LVSWSB STRATEGIC PLAN 2013-2017 PDF ＊ LVSWSB JR･CR(   )･SC

Water Reform, Budget System

WR-1 WaterBill2014 PDF ＊
Kenya Gazette
Supplement No. 27

JR･CR(   )･SC

WR-2 Devolution-in-Kenya-Opportunities-and-Challenges-for-the-Water- PDF ＊ World Bank WSP JR･CR(   )･SC
WR-3 FCI_Kenya_Budget_Final_Screen PDF ＊ MACS JR･CR(   )･SC

WR-4 A_Popular_Guide_to_County_Planning_and_Budgeting_DEC_2013 PDF ＊
The Institute for
Social Accountability

JR･CR(   )･SC

WR-5
Handbook-on-County-Planning,-County-Budgeting-and-Social-
Accountability

PDF ＊
Institute of
Economic Affaires

JR･CR(   )･SC

WR-6 Budget Statement 2015 - 2016 PDF ＊ National Treasury JR･CR(   )･SC
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Government of Kenya/MWI
Kenya Vision 2030 - The popular version PDF ＊ Government of
Kenya Vision 2030  Second Mid Term Plan 2013-2017 PDF ＊ Government of
Water Act 2002 PDF ＊ Government of
Water Act 2014 PDF ＊ Government of
Non-Revenue Water Policy 2015 (draft document) WORD ＊ MEWNR
Annual Water Sector Review 2013-2014 PDF ＊ MEWNR
The National Water Services Strategy 2007-2015 PDF ＊ MWI

WASREB

WASREB Impact Report No.1 PDF ＊ WASREB

WASREB Impact Report No.2 PDF ＊ WASREB

WASREB Impact Report No.3 PDF ＊ WASREB

WASREB Impact Report No.4 PDF ＊ WASREB

WASREB Impact Report No.5 PDF ＊ WASREB

WASREB Impact Report No.6 PDF ＊ WASREB

WASREB Impact Report No.7 PDF ＊ WASREB

WASREB Impact Report No.8 PDF ＊ WASREB

WASREB Technical committee meeting minutes Excel ＊ WASREB
WASREB Audit report 2013 PDM ＊ Auditor General
List of WSPs with NRW Units Excel ＊ WASREB
他ドナーなど
Devolution in Kenya Opportunities and Challenges for the Water
Sector PDF ＊

Water and
Sanitation Program

Kenya Better Performance of local water utilities PDF ＊ Vitens
GIZ Water Program 2014-2016 PDF ＊ GIZ
Lessons Learnt Water in Kenya 2010 PDF DANIDA/SIDA
日本政府・JICA
H24 国別援助方針 PDF 外務省
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Government of Kenya
GOK-1 Kenya Vision 2030 - The popular version PDF ＊ Government of

MWI/MEWNR
MWI-1 Non-Revenue Water Policy 2015 (draft document) PDF ＊ MEWNR JR･CR(   )･SC
MWI-2 Annual Water Sector Review 2013-2014 PDF ＊ MEWNR JR･CR(   )･SC
MWI-3 The National Water Services Strategy 2007-2015 PDF ＊ MWI JR･CR(   )･SC

WASREB
WRB-1 WASREB Impact Report No.1 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-2 WASREB Impact Report No.2 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-3 WASREB Impact Report No.3 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-4 WASREB Impact Report No.4 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-5 WASREB Impact Report No.5 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-6 WASREB Impact Report No.6 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-7 WASREB Impact Report No.7 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-8 WASREB Impact Report No.8 PDF ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-9 Financing Urban Water Services in Kenya PDF ＊ WSP & WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-10 Categorization of WSPs on O&M Cost Coverage Excel ＊ WASREB JR･CR(   )･SC
WRB-11 List of WSPs with NRW Units Excel ＊ WASREB JR･CR(   )･SC

LVSWSB
LVS-1 LVSWSB Organization Chart 2012 Word ＊ LVSWSB JR･CR(   )･SC
LVS-2 LVSWSB Strategic Plan 2013-17 PDF ＊ LVSWSB JR･CR(   )･SC
LVS-3 LVSWSB NRW Upscalling Power Point ＊ LVSWSB JR･CR(   )･SC
LVS-4 LVSWSB TOT - NRW Roadmap Power Point ＊ LVSWSB JR･CR(   )･SC
LVS-5 LVSWSB TOT - Objectives Power Point ＊ LVSWSB JR･CR(   )･SC
LVS-6 LVSWSB WSPs Financila Status Excel ＊ LVSWSB JR･CR(   )･SC
LVS-7 NRW Checklist TOT Workshop LVSWSB Word ＊ LVSWSB JR･CR(   )･SC
LVS-8 NRW Upscaling Workshop Report - LVSWSB Word ＊ LVSWSB JR･CR(   )･SC
LVS-9 2014.09.18 WSP-Wide NRW Self-Assessment Form - LVSWSB Excel ＊ LVSWSB JR･CR(   )･SC

LVNWSB
LVN-1 APPROVAL OF LVNWSB 2015-16 ANNUAL BUDGET- LVNWSB PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-2 LVNWSB Strategic Plan 2012 PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-3 LVNWSB NRW Reduction Plan - Self Assessment Word ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-4 KENYA SUPPLEMENT NO. 116 PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-5 2015-16 Performance Contract for the BoD of LVNWSB PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-6 Reviews for Your Agent - NZOWASCO PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-7 County Brirfs PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-8 KEWI LVNWSB NRW Reduction Manual for WSPs in Kenya 2015 PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-9 LVNWSB Annual Report and Financial Statements 2015 PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-10 LVNWSB NRW Reduction KEWI Training Attendance List PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC
LVN-11 LVNWSB Strategic Plan 2013-17 PDF ＊ LVNWSB JR･CR(   )･SC

Kismu WSP
KIS-1 KIWASCO About us slide for LVNWSB PRESENTATION PDF ＊ KIWASCO JR･CR(   )･SC
KIS-2 KIWASCO NRW Management Opportunities & Challenges 2015 Power Point ＊ KIWASCO JR･CR(   )･SC
KIS-3 NRW Overall Plans - November 2015 Excel ＊ KIWASCO JR･CR(   )･SC
KIS-4 NRW Strategy for Commecial Losses Excel ＊ KIWASCO JR･CR(   )･SC
KIS-5 NRW Strategy for Real Losses Excel ＊ KIWASCO JR･CR(   )･SC
KIS-6 Water Balance Analysis - September 2015 Excel ＊ KIWASCO JR･CR(   )･SC

Kakamega Busia WSP
KKB-1 Payment of Water Bills PDF ＊ KBWS JR･CR(   )･SC
KKB-2 Performance Contract between LVNWSB and KBWS 2015-16 PDF ＊ KBWS JR･CR(   )･SC

Kapsabet Nandi WSP
KPN-1 Budget and Expenditure 2014 to 2016 PDF ＊ KANAWASCO JR･CR(   )･SC
KPN-2 Biling, Collection, etc. 2013-2014 PDF ＊ KANAWASCO JR･CR(   )･SC
KPN-3 WSP NRW Reduction Plan 2015 PDF ＊ KANAWASCO JR･CR(   )･SC

KPN-4
Performance Contract between LVNWSB and Kapsabet Nandi WSP
2015

PDF ＊ KANAWASCO JR･CR(   )･SC

Mavoko WSP
MVK-1 Mavoko Water and Sewerage Project under PPP PDF ＊ Tanati WSB JR･CR(   )･SC
MVK-2 Financial Statements 2013 PDF ＊ MAWASCO JR･CR(   )･SC
MVK-3 Financial Statements 2014 PDF ＊ MAWASCO JR･CR(   )･SC

Meru WSP
MER-1 NRW Reduction Plan for 2015 - 2016 Word ＊ MEWASS JR･CR(   )･SC
MER-2 NRW Reduction Plan for 2013 - 2014 PDF ＊ MEWASS JR･CR(   )･SC
MER-3 Annual Report and Accounts 2012 PDF ＊ MEWASS JR･CR(   )･SC
MER-4 Annual Report and Accounts 2013 PDF ＊ MEWASS JR･CR(   )･SC

Embu WSP
EMB-1 Draft Financial Statements 3013/2014 PDF ＊ MEWASS JR･CR(   )･SC
EMB-2 NRW Trends and Status & Short Term Action Plan 2015/2016 PDF ＊ MEWASS JR･CR(   )･SC
EMB-3 MEWASS Organizational Structure PDF ＊ MEWASS JR･CR(   )･SC
EMB-4 Zonal NRW Caluculation - October 15 PDF ＊ MEWASS JR･CR(   )･SC
EMB-5 Audit on Finantial Statements 2013 PDF ＊ MEWASS JR･CR(   )･SC
EMB-6 Financial Statement 2012/2013 PDF ＊ MEWASS JR･CR(   )･SC
EMB-7 EWASCO AoD Pilot Project - Target Achievement Evalation Report PDF ＊ KfW JR･CR(   )･SC

KEWASNET
KNT-1 2030 Water Resources in Kenya - Closing the Gap 2015 PDF ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC
KNT-2 KEWASNET 2015 - 2019 PDF ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC

KNT-3
KEWASNET CSO Annual Water Sector Performance in Kenya
2013/2014

PDF ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC

KNT-4 KEWASNET - Human Right to Water Training Manual Module 1 PDF ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC
KNT-5 WSP-Toolbox-Manual_WEB PDF ＊ KEWASNET JR･CR(   )･SC
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KEWI

K-1 KEWI質問票回答 Wrd ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
K-2 KEWIｱｶﾃﾞﾐｯｸ部組織図 Wrd ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
K-3 KEWI長期コース（NRW) Wrd ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
K-4 KEWI短期コース(NRW) シラバス Wrd ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
K-5 KEWI短期コース(NRW)計画スケジュール Wrd ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
K-6 K-6 KEWI JICA供与機材 Wrd ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
K-7 KEWI 探査実習場見積 PDF ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
K-8 KEWIカタログ PDF ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
K-9 KEWI短期コース(NRW) Time table PDF ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
K-10 KEWI Strategic Plan  2010-2015 PDF ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
K-11 KEWI Act 2001 PDF ＊ KEWI JR･CR(   )･SC
K-12 KEWI 現場写真 PDF ＊ 調査団 JR･CR(   )･SC

WASPA JR･CR(   )･SC
WAS-1 WASPA 質問票回答 PDF ＊ WASPA JR･CR(   )･SC
WAS-2 WASPAレンタル機材 PDF ＊ WASPA JR･CR(   )･SC
WAS-3 WASPA Strategic Plan (2013-2017) Wrd ＊ WASPA JR･CR(   )･SC
WAS-4 WASPAメンバー PDF ＊ WASPA JR･CR(   )･SC
WAS-5 WASPA Technical Guideline for Water Meter PDF ＊ WASPA JR･CR(   )･SC
WAS-6 WASPA Benchmark 2015の指標 PP ＊ WASPA JR･CR(   )･SC

資機材 JR･CR(   )･SC

資機-1 Price list Wingding Agencies Exl ＊ Wingding Agencies JR･CR(   )･SC

資機-2 Ironmomongers Plice List PDF ＊ Ironmomongers JR･CR(   )･SC
資機-3 Doshi Plice List PDF ＊ Nairobi WSP JR･CR(   )･SC
資機-4 DANCO Pipe Manufacturer PDF ＊ Nairobi WSP JR･CR(   )･SC
資機-5 Elster Meter PDF ＊ Ironmomongers JR･CR(   )･SC

資機-6 Itoron Meter PDF ＊ Wingding Agencies JR･CR(   )･SC

SNV JR･CR(   )･SC
SNV-1 SNV質問票回答 Wrd ＊ SNV JR･CR(   )･SC
SNV-2 SNV News 2012 PDF ＊ SNV JR･CR(   )･SC
SNV-3 SNV  Urban WASH Practice PDF ＊ SNV JR･CR(   )･SC
SNV-4 Smart Water Meters PDF ＊ AWA JR･CR(   )･SC

TANA WSB
TANA-1 TANA WSB質問票回答 Wrd ＊ TANA WSB JR･CR(   )･SC
TANA-2 TANA WSB BRIEF REPORT(2015) Wrd ＊ TANA WSB JR･CR(   )･SC
TANA-3 TANA WSB NRW REPORTS(指標データ) Exl ＊ TANA WSB JR･CR(   )･SC
TANA-4 TANA WSB NRW action plan PP ＊ TANA WSB JR･CR(   )･SC
TANA-5  Tariff guidelines PDF ＊ TANA WSB JR･CR(   )･SC
TANA-6 TARIFF Act PDF ＊ TANA WSB JR･CR(   )･SC
TANA-7 Nyeri WSP無収水計画 PDF ＊ TANA WSB JR･CR(   )･SC
TANA-8 Muranga WSP無収水計画 PDF ＊ TANA WSB JR･CR(   )･SC
TANA-9 Tetu Aberdere WSP無収水計画 PDF ＊ TANA WSB JR･CR(   )･SC

Nyeri WSP JR･CR(   )･SC
Nye-1 Nyewasco- Presentation PP ＊ Nyeri WSP JR･CR(   )･SC
Nye-2 Nyewasco organization structure Wrd ＊ Nyeri WSP JR･CR(   )･SC

Nakuru WSP JR･CR(   )･SC
Na-1 Pro-poor Strategy and Action Plan 2013-2017 PDF ＊ Nakuru WSP JR･CR(   )･SC
Na-2  Nakuru WSP現場写真 PDF ＊ 調査団 JR･CR(   )･SC

Narok WSP JR･CR(   )･SC
Na-1 Narok WSP現場写真 PDF ＊ 調査団 JR･CR(   )･SC

JR･CR(   )･SC
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添付資料 6：議事録リスト

議事録No 面談先 面談場所 担当者 面談者 日付

政府関係機関

G-1 Ministry of Water and Irrigation (MWI) MWI  (Maji House)
森・手島・吉川・杉本（調査
団員）、宮川、黛（JICAケニ

ア事務所）

Mr. Sao Alima (O&MのDeputy Director兼NRW Unitの長)
Mr. David N. Mabonga (Chief Superintendent (CSWE、Meru)兼NRW
UnitのProject Coordinator)
Mrs. Mary Mwangi (Sr. Superintendent兼NRW Unitのスタッフ)
Mr. Sao Alima (O&MのDeputy Director兼NRW Unitの長)
Mr. David N. Mabonga (Chief Superintendent (CSWE、Meru)兼NRW
UnitのProject Coordinator)
Mrs. Mary Mwangi (Sr. Superintendent兼NRW Unitのスタッフ)

2015年11月16日

G-2
Water Services Regulatory Board
(WASREB)

WASREB
森・杉本（調査団）、宮川
（JICAケニア事務所）

Mr. Francis K. Maluki (Technical Officer（NRWの担当者）) 2015年11月16日

G-3 Kenya Water Institute（KEWI）(1) KEWI
吉川・手島（調査団員）、黛
（JICAケニア事務所）

Mr. David Ngehili (Deputy Director)
Mr. Geoffrey Mangondu (Senior Lecturer)＊
Mr. Walter Moseti (Trainer)＊
Mr. William Oduor (Lecturer)＊
Mr. James Kande (Audit & Risk Manager)

2015年11月16日

G-4 Kenya Water Institute（KEWI）(2) KEWI
吉川（調査団員）、Ngugi
（JICA事務所）

Mrs. Leunita Sumba(Acting Director)
Mr. David Ngehili (Deputy Director)
Mr. Geoffrey Mangondu (Senior Lecturer)＊
Mr. Walter Moseti (Trainer)＊
Mrs.Nyakuadi Eyewyne (Trainer)

2015年11月24日

G-5 WASPA
MWI  (Maji House)
5F

吉川（調査団員）、宮川、
Ngugi（JICAケニア事務所）

Mrs.EDDAH WAMRUI
Mr.JOB KANGICU

2015年11月24日

G-6 TANA WSB TANA WSB
吉川・杉本（調査団員）、
Ngugi（JICAケニア事務所）

Mr. Peter Igesha – WSP manager
Mr. Solomon Kanyata –NRW
Mr. Onesmus Kariyuki – NRW manger
Mr. John Bogoni-Technical Service Manager

2015年11月20日

G-7
Lake Victoria South Water Services Board
(LVSWSB)

LVS WSB
森、手島（調査団員）、黛
（JICAケニア事務所）

Eng. Sammy Mburu (Ag. Chief Manager Technical Services)
Eng. Daniel Oronje (Manager Rural Water & Sanitation)
Gai Boy Muma (Water Service Provision Unit)

2015年11月17日

G-8
Lake Victoria North Water Services Board
(LVNWSB)

LVN WSB
森・手島（調査団員）、黛
（JICAケニア事務所）/ Mr.
Mabonga (MWI)

Shadrack W. Juma (Management Director)
Isaac K. Ruto (Ag. TMWSP)
Francis Kwendo (WSPA)
Naomi Jelimo (MHCPD)
Chepkwowy Peter (intern)
Beryl Brgen (intern)

2015年11月18日

Water service provider(WSP)

G-9 Nakuru WSP Nakuru WSP
吉川・杉本（調査団員）、宮
川（JICAケニア事務所）

Mr. Chage（Action Technical Director）
Mr. Mutai (NRW担当)

2015年11月17日

G-10 Narok　WSP Narok　WSP
吉川、杉本（調査団員）、宮
川（JICAケニア事務所）

Mr. Pere (MD)
Mr. Tarkash　（NRW担当）

2015年11月18日

G-11 Nyeri WSP Nyeri WSP

吉川・杉本（調査団員）、
Ngige（JICAケニア事務

所）、Mr. Peter Igesha
（Tana WSB）

Mr. Peter Gichaaga (MD)
Mr. Waitaka (NRW technician)

2015年11月20日

G-12
Kisumu Water and Sewerage Company
Ltd (KIWASCO)

KIWASCO
森・手島（調査団、）黛
（JICAケニア事務所）

Eng. David Onyango, HSC (Managing Director)
Eng. Moses Jura (Head of Technical Services),
Mr. Opiyo Geoffrey (Non-Revenue Water In-charge (Head of NRW
Reduction Unit))

2015年11月17日

G-13 Kakamega - Busia WSP
Kakamega - Busia
WSP

森・手島（調査団員）、黛
（JICAケニア事務所）/ Mr.
Mabonga (MWI)

Shadrack W. Juma (Managing Director & Chairperson of the NRW
Unit)
Michael Ogol (Technical Manager & Head of NRW Unit)
Kennedy N. Opio (Human Resource Manager)
Mary Mariga Simiyu (Customer Service Manager)
Scarlet Kavaya (Procurement Officer)

2015年11月18日

G-14
Kapsabet-Nandi Water and Sanitation
Company (KANAWASCO)

KANAWASCO
森・手島（調査団員）、黛
（JICAケニア事務所）/ Mr.
Mabonga (MWI)

Peter Wawire (MD), Gilbert Rottett (Technical Manager)
Anthony Kibosy (Incoming MD)
Kiyoaki Omori (JOCV)

2015年11月19日

G-15
Mavoko Water and Sewerage Company
(MAVWASCO)

MAVWASCO
森・手島（調査団員）/ Mr.
Mabonga (MWI)

Mr. Jesss Ambundo (Technical Manage) 2015年11月21日

G-16
Meru Water and Sewerage Services
(MEWASS)

MEWASS
大村・山上・森・杉本（調査
団）、黛（JICAケニア事務

所）

Nteere MATTHEW (Ac. General Manager)
Victor N NJERU (Technical Manager)
Silas NDATHO (Supervisor NRW)

2015年11月24日

G-17
Embu Water and Sanitation Company
（EWASCO）

EWASCO
大村・山上・森・杉本（調査
団）、黛（JICAケニア事務

所）

Hamilton KARUGENDO (MD)
Christopher GITONGA
Dickson NJUZU
Joseph MAINA
Victor NJERU
Norihiro Ohitsu (Sr. JOVC)
Charles MURIYUKI(systems admin)

2015年11月25日

G-18 Nairobi WSP Nairobi WSP 吉川・杉本（調査団員）
Engineering Manager　Mr.

2015年11月19日

ドナー、NGO関係

G-19
KfW (Development Bank of the Federal
Republic of Germany )

KfW
森・手島（調査団）、宮川
（JICAケニア事務所）

Mrs. リナ ドンス (前給水担当プロジェクト・オフィサー、現在は農業担

当)
Mrs. Sheillah Karimi (現給水及びサニテーション担当プロジェクト・オ

フィサー)

2015年12月1日

G-20 GIZ MWI内GIZ事務所
大村・山上・手島・杉本（調
査団）、宮川（JICAケニア事

務所）

Mr. Dirk Schaefer, program manager 2015年11月23日

G-21 USAID USAID 手島（調査団）

Martin Mulongo （Senior Program Management Specialist- Water,
Sanitation and Hygiene(WASH), Office of Economic Growth, USAID
Kenya）
Benson Kimithi（Program Management Specialist – Finance &
Investments)

2015年11月24日

G-22 World Bank Group
World Bank, Kenya
office

手島（調査団）、宮川（JICA
ケニア事務所）

Kevin Bender（Senior Financial Specialist, Water and Sanitation
Program (WSP) ）

2015年11月25日

G-23 SNV SNV
手島・吉川（調査団員）、宮
川（JICAケニア事務所）

Mrs.Nancy Ndirangu
Mr.Chrift Nmaga

2015年11月24日

G-24 VEI (Vitens Evides International) JICAケニア事務所
手島・吉川・杉本（調査団
員）、宮川・黛（JICAケニア

事務所）

Reint-Jan de Blois Msc（Resident Project Manager Kenya） 2015年12月1日

G-25 African Development Bank (AfDB) AfDB
手島（調査団）、宮川（JICA
ケニア事務所）

Eng. John Sifuma（Senior Water and Sanitation Officer, East Africa
Regional Resource Centre (EARC)）

2015年11月24日

G-26
Kenya Water and Sanitation CSOs
Network (KEWASNET)

KEWASNET
手島（調査団）、宮川（JICA
ケニア事務所）

Ms.Sareen Malik
Mr. Samson M. Shivaji, Chief Executive Officer

2015年11月25日

コンサルタント、代理店関係

G-27 MIBP cosulting Engineerings
MIBP cosulting
Engineerings

吉川・森・手島・杉本（調査
団員）

Tripat S, Mangat 2015年12月2日

G-28 Wingding Agencies Wingding Agencies 吉川・杉本（調査団員） Joab O. Amollo（Director） 2015年11月19日
G-29 Ironmongers Ironmongers 吉川・杉本（調査団員） Jakesh Patel（CEO） 2015年11月19日
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添付資料 7: リーディングWSP及びパイロットWSP候補の選定経緯 
 

本詳細計画策定調査では、WSP の無収水削減活動に対する JICA の支援が、円滑か

つ効果的に行われるようにするため、以下に示す選定基準を用いて、パイロット WSP

（含む、リーディング WSP）候補の選定を行った（ただし、候補はミニッツ上での合

意までには至らず、帰国後整理期間に JICA 側で作成したものである）。パイロット

WSP は直接的支援の対象となる WSP であり、リーディング WSP は、この役割に加

えて、他の WSP のモデルとなる WSP として、KEWI と連携し実地研修を実施する

WSP を指す。これらの選定基準は、単にパフォーマンスの高い WSP を選定するため

に設定したのではなく、本プロジェクトの成果及び運営効率を高めるため、プロジェ

クト活動の趣旨に合わせて設定した。本調査の現地調査において調印された M/M を通

して、既に以下に示すリーティング WSP の選定結果とパイロット WSP の選定基準に

ついての合意形成が行われている。 

 

リーティング WSP の選定基準と選定結果 

選定条件①：無収水削減活動を自身で展開している。 

選定条件②：他の WSP の無収水削減活動を支援する意思がある。 

選定条件③：日本が過去に技術協力を実施し、日本の技術協力に理解がある。 

 

上記選定条件①〜③を基づいて、Meru WSP 及び Embu WSP（合計２ヵ所）をリーディ

ング WSP として選択した。 

 

パイロット WSP の選定基準と候補の選定結果 

選定条件①：中規模以上の Urban WSP（理由：JICA 専門家が無収水削減活動に専任し

ている C/P と活動できる可能性が高い。また、そこでの無収水削減量が持つ地域的も

しくは全国的なインパクトが比較的高い。さらに、WSP 内の無収水対策ユニットの

規模の面で、将来、周辺の WSP への支援を行える可能性がある。） 

選定条件②：O&M コストカバレージが 80%以上（理由：O&M コストリカバリーが

80%以下の場合には、County 等からの比較的多くの補助金が必要となる。その場合、

WSP が無収水対策に必要な十分な支出を行うこと、及び独自の判断で無収水削減に

係る予算を決定することが難しくなり、プロジェクト活動が滞る可能性が高い。） 

選定条件③：水道施設整備がある程度整備されている（理由：施設整備が初期段階にあ

る場合、水源開発や給水地域の拡張に対する優先度が高くなり、そのことが無収水削

減活動の継続的な実施等を阻害する可能性が高いため。）（参考値として、水道普及

率 30%以上、給水時間 10 時間以上を使用） 
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選定条件④：メータ設置率が 75%以上（理由：メータ設置率が 75%以上の WSP では、

メータ設置以外の無収水削減活動（設置済みメータの管理を含む）に対する優先度が

比較的高くなり、JICA 専門家がより広範囲な活動を支援できるため。また、ケニア

側の予算によりプロジェクト期間中に、メータ設置率を 100%近くまで改善できる可

能性が高いと考えられるため。）

選定条件⑤：無収水対策ユニットが設立されている。（理由：JICA 専門家が主に支援

する C/P が明確になっている必要があるため。） 

選定条件⑥：他ドナーよる本格的な無収水削減活動支援が既に実施されている、もしく

は本プロジェクトの実施期間中に実施される WSP ではない。 

選定条件⑦：JICA の活動禁止地域ではない。 

表１に示すように、上記選定条件①〜⑦を基づき、各地域（リーティング WSP を選択

した Tana WSB の管轄区域以外の７つの WSB の管轄地域）において、少なくとも１つ

の WSP をパイロット WSP 候補として選択するようにした。これは、将来的な全国への

波及効果を考慮したためである。Coast 地区については、７つの選定条件全てを満たす

WSP が無かったため、内６つの選定条件を満たす WSP をパイロット WSP 候補として

選定した。以下に選定したパイロット WSP 候補を地域別に列記する（合計 11 ヵ所）。 

Athi WSB 地域：Limuru WSP 及び Kiambu WSP 

LVN WSB 地域：Eldoret WSP 

LVS WSB 地域：Kisumu WSP 

RV WSB 地域：Nakuru WSP 

Northern WSB 地域：Nanyuki WSP、Nyafururu WSP 及び Isiolo WSP 

Tanati WSB 地域：Mavoko WSP 

Coast WSB 地域：Kilifi–Mariakani WSP (仮)及び Kwale WSP (仮) 

図１にリーディング WSP とパイロット WSP 候補の位置を示す。また、下表の右部

に、それらの WSP における 2007/08 年度以降の無収水率の経年変化と、本詳細策定

調査での訪問による情報収集の有無を示している。
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表 1 パイロット WSP 候補の選定と各 WSP の無収水関連情報（1/2） 

Water 
Services 
Board 
(WSB) 

Urban Water Services 
Provider (Urban WSP)

パイロットWSP 候補選定基準①〜⑦ 

パイロットWSP 候
補の選定結果等

パイロットWSP 候補等の無収水関連状況 

WASREB ｲﾝﾊﾟｸﾄﾚﾎﾟｰﾄ No.8 に基づく  その他の情報に基づく
無収水率の経年変化 本調

査に
おけ
る情
報収
集の
有無

①組織
の規模

財政 ③施設整備状況 無収水削減活動 他ドナーによる支援

⑦JICA 活
動禁止地
域ではな

い

②O&M
ｺｽﾄ
ｶﾊﾞﾚ
ｰｼﾞ(%) 

水道
普及
率(%) 

給水
時間
(時間)

④メー
タ設置
率(%)

⑤無収水
ユニット
の設立

⑥他ドナーが重複する
プロジェクト(VEI の無
収水削減技術協力を含
む)を行っていない。  

2
0
0
7
/0
8
 

2
0
0
8
/0
9
 

2
0
0
9
/1
0
 

2
0
1
0
/1
1
 

2
0
1
1
/1
2
 

2
0
1
2
/1
3
 

2
0
1
3
/1
4
 

中以上
80% 
以上

30%
以上

10 時間
以上

75%
以上

有

Tana 
WSB 

Nyeri 大 134  85 24 100 有 KfW、SNV‐PEWAK  目標となるWSP 48 39 31 26 25 24  19  ● 
Embu 大 167  62 23 100 有 SNV‐PEWAK ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ WSP 58 57 55 41 40 41  36  ● 

Meru 大 113  59 23 98 有 SNV‐PEWAK ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ WSP 27 28 23 23 26 26  29  ● 
Mathira 大 120  16 20 76 有 VEI‐NRW 57 61 66 65 69 67  65 

Kirinyaga 大 108  27 18 97 有 84 86 82 78 72 71  66 

Murang´a 大 99  69 24 100 有
VEI‐NRW、SNV‐

PEWAK、WB  58 50 47 44 42 39  35 

Athi  
WSB 

Nairobi  特大 105  80 18 94 有
AFD、WB、 KfW、
USAID、SNV‐PEWAK 

KEWI 定期研修のパ
ートナー候補 40 40 42 44 42 38  39  ● 

Thika  特大 99  96 24 100 有
AfDB、VEI‐NRW、SNV‐

PEWAK ‐ ‐ 39 36 35 30  32 
Ruiru‐Juja  大 113  66 21 91 無 AfDB 31 34 31 31 30 30  29 
Limuru 中 104  46 17 100 有 ﾊﾟｲﾛｯﾄ WSP 候補 ‐ ‐ 33 30 32 34  32 
Kikuyu  中 83  34 10 99 有 VEI‐NRW、WB 32 46 54 54 42 45  46 
Kiambu  中 86  39 17 99 有 WB ﾊﾟｲﾛｯﾄ WSP 候補 ‐ 38 58 37 42 41  38 
Karuri 中 93  58 13 100 無 ‐ ‐ 45 30 29 32  25 

LVN  
WSB 

Eldoret 特大 107  70 16 100 有 KfW, WB ﾊﾟｲﾛｯﾄ WSP 候補 42 52 25 27 29 32  35 

Kakamega-Busia 特大 124  72 20 75 有
KfW、USAID、WB、 VEI‐

NRW ‐ ‐ ‐ ‐ 67 45  39  ● 
Nzoia 大 92  80 22 100 有 VEI‐NRW 51 57 61 52 46 40  38 

Amatsi 中 91  15 12 48 有 ‐ ‐ 6 6 8 6  2 
Kapsabet Nandi 小 94  41 21 96 有 63 51 49 39 63 51  49  ● 

LVS 
WSB 

Kisumu 特大 103  63 24 94 有
AfD、USAID、SNV‐

PEWAK ﾊﾟｲﾛｯﾄ WSP 候補 59 62 50 49 50 47  42  ● 

Kericho 大 100  56 23 90 有
GIZ、KfW、VEI‐NRW、

SNV‐PEWAK  51 52 46 36 35 37  45 
Gusii 大 74  36 14 71 無 VEI‐NRW 40 45 46 44 48 47  48 
Sibo 大 50  29 19 84 有 VEI‐NRW 40 ‐ 64 60 56 58  53 
Tilebei 中 49  69 19 35 有 ‐ ‐ ‐ ‐ 67 62  60 

South Nyanza 中 49  26 7 65 有 45 39 39 46 45 34  31 

参照: WASREB Impact Report No.3〜No.8 及び 2015 年 11 月にWASREB から提供された無収水対策ユニット設立済み WSP のリスト 

注：表中の朱色で塗られたセルは、選定基準を満たしていないことを示している。
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表 1 パイロット WSP 候補の選定と各 WSP の無収水関連情報（2/2） 

Water 
Services 
Board 
(WSB) 

Water Services Provider 
(WSP) 

パイロットWSP 候補選定基準①〜⑦ 

パイロットWSP 候
補の選定結果等

パイロットWSP 候補等の無収水関連状況

WASREB ｲﾝﾊﾟｸﾄﾚﾎﾟｰﾄ No.8 に基づく  その他の情報に基づく
無収水率の経年変化 本調

査に
おけ
る情
報収
集の
有無

①組織
の規模

財政 ③施設整備状況 無収水削減活動 多ドナーによる支援

⑦JICA 活
動禁止地
域ではな

い

②O&M
ｺｽﾄ
ｶﾊﾞﾚ
ｰｼﾞ(%) 

水道
普及
率(%) 

給水
時間
(時間)

④メー
タ設置
率(%) 

⑤無収水
ユニット
の設立

⑥他ドナーが重複する
プロジェクト(VEI の無
収水削減技術協力を含
む)を行っていない。  

2
0
0
7
/0
8
 

2
0
0
8
/0
9
 

2
0
0
9
/1
0
 

2
0
1
0
/1
1
 

2
0
1
1
/1
2
 

2
0
1
2
/1
3
 

2
0
1
3
/1
4
 

中以上
80% 
以上

30%
以上

10 時間
以上

75%
以上

有

RV 
WSB 

Nakuru 特大 96  92 20 99 有 KfW、SNV‐PEWAK  ﾊﾟｲﾛｯﾄ WSP 候補 46 47 53 47 48 46  32  ● 
Nakuru Rural 大 81  24 10 38 有 VEI‐NRW 22 36 62 59 60 63  64  ● 

Lodwar 中 85  44 19 75 有
JICA 活動
禁止地域 ‐ 29 66 41 50 37  45 

Narok 小 90  32 21 91 有 52 58 45 54 40 37  41  ● 

Naivasha 小 100  69 10 73 有 32 47 44 50 32 36 
40 
  ● 

Northern 
WSB 

Nanyuki 大 114  93 23 90 有 ﾊﾟｲﾛｯﾄ WSP 候補 46 46 43 36 35 33  35 
Nyafururu 大 152  78 23 100 有 ﾊﾟｲﾛｯﾄ WSP 候補 56 57 57 53 51 49  49 

Garissa 大 93  61 22 77 有
A 活動禁止

地域 65 64 58 54 52 50  42 
Isiolo 中 90  53 12 100 有 ﾊﾟｲﾛｯﾄ WSP 候補 43 38 51 48 41 43  35 

Thanati 
WSB 

Machakos 中 91  53 10 99 有 WB、VEI‐NRW ‐ 41 48 48 62 57  55 

Olooloraiser 中 95  37 10 100 有
GIZ、SNV‐PEWAK、VEI‐

NRW 43 40 44 43 44 47  43 

Mavoko 中 104  61 10 100 有 ﾊﾟｲﾛｯﾄ WSP 候補 38 35 37 39 34 38  46  ● 
Kitui 中 65  36 17 100 有 USAID 76 70 56 68 61 56  66 

NolTuresh‐
Loitokitok 中 51  15 21 81 有 ‐ ‐ ‐ ‐ 76 84  86 

Kibwezi Makindu 中 75  35 14 99 無 ‐ ‐ ‐ ‐ 34 28  27 

Coast WSB 

Mombasa 特大 92  57 6 55 無
WB、AfD、SNV‐PEWAK 

31 35 35 42 47 47  48 

Malindi 大 102  83 22 91 有 WB、VEI‐NRW
JICA 活動
禁止地域 11 7 25 26 25 29  30 

Kilifi–Mariakani 大 88  40 14 99 無 WB 仮ﾊﾟｲﾛｯﾄ WSP 候補 38 39 39 38 43 47  44 
Kwale 大 77  66 15 87 有 仮ﾊﾟｲﾛｯﾄ WSP 候補 23 59 50 42 41 38  32 
Tavevo 大 73  61 9 63 無 60 ‐ 49 48 53 ‐  43 

参照: WASREB Impact Report No.3〜No.8 及び 2015 年 11 月にWASREB から提供された無収水対策ユニット設立済み WSP のリスト 

注：表中の朱色及び黄色で塗られたセルは、選定基準を満たしていないことを示している。
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図１ Location Map of Pilot WSP and Candidate of Pilot WSP 
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添付資料 8: 訪問先WSP の無収水対策の実施体制、実施状況、課題及び経営財務状況  

Nyeri WSP、Embu WSP、Meru WSP、Kisimu WSP、Nakuru WSP、Kakamega-busia 
WSP、Mavoko WSP、Narok WSP 及び Kapsabet-Nandi WSP の順に記載。 

(1)  Nyeri WSP (NYEWASCO) 

無収水ユニット

① 無収水ユニットには、11 名の専任の技術者がおり、全員 KEWI のディプロマを持っている。

このユニットは、専用の車も持っている。

無収水削減の状況

① 過去 10 年間程度の無収水削減状況は下表のとおりである。無収水率が下がると同時に、給

水量も減少した（以前は 27,000m3/日であったが、現在は 16,000m3/日）。水道普及率が

100％となったので、WSB に申請して従来のサービス範囲以外の地域にも給水を行っている。 

NRW 活動の結果（変遷） 
2006/07 2014/05 

NRW 45.3％ 17.93％ 
No of Active Connection 10,648 23,426
Water Production 4.56Million m3 5.58Million m3 
Water Billed 2.49Million m3 4.58Million m3 
Service Area Coverage 57.5％ Above 100% 

② 無収水率を 10％まで削減することを目標としている。

③ NYAWASCO のゾーン数は 39、サブゾーン数は 488。GIS ユニットが、すべてのコネクシ

ョンを GIS に入力している。Nyeri は高低差が 250M あり、水圧の影響による水漏れが多い

ことから、170 ヵ所に減圧弁を設置している。

④ 漏水を削減するため、HDPE 管に取り換える作業を実施している。古い管(AC 管、鋼管)を
30km 交換済み。残りの古い管は現在 2-3km 程度。

⑤ NRW に関する予算は、圧力管理 (百万 ksh)、メータ交換(4 百万 ksh)、管の布設替え、

⑥ (8 百万 ksh) 、機材購入費 (2 百万 ksh)。
⑦ Nyariwasco の場合は、NRW の 7 割はパイプの破損や地下漏水などの漏水が原因であった。

これに対処することで 30％まで NRW が下がった。メータのテストも課題であった。半分

が不備なメータであった。

経営財務状況

① NRW に関しては、2006 に KfW から 30 年の設備投資の融資（1.2Billion KSH）を受け、

Intake, Main, Treatment Plant の設備投資を行った。現在もそのローンを返済している。

30 年返済であったが、3 年間のグレースピリオドが追加されたため 27 年返済になった。 
② KfW がまず最初に行ったのが、マネージメントのキャパシティビルディング。マネージメ

ントに対して、徹底的に Culture of Change（意識変革）を実施し、WSP のマネージメン

トが前身の公社時代のメンタリティーを捨て、企業としてのマネージメントを持つように

意識を変えた。

(2) Embu WSP (EWASCO) 

実施体制

① EWASCO には、NRW ユニットがあり、ユニットの長下の４人の配管工と２人のデータ収

集係りにより構成されている。また、Technical Manager が彼らを監督している。ユニット

の長と１人の配管工が、フェーズ１で習得した地下漏水探査技能等を持っており、他の配管

工にそれらを教えようとしている。
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② また、現在の発生無収水量の 40%程度が商業的損失と考えるため、商業的損失の削減に注目

している。そのため、来年の１月から会計士が中心となった commercial team が無収水ユ

ニットに加わる予定である。 
 
無収水削減状況 
① EWASCO が設立された 2005 年当時の無収水率は 70%であった。この無収水率は、2013 年

に 33%まで下がったが、現在は 40%程度であり、今後 5 年間で、25%まで下げることを目

標としている。 
② 2012 年の給水区域全体の無収水率は 39%であった。2012 年に完了した Blue valley での

DMA を用いたパイロットプロジェクトの後、同様の取組を Embu の中心市街地内の他のゾ

ーン（Dallas、Spring Valley 及び Kanjuru）においても実施し、中心市街地における無収

水率は低下した。今後は、Kaunda において無収水削減活動を実施する予定である。 
③ Dallas には 2,000 程度の水道接続があり、人口密度が高い。また、水道施設が老朽化してお

り、無収水削減のための施設投資の費用対効果が高いため、優先的に対象とした。 
④ 昨年から今年にかけて、配水管を標高の低い周辺部に拡張したところ、高い配水圧による管

の破裂及び漏水が増加した。周辺部での無収水率は、当初 70%程度と高かった。 
⑤ また、昨年は NRW ユニットのスタッフが配水管の拡張工事に係る必要があったため、無収

水率が 49%になった。しかし、2015 年の無収水率は 40%まで回復している。 
 
無収水対策の課題 
①  GIS については、給水管も入力した。メータの入力も 90%程度終わっている。詳細な地形

図（等高線）がないが、それについては自ら入手することが可能だと考えられるとのこと。

しかし、水理解析については、EPANET を試そうとしているが、十分なキャパシティがな

い。 
② 彼らが外部から得たい協力は、1) より多くの職員に対するプラクティカルなトレーニング

（Water Balance の把握方法、漏水探査機器等の使用方法など）、2) モデルを用いた水理解

析、及び 3) 機材供与（パイプロケーター、異常流量の検出が可能なバルクメータなど）で

ある。 
 
経営財務状況 
① EWASCO では、10 年前からの古い水道料金表を今も使用しているが、水源が高い位置にあ

るため、電気代が嵩むポンプを使用する必要がなく、また水源水質が良いため浄水処理に使

う薬品が少ない。そのため、O&M コストリカバリーが高い。また、マネージメントがコミ

ットしており、業者に頼らず、自ら工事を行うことで多くの費用を削減している。 
② KfW の Aid on Delivery (AOD) の仕組みにより、Water Service Trust Fund から配水本管

拡張のための資金を得ている。配水管拡張工事の費用を半分程度にするため、業者ではなく、

職員による配水管拡張を行った。現在は、配水管拡張工事を行ったため、あまり財務的な余

裕はない。 
③ この AOD を活用した事業では、WSTF から資金を受けるために達成する必要がある条件が

３つ設定されており、その内１つは、配水管の敷設が行われる地域の無収水率を 77%から

57%以下に下げること（20%以上の削減）であった。この削減は比較的容易で、地上漏水の

削減のみにより達成することができた。 
④ 現在、世銀の Output-based Aid (OBA) の仕組みを利用して、下水道拡張のための資金を調

達しようとしている。 
⑤ Muranga WSP と Meru WSP でも、AOD もしくは OBA の利用が検討されていると聞いた

ことがある。OBA は pro-poor であるが、AOD は pro-poor ではない。 
⑥ 以前、浄水施設を建設した際に、必要となる管材を購入するため、２年間のローンを組んだ

が、現在は管材販売会社から信頼されているため、半年程度の後払いにより、管材を購入す

ることができる。 
⑦ MWI が AOD や OBA 等の資金調達のコーディネーションを行うことが期待される。 
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(3) Meru WSP (MEWASCO) 
 
無収水削減体制及び所有機器 
① Meru WSP の NRW ユニットはテクニシャン 4 人及び配管工 4 人から成っている。 
② 超音波流量計、音調棒、電子式漏水探査器、コリレーター（相関式漏水探査装置）、プレッ

シャーゲージなどを所有しているが、プレッシャーロガー及びパイプロケーターは所有して

いない。 
③ メータの取り替え、精度のチェックは、NRW ユニットとは別に、二人のテクニシャンが行

っている。 
④ 約１ヵ月前に元 MD が転職したため、現在は financial manager が Acting MD を務めてい

る。 
⑤ 現在のトップマネージメントは、NRW についての全職員への sensitization が重要だと考え

ている。また、全職員が、浪費・損失を許すことができるほどの水量がないこと、及び水の

浪費・損失は浄水処理等のための薬品や電力の浪費でもあることを理解する必要があると考

えている。 
 
無収水削減計画及び活動 
① 無収水削減に特化した中期計画はなく、年次計画に基づいて実施している。使用できるリソ

ースが限られているため、１年を超えて無収水削減活動を計画することに抵抗を感じている。

昨年の無収水削減の年次計画の実施が滞ったのは、予算の問題ではなく、他の業務に時間が

とられたためである。しかしながら、昨年、無収水率 20%の目標を達成したため、今後５年

間で、無収水率を 15%まで下げることを目標としている。 
② Meru WSP では、近年以下の無収水削減活動を中心に行っている。 

1) 地上漏水のパトロール 
2) コリレーター等を用いた地下漏水の探査 
3) 配水支管等へのサブ・メータの設置 
4) 盗水の削減 
5) キャリブレーションによる水道メータの精度管理 

 
無収水対策の課題と希望する支援内容 
① Meru WSP では、無収水に占める給水管からの漏水量の割合がとても高いと考えられてい

る。給水管からの漏水は、配水管からの漏水に比べ、漏水発生箇所数だけでなく、合計漏水

量についても著しく高いとのこと。 
② 無収水削減のため、外部の協力を得たい項目は以下の通りである。 

1) コリレーター よりも高度な漏水探査の方法を、OJT により学びたい。 
2) 2 人の職員が既に ArcGIS についての基礎的なトレーニングを受けているが、より多く

のトレーニングを受けたい。 
3) 水理解析モデルやプレッシャーロガーを用いた配水圧管理 
4) １インチより大きな口径の水道メータのテスト及びキャリブレーションができるよう

に、大口径用のメータテストベンチが必要 
5) パイプロケーターの供与 

 
経営財務状況 
① Meru WSP では、WSTF からの資金や自己資金により配水管の拡張等を行っている。 
② WSTF からの資金により、来年までに水道施設の建設を行う予定である。 
③ 拡張した配水管 68km の内、37km は自己資金により施工した。 
④ Tana WSB は、Meru WSP よりも財務状況等が悪い他の WSP を支援する必要があるため、

Tana WSB からの施設投資はあまり期待していない。 
⑤ 市中銀行からの借り入れも考えている。 
⑥ 彼らの自己投資により整備された施設は、彼らの会計システムの中で、減価償却が計算され

ている。つまり、それらの施設は、WSB の代わりに Meru WSP が一時的に所有しているこ
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とになっている。Meru WSP が解散することがあれば、その際、それらの資産の移譲が行

われるとのこと。 
⑦ O&M コストリカバリーの計算においては、これらの投資した施設の減価償却費と finance 

cost は O&M 費用に含まれていない。しかし、それらは operational ratio の計算における費

用には含まれている。 
⑧ Meru WSP のオーナーである County は、協力的であり、過去に 4km の配水管の敷設に出

資した。County は Meru WSP のマネージメントを支持しているが、Water Act がまだ改定

されていないため、関係が明確になっていない。County は、Meru WSP が浄水量を増やし、

給水区域を拡大することを期待している。 
⑨ Tana WSB は、Meru WSP に関係する下水道整備計画を作成しており、現在、資金調達の

検討を行っている。 
 
 (4) Kisumu WSP (KIWASCO) 
 
NRW ユニット 
① KIWASCO の NRW 削減 Unit/team は 2012 年に設立された。 
② NRW ユニットは 14 人からなり、内５人は地上漏水を探して回っている。２人は Bulk 及び

顧客メータの改善に取り組んでおり、３人は地下漏水の探査に取り組んでいた。３人の内、

2 人は最近 KIWASCO を去ったため、現在は１人だけが地下漏水を担当している。DMA に

ついては２人担当していたが、最近１人が KIWASCO を去ったため、現在は１人だけであ

る。 
③ また、その NRW ユニットには属していないが、GIS 担当とそのアシスタントの２名が、

NRW ユニットに継続的に協力している。 
④ 毎週月曜日に、NRW ユニット 全員で定例会議（Tsunami Meeting）を行っている。 
 
無収水削減の現状 
① KIWASCO では、現在無収水率を 35%まで下げることを目標としているが、42%付近で、

無収水率が上下している。 
② 無収水削減計画については、WASREB のイニシアチブのもとで、WSB と作った計画以外

に、独自に以前から使用している計画がある。 
③ これまで、６箇所の DMA を立ち上げた。一番大きな DMA は 1500 接続程度で、その他の

５つについては 200 接続程度の DMA である。これらにより、全体の接続数（約 20,400）
の 10%程度をカバーしているだけである。７つ目の DMA の分離については、6 ヵ月間挑戦

したが、上手くできなかった。 
④ 特に、地上漏水への対応を重視しているが、新たな地上漏水が頻繁に見つかるため、対応に

追われている。 
⑤ 地下漏水ついては、ある程度場所を特定しても、それを実際に掘り起こして、漏水を直す作

業はあまりおこなわれていない。 
 
無収水削減活動の課題 
① 今後は、より大きな DMA を構築したとのことだが、送配水システムが整理されてないため

（mess）、全体を２つに分離することも難しい状況である。また、自力で管の切断ができ

るのは、４インチまでであり、それが DMA が小さくなってしまった理由の 1 つである。管

轄地域全体を対象に、より大規模な DMA（例えば配水池単位）を構築するにはドナー等の

支援が必要であるとのこと。 
② 過去に漏水削減等に取り組んだ DMA がその後、使われなくなり放置されることが問題とな

っている。また、DMA での活動は、初期の準備作業がとても多く、作業者にショックを与

えるほどなので、そのようなショックを起こし、他の業務にも影響を及ぼすことがないよう

に計画する必要がある。 
③ 配水池には、建設時に設置されたバルクメータが付いているが機能していないものが多い。 
④ KIWASCO には、40 名程度の配管工がいるが、十分な技能を持っている配管工が数人いる
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だけのようである。期間契約社員の配管工は、入れ替わりがあるため、なかなか技能が定着

しないとのこと。 
⑤ 給水管の設置を行っている業者は土木一般の業者であり、ひどい質の給水管の設置をするこ

とが多いようである。 
⑥ GIS については自分たちで、やっているが、とっても時間が掛かるのが難点であるとのこと。

ArcGIS は高額であるため、QGIS を使用している。AutoCAD の図面データを QGIS の

GIS データに変換することに苦労している。 
⑦ NRW の削減のため、WSP の他の関係部署間との連携についてのポリシーも必要である。 
⑧ 外部からの支援により、高度な地下漏水の探査方法や PE 管（フージョンジョイントを含む）

等についての新しい技術について学びたいとのこと。 
 
経営財務状況 
① 自ら作成した計画は、明確で、更新されており、比較的費用がかからない対策を中心にして

いる。無収水ユニット独自の予算はない。必要な資器材については、Wish List を作成して、

調達関連部署に提出している。彼らはそれを WSP 全体で纏め、ランサムで調達するなどの

対応をしている。Wish List に載せた資器材が全て調達される訳ではなく、また個々の資器

材が調達された値段も NRW Unit では把握することが難しいとのこと。 
② O&M Coverage Ratio は、100%を超えているが、超えた分を全て投資に回せるというわけ

ではなく、実施には会社を設立した際に多くの負債を抱えたため、その返済も余剰金で行っ

ているとのこと。 
③ County の水関連部署の予算は、KIWASCO には配分されていない。今のところ、財務的サ

ポートは受けていない。また、セクターリフォームで、WSP の会計の ring fence が行われ

ているので、county が KIWSCO の収入に手を付けるということにはなっていない。 
④ 現在は、移行期間であり、ボードの２人の executive member は county から来ている。こ

の２人に、WSP のいろいろな意思決定に係わってもらうことで、状況を伝えている最中で

ある。また、county からの財政支援については、board 内で協議をしている段階で、まだ具

体的な内容にはなっていないとのこと。 
 
(5) Nakuru WSP (NAWASSCO) 
 
実施体制 
① NRW ユニットは 10 名で構成されている。 
 
無収水削減活動の状況 
① 2014 年版の無収水削減計画の action plan を記載しているものがあるが、2015 年はない。

(1 技術者の頭にある計画を、指導力によって NRW を削減している様である。) 
② VITENS の指導の下、セントラルの NAKA という区画（700 世帯）の一部で DMA のパイ

ロットを実施した。流量、夜間探査等を実施して NRW は 48％から 18％まで下がった。ド

アツードアで、違法接続 を見つけていった。 
③ 2011 年から 2016 年 2 月までは EU の資金援助を受け、3 ゾーンの流量管理を実施している。

自分たちで更に Sub-ゾーン（DMA）を計画し工事費を算出している。残りの 2 ゾーンはこ

れからであるが、資金については未定。5 ゾーンには未だに多くの AC パイプ等が残ってい

るため取替で大きな費用がかかる。資金は、料金改定、County からの補助金に期待してい

る。尚、2 年毎に料金改定している。 
④ GIS は QGIS で 1 名が担当しているが、現在整備中で 80％程度完成。 
⑤ 新しい電子式漏水探査等があるが、使い方の指導が必要。 
 
ドナー援助 
① NRW 対策は、2009 年の AfDB から始まり、2011 年から 2014 年 VITENS が NRW の T/C

をしている。今年までは SNV の援助を受け VITENS が T/C 実施しているが、SNV のプロ

グラム終了後は、Nakuru WSP と VITENS の間で契約が結ばれる。VITENS が必要な資
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材やメータを提供するが、同 WSP から Co-finance をすることになっている。VITENS の

職員は、こちらの必要に応じてリクエストすると必要な人員を送ってくれる。 
 
(6) Kakamega - Busia WSP (KBWSS) 
 
NRW ユニットの構成 
① Kakamega - Busia  water supply には、Board of Directors が無く、現在は LVNWSB の直

接的な下部組織となっている。今後、Board of Directors が設置され、正式な WSP として

登録する予定。 
② NRW Unit は、Technical Department の下部組織。そのメンバーは、以下の 8 人のとおり。 

1) Chairperson (MD) 
2) Head of the Unit (Technical Manager) 
3) Commercial Manager 
4) Tow Technicians 
5) DMA Coordinator 
6) One Meter Reader/Checker 
7) One GIS Operator (GIS は Commercial Department が担当している) 

③ MD が NRW Unit の chairperson になっており、Technical Manager が Head、そして

Commercial Manager がメンバーになっているため、組織全体での無収水削減活動が可能。

また、MD がとても真剣に NRW を認識しており、それが組織全体のイニシアチブになって

いる。 
④ また、Commercial Manager がメンバーなため、無収水の削減量と収入の増加を、継続的に

モニタリングしながら、無収水削減活動を実施することが可能。 
⑤ GIS を扱える人材は２人いるが、その内１人は現在他の仕事をしているため、実際に GIS

データベースの構築を行っているのは１人だけである。 
 

無収水削減の状況 
① 無収水率は 2012 年に 73%だったが、大幅に下げることができた。これは、WSB からのプ

レッシャーというより、各ベンチマーキングから受けるプレッシャーに起因しているところ

が大きい。 
② 以前は、NRW のというと Physical Loss を中心に考えられていたが、今は commercial 

Loss についてより多くのスタッフが認識している。しかし、Water Balance Table を作れ

るほど、無収水の内訳について理解できているわけではなく、それぞれの割合も把握できて

いない。 
③ 過去数年の主な無収水削減活動は以下のとおり。 

１）水道管の破裂による漏水への素早い対応 
２）メータ検針の精度の向上 
３）KEWI や WASPA の協力によるメータをテストする技術の向上 
４）顧客メータを設置しておらず無料もしくはフラットレートとなっている顧客の削減 
５）道路工事等の際に水道管の位置を示す図を業者に提供するなどの漏水事故予防策 

① 地上漏水については、漏水の報告への対応を早く行うようにしているが、職員に歩き回らせ

て、アクティブに地上漏水を探すという活動はしていない。 
② 今年、全体では 40%まで、無収水を削減することを目標としている。また、Performance 

Contract では、11 の水道スキームのそれぞれに無収水率の目標値についても設定している。

しかしながら、より長期の無収水削減の目標設定は行われていない。 
③ 昨年作成した無収水削減計画を現在リバイスしている。このリバイスでは、これまでにどの

活動が完了しているか、その活動がどの程度のインパクトがあったかなどを考慮して、優先

順位付けを変更している。また、新たな活動の追加を行っている。例えば、10%程度のメー

タが正常に機能していないことが分かったため、特に影響が大きい大口の顧客のメータを優

先的にチェックし、無収水を効率的に削減するようにしている。 
 

無収水削減活動の課題 
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① 直面している問題としては、水不足、低い検針の精度、金属製メータの盗難などがある。 
② 不足している機器は、携帯式のメーターテスト機器、メータテストベンチ、超音波流量計

（現在、１つ所有）、プレッシャーロガー（１つ所有）などである。 
③ 超音波流量計、漏水探査機器の適切な使い方や、メータのキャリブレーションの行いかたな

どのスキルや知識を必要としている。 
④ 政治も大きな問題であり、政治家は無料もしくはフラットレートで水を提供しようとし、顧

客もメータの設置を嫌がる傾向がある。政治家への sensitization も必要である。 
⑤ 無償の ArcGIS を使っているが制限がある。また、まだ水理解析を独自に行えるほどのキャ

パシティはない。 
⑥ GIS の構築は、65%ほど進んでおり、送水管、配水管、水道メータ及び水道メータまでの給

水管の入力を行っている。残りの 35%については、既存の図面等がないため、多くの現場作

業を通して、GIS への入力を行う必要があり、時間が掛かる。 
⑦ 外部からの協力により実現したいことは、１）水道メータを確保し、水道メータ設置率を

100%にすること、及び２）漏水が多い PVC 管の使用をやめ、漏水が少なくし、盗水を難し

くできる PE 管に導入することである。 
 
経営財務状況 
① OM Coverage Ratio は、一部のスキームが自然流下に変わったことで、大きく改善し、今

も高い状態にあるが、100%を超えた部分については、過去に WB と KfW の協力により行っ

た施設投資の負債の返済に充てられている。負債の返済は、2063 年まで続く予定であり、

他の Urban WSP の多くが同じような状態にある。 
② County では、まだ無収水とは何かが理解されておらず、無収水対策について WSP の支援

を行える状態ではない。また、county は、道路工事における水道管の破損等、無収水を多

く発生させているため、まず無収水についての sensitization が必要である。County からの

投資をお願いしているが、実現していない。County はアセットの移譲を望んでいるが、負

債については引き受けたがっていない。 
③ 彼らは、10km・４インチ以下の小規模な配水施設の拡張や顧客メータ設置については自己

資金で行うことができる。また DMA のため、チャンバーを建設し、弁類を設置することも

できるとのこと。また、Water Trust Fund から Grant を受けており、その資金

（35million KSh.）で配水管の拡張と配水池の建設を行った。 
④ 水道料金の設定（改定）を行う際、業務上の安全と健康についてのトレーニングに係る費用

については組み込むことができるが、その他のトレーニング費用については、組み込むこと

ができないため、十分な研修費用を確保することが難しい。 
 
(7) Mavoko WSP (MAVWASCO) 
 
無収水削減活動の状況 
① 無収水削減を意識した活動は、今年から実施しており、Magi House で行われた無収水につ

いてのワークショップがきっかけである。 
② 無収水率については、把握できているが、その内訳については分かっていない。Maji 

House でのワークショップ後、漏水等の実損失に比べて商業的損失の方が多いと考えるよう

になった。 
① この WSP が 2006 年に設立されて以来、無収水率は上昇している。これは、WSP の設立前

に設置された水道メータが古くなり、計量されない水量が増えているためであると考えてい

る。 
② 顧客メータの取り替えには、高額の費用がかかるため、内部資金では対応しきれない。 
③ 今年、小さいが効果的なパイロットプロジェクトを実施した。このパイロットプロジェクト

では、過少計量の疑いがあった 10 ヵ所の大口顧客のメータを取り替えた結果、大きな成果

を得た。このように、メータの精度を焦点として、今も小規模なプロジェクトを続けている。

既に、メータの精度が疑われる 40 の大口の顧客を特定しており、四半期に 10 メータのペー

スで取り換えを行う予定である。大口顧客用のメータは、smart meter と呼ばれる電子式の
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もので、精度が良く、remote reading ができ、内部をいじることができないようになってい

る。 
① 地上漏水のパトロールによるチェックを少なくとも週に１度は行っているとのこと。また、

住民への様々な啓発活動を実施している。 
 
無収水削減活動の課題 
① 地下漏水探査は必要な機器がなく、実施しておらず、トレーニングを受けたこともない。 
② 無収水削減のための機器は、自己資金で購入することが難しいので、WASPA から借りてい

る。そのため、無収水削減活動の進捗は遅い。必要な機器は、1) 超音波流量計、2) 非金属

管用のパイプロケーター、3) 地下漏水探査用の機器、及び 4) メータの検査台 
③ 無収水対策のため、トレーニングを通して得たい知識は、1) 関連機器の使用方法、2) GIS

データベースの整備方法、3) Practical な Water Balance Table の作成方法等である。 
④ GIS の整備はまだ開始できておらず、水道管の敷設ルートについては、古くからの職員の記

憶に頼っている状況であり、主要な送・配水管のみスキャンした紙図面があるとのこと。 
⑤ また、外部からの資金により無収水の削減をより早く行いたいと考えている。外部からの資

金が確保できる場合には、その資金額に応じた計画を作成し、実行することができる。 
 
無収水削減計画と目標の設定 
① WSB の協力により、無収水削減計画を作成したが、実際には幾つかの特定の活動に集中し

た無収水削減を行っている。そのため、無収水削減計画の更新は行っていない。無収水削減

計画に従って活動を行うためには、WSB からの施設投資(水道メータの購入を含む)が不可欠。 
② 無収水削減活動の長期的な計画を実施することが難しいため、３週間先ぐらいを目標とした

サービス改善の一環として無収水削減活動に取り組んでいる。具体的には、検針精度の向上、

故意に壊されたメータへの対応、漏水に対応等を行っている。また、無収水率を下げると同

時に、異なる地域への配水量の適切な配分についても取り組んでいる。 
③ 現在の無収水率は 42%だが、大口顧客に特に焦点を当てた商業的損失の削減に取り組むこと

で、短期間の間に、35%以下にすることを目標としている。また、５年間で 25%まで下げる

ことを目標としている。 
④ 財務諸表 2014 の監査人意見（Auditor Opinion）として無収水への言及がある。「この会社

は全配水量（Produced Water）の 21％（10,371,696Ksh）の異常な無収水に多大な損害を

被っている。」そして、その計算根拠を次のように示している。 
 

  2013 2014 
Volume of Water Input   1,647,799 1,090, 867 
Volume of Water 
output 890,126 670,278 
Variance (loss of 
Water) 757,673 420,589 
Percentage Loss 46% 39% 
Industrial Standard 25% 25% 
Total Cost of variance  22,730,188 Ksh 12,617,676 Ksh 
Industry Standard 
Loss 

  (12,358,492 
Ksh)    (8,181,504 Ksh) 

Abnomal Loss Kshs   10,371,696 Ksh)  4,436,172 Ksh 
 

ちなみに水のコストは 30 Ksh/㎥で計算している。ここでいう Industrial Standard とは

WASREB のガイドラインのことのようである。 

無収水対策に係る人員、月例会議及び予算 
① Technical Manager が NRW Unit の chair をしている。３名の職員が、毎日無収水削減の

ための活動をしている。Commercial Manager も無収水削減活動に協力的である。 
② 毎月、無収水削減のための定例会を開いており、Commercial Depart の請求書作成担当者
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や施設の運転チームの職員も参加している。この定例会では、毎月の Production Meter の

読みと請求水使用量を比較し、また新たなメータの設置・交換状況、漏水・破裂修理の状況、

盗水への対処の状況について報告・ディスカッションを行っている。議事録については作成

していない。通常３つの Zone のそれぞれにおける無収水率を毎月計算しているが、現在は

内１つのゾーンの Master Meter が道路工事のため、使えない状況になったため、そのゾー

ンを含む２つのゾーンに配水している配水池の流出側についたバルクメータを用いて、２つ

のゾーンの無収水率をまとめて計算している。また、この毎月の会議では、その時点の緊急

の問題（例えば、大口の顧客や断水への対応、必要となった特定管路の布設替え）について

協議を行っている。 
③ 無収水削減に対して、MD の強いサポートが得られている。WSP の職員の多くが協力的で

あるが、一部の職員はまだ無収水削減に対する意識が低い。特に、配管工については、態度

を改める必要がある。 
④ Technical Manager は 2008 年からこの WSP で働いており、MD も 6 年間同じである。こ

の WSP では離職が少なく、どの部署も人員面で安定している。 
⑤ トレーニングのための予算としては、WSP で年間 1 million KSh.確保しており、外部での

トレーニングにも容易に参加することができる。過去に、水道施設の運転と維持管理につい

ての KEWI の２つのトレーニングコース（diproma コース）に参加しており、KEWI の無

収水コースについても職員に受講させることができるとのこと。 
⑥ 無収水対策の障害としては、Management や Human Resource の面では問題がないとのこ

と。無収水対策に係る職員の数は、1000 接続当たりの職員数の制限の中で、十分確保でき

ているとのこと。技術的には、最新の技術の習得が必要だと考えており、無収水削減の重要

さに関して職場文化の改善が必要とのこと。財務面については、勿論、制限がある。 
⑦ 無収水対策のために、別途予算は計上されていない。無収水対策のために、どれだけの費用

が掛かっているか分かるか聞いたところ、無収水対策は、請求書作成や水道管の修理等の

様々な活動に係わっているため、無収水対策として特定の費用項目を挙げることは難しく、

計上できないとの回答があった。 
 
財務状況の改善と自己資金の施設整備への投入 
① 以前は、給水量の半分程度を外部からの高額なバルクサプライ（10〜20 Ksh./m3）に頼って

いたため財務状況が悪かったが、今は財務状況が回復している。大規模な施設投資をまだ行

っていないため、負債は電気代の支払いの遅れ等の短期間のものに限られており、既に WB
や KfW からのローンにより大規模な施設投資を行った大きな負債を抱えている WSP とは

状況が異なる。だだし、ベルギー政府からのローンより施設投資を行えば、大きな負債を抱

えることになる。 
② 現在の O&M コストリカバリーは、100%を超えており、余剰額は主に、顧客数を増やすた

めに使われている。具体的には、配水管の拡張による給水地域の拡大や、既存給水地域内の

システムを強化することによる接続数増加に努めている。給水量を確保するため、小規模な

borehole（深井戸）掘削についても自己資金で行っている。余剰額の利用においては、無収

水削減は優先されていない。また、WSB によるより大きな規模の水資源開発を必要として

いるが、2006 年の移管の後、あまり支援が得られていないとのこと。 
③ O&M コストリカバリーが改善した一つの理由は、配管の修理等を管理する新たなソフトを

導入したことで、関係者が管や継手等の資材を盗むことができなくなったことである。 
④ また、紙で行っていた水道料金の請求を携帯電話へのテキストメッセージで行うことで、多

くの人件費を削減に成功した。水道料金未払いの顧客には、接続切断３日前に警告メッセー

ジを送っており、このメッセージを受け取った後に多くの顧客が支払いをしているとのこと。 
⑤ エンペサと呼ばれる、携帯電話により料金の支払いができるシステムを利用している。通常、

このシステムにより顧客が料金の支払いを行う場合には、35 Ksh./回の手数料が掛かるが、

交渉によりこの手数料を 10Ksh./回としたことで、顧客が手軽に水道料金を銀行に振り込め

るようになった。この銀行振り込みシステムを約 80％の顧客（domestic）が利用している。 
⑥ また、以前は個客が銀行に振り込んだ料金をそれぞれ別々に、WSP の口座に transfer して

いたため多くの手数料を銀行に支払っていたが、現在は１日の終わりに一度だけ Bulk 
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Transfer をするようにしたため、手数料が少なくなったことも、財務状態の改善に貢献して

いる。 
 
(8) Narok WSP (NARWASSCO) 
 
実施体制 
① Naruk WSP の職員数は 40 名程度。NRW 対策として 6 名（いづれも兼任）、3 地区の

Area manager の下、各 3 名で構成されている。 
 
無収水削減活動 
① 2013 年版の無収水削減計画(JICA 指導)があり、その中のアクションプランを毎年改訂して

いる。 
② 主に、漏水修理、違法接続及びメータ故障への対応、未納者に対する水道停止などの活動を

行っている。また、3 ヵ所の DMA でのモニタリング活動をしている（内 1DMA はフェーズ

1 でのパイロットエリア）。また、４ヵ所目の DMA を計画しており、現在は、新しい

DMA メータの供給待ちである。Narok 全体で 21 の DMA が必要だと考えている。 
③ GIS は JOCV 隊員が構築している。 
 
無収入削減活動の課題 
① 漏水探知機の機材は Phase1 で供与されたが現在未使用。 
② 他の公共事業（道路）やケーブルなどによるパイプの破損がある。或る低所得者エリアでは、

ほとんどのパイプが舗装工事によりダメージを受けた。コントラクターに訴えるが、カウン

ティーとの契約に弁償などの記述が入っていないので、責任を負えないと回答された。 
③ Narok では、盗水は犯罪とならない。Nakuru は以前ナクル Municipal であった時代から、

盗水が犯罪であり、違反者を訴えることができるが、ナロックではそのような規則がない。 
④ セクターリフォームに記載されている WAG（water action group)はない。規則では、年に

４回 Public Meeting を開催し、住民との対話を図ることになっているが、実施されていな

い。 
 
経営財務状況 
① Donor は JICA だけである。カウンティーアセンブリとも話をしており、必要な予算を提出

したが、１年たった今も、予算が下りていない。 
② 今後は、WSTF、Donor、Commercial bank で資金を調達して DMA の構築、又は給水エ

リア拡張していく。 
③ WSTF が保証することで市中の銀行から融資を受けるスキームが適用されるかもしれない。

（エンブ WSP がこの方式で融資を受けた） 
④ WSTF が開催する WSP へのコマーシャルファイナンシングに関するワークショップが、来

週末にキスムで開かれる予定。 
 
(9) Kapsabet-Nandi WSP (KANAWASCO) 
 
無収水対策に係る人員 
① 2010 年に Nandi County からの出向し、フェーズ１にも係った MD は、我々が訪問したそ

の日を最後に、Nandi County に戻ることになっていた。このインタビューには、Ministry 
of Agriculture で administration をしていたという新しい MD（Political Appointment）も

出席した。 
② この WSP では、NRW の削減だけに取り組んでいる職員はいない。Technical Department

には、8 人の職員がいるが、その内、3 人は浄水場の運転に継続的に係わっている。残りの

５人の内、一人は qualified 検針員であるが、残りは配管工である。しかし、この検針員だ

けでは全てのメータの検針ができないので、配管工も検針を手伝っている。その他、4 人の

パートタイムの日雇い検針員についても活用している。彼らに検針方法についてのトレーニ
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ングをしているが、モラルが低く問題となっている。配管工については、様々な作業を行っ

ており、無収水削減を目的とした作業も行っている。 
③ JICA から供与された機材(超音波流量計１式、プレッシャー・ガー２式、音調棒３本、パイ

プロケーター一式、漏水探知器１式、水道メータの検査用ベンチ１式）を今も保有している

が、フェーズ１後は殆ど使用していない。しかしながら、Technical Manager によれば、地

下漏水探査の技能を忘れていないとのこと。 
④ Commercial Manager は無収水の削減に協力的であり、違法接続を共に削減する努力をして

いる 
 
フェーズ１後の無収水削減活動の状況 
① 2012 年から今年の 7 月までに、無収水率を 53%から 38%まで下げることができた。今年の

performance contract では、無収水率を 30%以下にすることを目標としている。 
② フェーズ１のパイロットプロジェクトでは、一時的に DAM 内の水道メータ接続率が 100%

になったが、その後、水道メータを購入する資金がないため、新規の顧客に対する水道メー

タの設置ができず、水道メータ接続率が下がり続けている。 
③ 配水量分析については、無収水にどのようなコンポーネントが含まれるかは理解しているが、

それぞれの割合については全く分からない。 
④ 住民への無収水等に関連する啓発活動の計画を４半期に１度更新している。幾つかの場所で

の Public meetings での啓発活動を行っており、現在、Safaricom と契約して彼らの車にポ

スターをペイントすることを考えている。 
 
無収水削減活動の課題と希望する支援内容 
① この WSP では、今も NRW の削減を重要視しているが、無収水削減活動のための財源と人

員が確保できない状態が続いている。 
② 地上漏水については、以前ほどは多くないものの、まだ修理できていない箇所も残っている。

職員の不足のため、地上漏水をチェックするためのパトロールもできていない状況である。 
③ 合併した Nandi の水道システムでは、水源と配水池にバルクメータは設定されていない。

そのため、無収水率の計算は、多くの仮定の基づいて行われており、実際の無収水率は把握

できていない。 
④ GIS としては、現場でのデータ収集に適している PDA 用の ArcPad を使用しているが、そ

のソフトには制限が多いため、それだけでは GIS 整備が難しい状況にある。 
⑤ 請求書作成システムについては、フェンダー社がこの WSP 用に開発したシステムを使用し

ており、更新が必要となっているが、その費用は高額となるため実現できていない。 
⑥ 彼らが外部からの支援を期待している項目は以下の通りである。 

1) 優先順位１：Nandi における老朽管の改修 
2) 優先順位２：水道メータの供与 
3) 請求書作成システムの更新 
4) GIS 整備を進めるための技術支援 
5) 無収水対策全般についてのトレーニング 

 
無償協力の現状 
① ポンプの電気代が高いため、無償資金協力で建設した浄水場が１日 14 時間のみ稼働してい

る。地方分権が行われる前は、水省から電気代と薬品代の補助を受けていたが、WSP が

county 下に移った後は、それらの費用の支払いが難しくなった。今年度は、county 政府の

予算として、電気代と薬品代のための補助金が計上されており、後 1〜2 ヵ月程度でその補

助金を受け取ることができる。この補助金により、導水時間を 18 時間に増やすことができ

るとのこと。 
② 導水については、より標高が高い水源を開発することで、自然流下方式にしたいと考えてお

り、現在、county が中心になって、そのための初期検討を行っている段階(very early 
stage)である。もし、自然流下方式への変更ができた場合には、JICA の無償資金協力で建

設された取水・導水システムは非常用として使用したいと思っているとのこと。 
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③ また、水道料金表が古く、低く設定されているため(0〜6m3 の範囲では、200 KSh./m3)、
O&M 費用をカバーできるように、新しい水道料金にする必要があるが、財務諸表に問題が

あり、水道料金変更の申請が却下されたとのこと。 
④ 2012 年に Kapsabet が urban WSP が会計士を雇用できなかったため、最近まで財務諸表を

作成していなかったが、合併した Nandi WSP に会計士がいたため、その会計士が過去 3 年

間(2012〜2014)の財務諸表のドラフトを作成した。それらの財務諸表に対する監査を来週受

ける予定であり、監査を通った諸表を WASREB に提出することで、水道料金変更の承認を

得たいと考えている。 
 

顧客メータの状況 
① 現状では、約 3000 の顧客の内、Kapsabet で約 700 接続及び Nandi で約 500 接続が Flat 

rate による料金徴収を行っており、これらの顧客に対して合計 1200 個の顧客メータを購入

し、設置するプロポーザルを作成したがそのために必要な county からの補助金は得られて

いない。 
② また、まず初めにメータ設置率を 100%にすることが最も重要であり、それがスタートポイ

ントだと考えているとのこと。 
③ 水道メータについては、スペアパーツはなく、修理は行っていない。 
④ VLNWSB は管轄する他の WSP には水道メータを提供しているが、Kaspabet は JICA から

多くの支援を受けており、また county からも支援を受けることができるためか、水道メー

タの提供を受けていない。 
 

外部からの支援状況 
① JICA、WSB 及び county の他には、pro-poor を目的とする WSTF から資金（grant）得て

いる。2012 年に初めてこの資金（14million KSh.）を得て、4 ヵ所の Kiosk と 2 ヵ所のア

ブリーション・ブロック（トイレ、シャワー室等の施設）を建設した。また、顧客メータ

100 基の調達と、配水管 2km の拡張についてもこの資金から行った。 WSTF には毎年申請

しており、先月、２度目の資金提供(5 million KSh.)を WSTF から受けることが決まった。

この資金により、１ヵ所のアブリーション・ブロックを建設する予定である。 
 

 
 
 

Kapsabet (Nandi Hillsは別）

 Water
Produced

 Water
Sold

 NRW
Ratio

 Total
Revenue

(Collection)
 Total

Expenses Balance
 Cost

Coverage Metering Coverage
 Production

Cost
 NRW

Target
m3 m3 % Ks Ks Ks % Ks % % % Ks/m3 %

2014-2015 554,591   340,635  39% 15,379,759 15,953,517 (573,758)     0.96      6,279,075    39% 83% 67% 29              -4%
2014/7 52,395     32,845    37% 1,084,296   701,730     382,566      1.55      100,000      14% 92% 63% 13              55%
2014/8 36,890     22,220    40% 1,030,955   1,287,806   (256,851)     0.80      314,520      24% 91% 63% 35              -20%
2014/9 44,080     26,496    40% 1,538,027   1,562,069   (24,042)      0.98      850,000      54% 91% 63% 35              -2%
2014/10 40,812     24,343    40% 1,584,978   1,685,678   (100,700)     0.94      800,160      47% 90% 63% 41              -6%
2014/11 47,708     28,599    40% 1,342,687   1,258,400   84,287       1.07      500,000      40% 90% 63% 26              7%
2014/12 46,760     28,118    40% 928,096      980,436     (52,340)      0.95      400,000      41% 90% 63% 21              -5%
2015/1 50,865     31,156    39% 1,372,131   973,260     398,871      1.41      361,350      37% 88% 63% 19              41%
2015/2 52,652     32,144    39% 1,410,555   1,726,021   (315,466)     0.82      900,165      52% 86% 63% 33              -18%
2015/3 55,302     33,840    39% 1,582,089   1,470,115   111,974      1.08      414,100      28% 85% 63% 27              8%
2015/4 44,401     29,425    34% 938,295      1,044,169   (105,874)     0.90      367,945      35% 84% 63% 24              -10%
2015/5 39,816     24,536    38% 1,342,486   2,081,643   (739,157)     0.64      820,835      39% 83% 67% 52              -36%
2015/6 42,910     26,913    37% 1,225,164   1,182,190   42,974       1.04      450,000      38% 83% 67% 28              4%

1              
2              

3              

Electricity

配水量の月次変動が大きい。

 電気代がWSP経営の重荷になっていることは、月次収支の動きと電気代の動きから確認できる。（給水時間の月次変動はあるのか確認を要する）電気代の月次
変動も大きい。（費用計上時期についても確認がほしい）総支出に占める電気代の比率は14％から52％と変動が激しい。年平均で39％を占める電気代節約のた
め給水時間を限っているのかもしれない。

 コストカバレッジは年間で100％以下である。黒字化するため無収水率をどれくらい下げればよいか、給水時間等を変えない前提で計算式を作った。
（削減必要な無収水率）＝（収支残高）÷（水製造単位コスト）÷（配水量）
年間では無収水4％の削減でコストカバレッジ100％に達する。
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